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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ プロジェクトの背景 

カメルーン共和国（以下、「カメルーン」という。）は、上位開発計画である「成長と

雇用のための戦略文書（2010-2020）」において、目標の達成に向けた公共メディアを通じ

た国民への情報共有と議論の促進を図るとしており、次期戦略文書においても同方針が

引き継がれる想定である。この方針の下、カメルーン・ラジオ・テレビ局（以下、｢CRTV｣

という。）は同国唯一の国営放送局として全州を放送範囲に収め、幅広い国民層に対し公

正、迅速、且つ質の高い情報を提供することで、上述の開発計画推進の一翼を担うこと

を期待されている。 

CRTV は、公共ラジオ局と公共テレビ局が合併する形で 1988 年に設立された。CRTV 本

部施設・設備はフランスにより、同放送設備および機材はドイツにより合併前の 1985 年に

整備された。 

CRTV はヤウンデ市内の本部施設にて TV 番組を制作、放映している。メインチャンネ

ルではニュースおよびスポーツ中継（専門チャンネルと同時放送）、自社制作の音楽、討論

番組、さらには国内プロダクションが制作したドラマなどを放送している。また、専門チ

ャンネルとしてニュースチャンネルとスポーツチャンネルがあり、現在は 3 チャンネルの

体制で放送されている。将来的にさらに 3 チャンネル増設の計画があり、教育や文化の専

門チャンネル、ドゥアラを拠点としたチャンネルなどを検討している。 

CRTV は 8 つのスタジオを有しているが、現在は第 1、第 2、第 4、第 5 の 4 スタジオの

みを使用している。第 1 スタジオは主に音楽、スポーツ、討論番組、第 2 スタジオはトー

ク番組、第 4、第 5 スタジオはニュース番組を制作している。自社制作番組はそのほとん

どが生放送のトークショーであり、内容は数名の演者が並び、椅子またはソファーに座り

話しているのみで番組ジャンルごとの特色がなく単調な印象は否めない。 

こうした背景から、カメルーン政府は同国唯一の国営放送局である CRTV に対し、同国

民に提供される情報の多様化や質の向上、放送を通じた学びの機会拡大のために必要なテ

レビ番組制作機材の整備にかかる「カメルーン・ラジオ・テレビ局テレビ番組制作機材整

備計画」（以下、「本事業」という。）を策定し、我が国政府に無償資金協力を要請した。 

 

１－２ 無償資金協力の要請内容 

（１） 要請年月：2018 年 9 月 

（２） 要請金額：84.2 百万円 

（３） 要請内容： 

－テレビ番組制作機材 

－編集用機材 

－屋外撮影用機材 

－テレビ番組ソフト（教育、文化、スポーツ） 
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１－３ 我が国の関連分野への協力 

我が国のカメルーンへの放送関連の援助実績は以下の通り。 

表 1 我が国の援助実績 

協力内容 
実施年

度 
案件名/その他 事業費 概  要 

一般文化無償資金
協力 

1990 

カメルーン・

ラジオ・テレ

ビ局に対する

教育番組およ

び番組制作機

材  

供与限度額：0.48 億

円 
 

無償資金協力 1992 

ラジオ放送網

拡充計画 (1/2

期) 

供与限度額：6.6 億

円 

送信システム機

材、番組制システ

ム機材の整備 

無償資金協力 1993 

ラジオ放送網

拡充計画 (2/2

期-1) 

供与限度額：1.14 億

円 

送信システム機

材、番組制システ

ム機材の整備 

無償資金協力 1994 

ラジオ放送網

拡充計画 (2/2

期-2) 

供与限度額：2.5 億

円 

送信システム機

材、番組制システ

ム機材の整備 

無償資金協力 2007 
ラジオ放送機

材整備計画 

供与限度額：9.17 億

円 

送信システム機

材、番組制システ

ム機材の整備 

 

１－４ 他ドナーの援助動向 

他の援助機関の過去の援助は以下の通り。 

表 2 他の援助機関実績 

国名 年度 協力の種類 内容 

フランス 1985 無償支援 CRTV 本部建設および放送設備 

ドイツ 1985 無償支援 放送機材整備 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

本事業の実施機関は CRTV であり、現在の CRTV 職員は 2019 年 5 月末時点で 2,193 名（男

性 1,355 名、女性 838 名）、そのうち、首都ヤウンデの中央局でテレビ番組制作を行ってい

る職員は 301 名（男性 151 名、女性 150 名）、放送技術に関わる職員は 240 名（男性 169

名、女性 71 名）である。理事会の下で、総裁 1 名および副総裁 1 名、総裁室付きの技術顧

問 3名により運営されている。CRTVは大きく 6部門に分かれ、本事業によって整備される

機材は、そのうちの放送技術部門が管理、運用を行う。維持管理は放送技術部門の保守管

理課が行い、機材を使用するのは TV 技術ソリューション部となる。 

CRTV および本事業のカウンターパートとなる放送技術部門の組織図、番組表は以下の通

り。



 
 

図 1 CRTV 組織図 
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理事会 理事、取締役室

プロジェクトリーダー(1)

補佐(1)

調査員(1)

事務

総裁 総裁室

テクニカルアドバイザー(3)

プロジェクトリーダー(2)

補佐(1) 関連部署

相談役 調査員(3)

内部監査員 実務部門

調査員補佐(3) 内部官査部門

事務 通信部門

ニューメディア部門

副総裁 副総裁室 外部協力連携部門

調査員 (2) 情報システム部門

事務

法務訴訟部

経理部

資料保管部

多言語モニタリング部

視聴者数調査ユニット

マネジメント監理ユニット

CRTV欧米オフィス

CRTV TV 地方局 CRTV ラジオ CRTV 管理 CRTV サービス

中央テレビ局 沿岸地域局 中央ラジオ局 中央技術ソリューション部 人事・戦略室 CMCA

TVアンテナ監理部 地方基地 ラジオアンテナ監理部 無線技術部 行政財務部 IFCPA

TVニュース部 FMチャンネル ラジオニュース部 TV技術ソリューション部 文化遺産部 CRTV プロダクション

テーマ別TVチャンネル 放送・再放送部

CRTV組織図

CRTV 放送技術部門



 
 

  

 

 

CRTV放送技術部門組織図

CRTV放送技術部門

放送・再放送部
ラジオ 技術ソリューション部

中央部

FMTV パイロット放送センター

TV 技術ソリューション部

ラジオ運用企画部

低周波ラジオ機器運用

ユニット

ラジオ編集機器運用ユニット

ラジオ管理センターユニット

送信機材・送信管理部

FM ・ TV 送信ユニット

衛星地上リンクユニット

取材機材部

イベント広報・録音ユニット

ニュース情報収集ユニット

ラジオ中継者管理ユニット

多重化放送部

ラジオ多重化ユニット

TV多重化ユニット

TV事業部

ビデオコントロール・カメラ操作

ユニット

オーディオコントロール室操作

ユニット

照明システム管理ユニット

ポストプロダクション機器運用

部

取材機材部

中継車N°1 ユニット

中継車N°2 ユニット

中継車N°3 ユニット

TV中継機材運用ユニット

経理部

監理財務サービス

保守管理課

ラジオ運用・設備メンテナンスユニット

TV運用・設備メンテナンスユニット

 

図 2 CRTV 放送技術部門組織図

5 
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表 3 CRTV 番組表 

…CRTV製作番組

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT  ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT　ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT  ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT　ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT　ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT　ニュース

0:00 LE JOURNAL DE
MINUIT　ニュース

0:30 0:30 0:30 0:30 0:30 0:30 0:30

1:30 1:30 1:30 1:30 1:30 1:30 1:30

2:50

3:20 ADAMU ET GONI+ +
TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
SEASON 2 + ECO
AFRIQUE + K MER
STYLE
音楽+広告

3:30 3:20 3:20

3:30 3:30 3:30 TELE J  情報
4:00

4:50

5:00 CAMEROS PORT
ドキュメンタリー

5:00 LA CASE
PATRIMOINE DES
BAPA　情報

5:30 5:30 5:30 SPORT POUR TOUS
スポーツ

5:30 5:30 5:30 5:30 SPORT POUR TOUS
SPORT　スポーツ

5:58 5:58 TAM TAM + PRESS
HOUR + SCENE DE
PRESSE BA　広告

6:00 6:00 6:00 6:00 6:00 6:00

7

8:00 JOURNAL DE 08H
ニュース

8:00 JOURNAL DE 08H
ニュース

8:00 LE JOURNAL DE 8H
ニュース

8:00 JOURNAL DE 8H
ニュース

8:10 8:10 8:10 8:10 8:10 8:10 8:10 TELE J   情報

8:36 ORA ET LABORA
情報

 9:00 CLUB 700　情報

9:28 TURNING POINT
情報

10:00 COME AND SEE MY
WORLD
 ドキュメンタリー

10:00  COME AND SEE MY
WORLD
シリーズ番組

10:00  COME AND SEE MY
WORLD
シリーズ番組

10:00 COME AND SEE MY
WORLD
シリーズ番組

10:00 COME AND SEE MY
WORLD
シリーズ番組

10:00 10:00

10:30  AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

10:27 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

10:30 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

10:30 10:30 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

10:57 10:53 10:57 MUSIQUE
ミュージック

10:55

11:00 11:00 LESLIE FT EWUBE « 
STAND UP FOR
PEACE » BA : ECO
AFRIQUE+ K MER
STYLE   + ADAMU
ET GONI + TSINI ET
BABA　音楽+広告

11:00 11:00

11:08
11:27 ONE NATION ONE

CAMEROUN + CLIP
STAND FOR PEACE
+  ADAMU ET GONI+
TSINI ET BABA
音楽+広告

11:25 MBOE MUNYENGE +
AMA PIERROT – MA
RECONAISSANCE +
BA : ADAMU ET
GONI + TSINI ET
BABA + ALL
VENTURES
音楽

11:24 CLIP AMAH PIRROT
MA
RECONNAISSANCE+
CLIP CHILLI KON
FER WO » +  BA :
TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
SEASON TWO + ECO
AFRIQUE+ K MER
STYLE　音楽+広告

11:34 ―　シリーズ番組 11:35  ADAMU ET GONI
シリーズ番組

11:31 ADAMU ET GONI
 シリーズ番組

11:34  ADAMU ET GONI
 シリーズ番組

11:34 ADAMU ET GONI
シリーズ番組

12:00 JOURNAL  BILINGUE
DE MIDI　ニュース

12:00 JOURNAL BILINGUE
DE MIDI　ニュース

12:00 JOURNAL BILINGUE
DE MIDI　ニュース

12:00 LE JOURNAL DE
MIDI　ニュース

12:00 LE JOURNAL DE
MIDI　ニュース

12:00 JOURNAL DE MIDI
ニュース

12:00 JOURNAL  BILINGUE
DE MIDI　ニュース

12:30 12:30 12:30 12:30  12:30 12:30 COOKING WITH
CANDY  “ERU AND
WATER FUFU”　料理

12:30

12:56 TAM TAM WEEKEND
+ AU BOUT DE LA
REUSSITE + PRESS
HOUR　広告

13:00 ECO@AFRIQUE
情報

13:26 KAMER STYLE +
TTW +  ALL
VENTURES+ AU
BOUT DE LA
REUSSITE　広告

THE PHOENIX FROM
ITS ASHES +
RWANDA VF
ドキュメンタリー

CAMEROUN FEELING
トーク

JINGLE SPORT +
SPORT POUR TOUS
スポーツ

SOIREE SPECTACLE
AYISSI LE DUC
映画

OUR CULTURE OUR
HERITAGE THE
CULTURE
“DISCOVER
BATOKE”　情報

FINAL CAN 2019 ス
ポーツ

A QUEL AGE MON
ENFANTS DOIT
ALLER A L`ECOLE
情報

JEUNESSE
PARLONS EN « LA
DROGUE EN MILIEU
JEUNE »
情報

CAMEROUN FEELING
トーク

EXPERIENCE
ESTONIA
ドキュメンタリー

JINGLE SPORT +
SPORT POUR TOUS
スポーツ

CAMEROUN
DAYLIGHT
イベント

HOLIDAY　 トーク

TSINI ET BABA
シリーズ番組

ALL VENTURES
SEASON 2  +
ORTHOGAFFE “
GESTION DU
FORAGE”
シリーズ番組

PRESS HOUR
情報

CAMEROUN DAY
LIGHT　ニュース

CAMEROUN FEELING
トーク

11

9

10

CAMEROUN FEELING
トーク

8

CAMEROUN
DAYLIGHT
ニュース

6

ALL VENTURES
SEASON 2  +
ORTHOGAFFE 193
LE SEPTENTRION
シリーズ番組

ALL VENTURES
SEASON 2
シリーズ番組

ALL VENTURES
SEASON 2
シリーズ番組

ALL VENTURES
SEASON 2   +
ORTHOGAFFE 189 “
GESTION DU
FORAGE”
シリーズ番組

12

日

3

5

SPORT POUR TOUS
スポーツ

CAMEROUN FEELING
VF  トーク

REPLAY CAN
SENEGAL VS
TUNISIE　スポーツ

月 火 水 木

SPORT POUR TOUS
スポーツ

CAMEROUN
DAYLIGHT
ニュース

CAMEROUN FEELING
トーク

―　情報

CAMEROUN FEELING
トーク

CAMEROUN
DAYLIGHT
ニュース

DOC DES TRAIN
PAS COMME LES
AUTRES NAMIBIA
ドキュメンタリー

CAMEROUN FEELING
VF  トーク

DOC DES TRAIN
PAS COMME LES
AUTRES NAMIBIA
ドキュメンタリー

AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

SPORT POUR TOUS
スポーツ

CAMEROUN FEELING
トーク

CAMEROUN
DAYLIGHT
ニュース

REPLAY CAN
NIGERIA VS ALGERIE
スポーツ

DOC LA GRANDE
TRAVERSEE
ドキュメンタリー

TSINI ET BABA
シリーズ番組

2
HOLIDAY　トーク

SOIREE SPECTACLE
“YANGA”　情報

ARMEL ANGO
“DEMANDER A
DIEU”+ RELLY EBINI
“YESUS KRISTU”
+GUY MICHEL
KINGUE”JESUS LE
PLUS BEAU NOM+
ONE CAMEROUN
ONE NATION+
MAGASCO FT GREG
BELOBO “ZAMBA”
音楽

CAMEROUN
DAYLIGHT
情報

LE JOUR DU
SEIGNEUR　情報

LE CULTE
PROTESTANT
情報

4
SENEGAL  VS
ALGERIE　スポーツ

1

TAM TAM WEEKEND
トーク

CAMEROUN FEELING
VF  トーク

CRTV番組表2019年7月16日（火曜）～22日（月）

13

TSINI ET BABA
シリーズ番組

TSINI ET BABA
シリーズ番組

TSINI ET BABA
シリーズ番組

CRTV ; 3番組 CRTV ; 5番組 CRTV ; 4番組 CRTV ; 5番組 CRTV ; 4番組 CRTV ; 1番組

金 土

CRTV ; 7番組
時

0

SOIREE SPECTACLE
HOMMAGE A
KALANGA　映画
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13:30 TAM TAM WEEKEND
REPLAY トーク

13:30 KAMERSTYLE情報 13:30 SACRES PARENT-
MON ENFANT NE
PARLE PAS LE
DIALECTE　情報

13:30 DOC TINO
BARROSSA
L`ACCORD DES
CORDES
ドキュメンタリー

13:30  DESIGN FOR YOU 2
+CLIP FATI SALMA
JE PENSE A TOI
情報

13:30  KAMER STYLE 情報 13:30 TAM TAM WEEK END
トーク

13:56 13:56 13:56 13:56

14:00 ECO@AFRIQUE 情報 14:00 WELCOME TO
CAMEROUN :
LOISIRS　広告

14:00 HANDICAP SHOW
情報

14:00

14:26 BA: TSINI ET BABA
+  ALL VENTURES+
AU BOUT DE LA
REUSSITE　広告

14:26 ECO AFRIQUE+
ADAMU ET GONI +
TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
SEASON　広告

14:26  ADAMU ET GONI +
ALL VENTURES + AU
BOUT DE LE
REUSSITE　広告

14:26 TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
SEASON TWO + ECO
AFRIQUE+ K MER
STYLE　広告

14:30 CLIP BOX _ + CLIP
K-SANDRA TOM
TCHOSSI　情報

14:30 CLP BOX + LESLINE
– STAND UP FOR
PEACE　情報

14:30  CLIP BOX + AFOA
KOM - JALOUSIE
情報

14:30 CLIP BOX + MBOE –
MUNYENGE　情報

14:30 CLIP BOX  + CLIP
MBOE-MUNYENGE
情報

15:00 15:00 15:00 15:00 ECO AFRIQUE　情報 15:00 SHINE AFRICA
“PRESIDENT”　情報

15:00

15:26 KAMER STYLE +
TAM TAM WEEK END
+ ALL VENTURES +
AU BOUT DE LE
REUSSITE　広告

15:26 PRESS HOUR + ALL
VENTURES SEASON
TWO + ECO
AFRIQUE+ K MER
STYLE + TAMTAM
WEEKEND　広告

15:30 15:30 15:30 STYLED BY ME　情
報

15:57 AU BOUT DE LA
REUSSITE +  TSINI
ET BABA + ALL
VENTURES SEASON
2　広告

16:00 16:00 16:00 16:00 THE PROJECT　情報
16:28 AU BOUT DE LA

REUSSITE +  TSINI
ET BABA + ALL
VENTURES SEASON
2　広告

16:30 16:30 THE BIG UP SHOW
3DIV　情報

16:57 AU BOUT DE LA
REUSSITE +  TSINI
ET BABA + ALL
VENTURES SEASON
2　広告

17:00 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00
17:30 WELCOME TO

CAMEROUN “LAC”
情報

18:00 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

18:00 AU BOUT DE LA
REUSSITE EPS 18
シリーズ番組

18:00 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

18:00 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

18:00 AU BOUT DE LA
REUSSITE
シリーズ番組

18:00 18:00

18:26 ALL VENTURES
SEASON  + ORTHO
GAFFE
 シリーズ番組

18:26 ALL VENTURES
SEASON 2 + ORTHO
GAFFE
 シリーズ番組

18:26 ALL VENTURES
SEASON 2  +
ORTHO GAFFE
シリーズ番組

18:26 ALL VENTURES
SAISON 2  + ORTHO
GAFFE BEEFSTEAK
シリーズ番組

18:26 ALL VENTURES
SAISON 2+ ORTHO
GAFFE
シリーズ番組

18:56 AU BOUT DE LA
REUSSITE +  ALL
VENTURES SEASON
+ TSINI ET BABA +
PRESIDENCE ACTU
広告

18:56 ADAMU ET GONI +
ALL VENTURES +
ECO AFRIQUE 　広告

18:56 ALL VENTURES +
KAMER STYLE +
ECO AFRIQUE　広告

18:56 KAMER STYLE +
TAM TAM WEEK END
+ ALL VENTURES +
AU BOUT DE LE
REUSSITE　広告

18:56 ALL VENTURES +
TAMTAM WEEK END
+ KAMER STYLE +
ECO AFRIQUE　広告

19:00 DISCOVERY «
KOLOFATA »
ドキュメンタリー

19:00 PASSION:
DIKONGUE PIPA
ドキュメンタリー

19:00 POTERIE ET FONT
ドキュメンタリー

19:00 AKONO LES RICHES
FAVEURS DE L’
HISTOIRE　情報

19:00 MBANGASSINA
ELDORADO OF TH
MBAM AND KIM
情報

19:00 SEQUENCES
GOUVERNEMENTALE
S　情報

19:26 ECRAN PUB　広告 19:26 ECRAN PUB 広告 19:26 ECRAN PUB　広告 19:26 ECRAN PUB 広告 19:26 ECRAN PUB情報 19:26 ECRAN PUB　情報

19:30 THE NEWSニュース 19:30 THE NEWS　ニュース 19:30 THE NEWS　ニュース 19:30 THE 7:30 NEWS
ニュース

19:30 THE 7:30 NEWS
ニュース

19:30 THE 7:30 NEWS
ニュース

19:30 THE 7:30 NEWS
ニュース

20:00 ―　情報 20:00 ROAD RAGE AND
ABUSE
+ORTHOGAFFE
情報

20:00 WAZA L’URGENCE
VITAL　情報

20:00 ASSISTING THE
DISPLACED IN THE
SOUTHWES　情報

20:00 ARCHIVE MEMOIRE
 情報

20:00 20:00

20:26 ECRAN PUB　広告 20:26 ECRAN PUB 広告 20:26 ECRAN PUB 広告 20:26 ECRAN PUB広告 20:26 ECRAN PUB情報

20:30 LE JOURNAL
ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H30  ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H30　ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H　ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H 　ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H　ニュース

20:30 LE JOURNAL DE
20H 　ニュース

21:00 21:00 ECRAN PUB 広告 21:00 ECRAN PUB　広告 21:00 ECRAN PUB　広告 21:00 ECRAN PUB　情報 21:00 ECRAN PUB　情報 21:00 ECRAN PUB　情報

21:05 21:05 21:10 SEQUENCES
GOUVERNEMENTALE
S　情報

21:10 21:10 21:10

21:35 ON 7　情報

 22:00 22:00 22:00
22:05

22:30 22:30

23:05 23:05 ECO AFRIQUE
情報

23:30 SEFO LE CHEF DE
GROUPE　情報

23:30 COTONOU COULER
JAZZ　情報

23:30 DISCOVERY –
LIMANI
ドキュメンタリー

 23:40 CHORUS　情報

UN JOUR AU
CAMEROUN
FOUMBAN　情報

DIKONGUE PIPA
情報

COMIC PODIUM 1
情報

KTAPULT
“MARCUS”　情報

ON 7　情報

AU MILLIEU D’UN
REVE　シリーズ番組

OUR CULTURE OUR
HERITAGE:
“DISCOVER
BATOKE”　情報

FICTION “LE COEUR
D’AZAI”+CLIP K-
SANDRA-TOM
TCHOSSI
シリーズ番組

PRESS HOUR  +
TAM TAM WEEKEND
+  ALL VENTURES+
TSINI ET BABA
広告

TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
SEASON TWO + ECO
AFRIQUE+ K MER
STYLE　広告

22

―　ドキュメンタリー
23

16

SAHEL SUR SCENE
« REY BOUBA »
情報

MAG ELECAM  JUIN+
ESPACE CONAC:
LAUNCHING OF THE
11TH SERIES OF RRI
AND CONAC’S
PARTICIPATION AT
THE FENASSCO A
2019 GAMES　情報

SHINE AFRICA  -
PRESIDENT　情報

ELECAM JUIN  +
ESPACE CONAC:
LAUNCHING OF THE
11TH SERIES OF RRI
AND CONAC’S
PARTICIPATION AT
THE FENASSCO A
2019 GAMES 　情報

UN JOUR AU
CAMEROUN
“MBALMAYO”　情報

ECO AFRIQUE +
SILLY SEASONS +
KAMER STYLE　広告

21 PRESIDENCE ACTU
情報

14

18

19

20

PRESS HOUR　情報

―　情報 DES TRAIN PAS
COMME LES AUTRE
MADAGASCAR
ドキュメンタリー

KTAPULT « SAM
MBENDE »　情報

FICTION: FELICITE
 ドキュメンタリー

AU MILIEU D`UN
REVE 11 シリーズ
番組

FICTION: SESSI
フィクション

PRESIDENCE ACTU
情報

ADAMU ET GONI +
TSINI ET BABA +
ALL VENTURES
広告

MEMOIRE « MUSEE
NATIONAL »
ドキュメンタリー

WHITE HOUSE
フィクション

CEREMONIE
CLOTURE ECRANS
NOIRE　情報

FORGETTING JUNE
フィクション

17 CAMEROUN FEELING
REPLAY　トーク

CAMEROUN FEELING
REPLAY トーク

CAMEROUN FEELING
REPLAY トーク

CAMEROUN FEELING
REPLAY　トーク

CAMEROUN FEELING
REPLAY　トーク

CONAISSANCE DE
L’ISLAM　情報

15

JET PRIVE _ JACKY
KINGUE　情報
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２－１－２ 財政・予算 

CRTV は独立法人と位置付けられている。運営資金については広告料金徴収等による独自

の収入源もあるが、80～90%が国庫支出金で成り立っており、前年度の収支や当該年度の予算

計画に応じて、同支出金の配布額が調整される。 

なお、国民から給与天引きで徴収される放送受信料は CRTV の収入とはならず、国庫に直接

納入される。機材のメンテナンス・修理にかかる経費は「機材維持管理費」として支出されるが、

毎年 2 億 FCFA（約 3 千 700 万円）の固定額が国庫支出金の中から確保され、同予算の範囲内

で必要な修理が賄われている。本事業により整備される機材の維持管理費も、定期メンテナンス

等が必要なものについては、機材費の 15%程度（約 700 万円相当）が新たに確保されることを現

地調査で合意している。また、CRTV は耐用年数を大幅に超過したカメラ等であっても適切にメ

ンテナンスして活用していることを現地調査にて確認している。 

これらのことから、機材のメンテナンス・修理にかかる費用は確保されており、本事業で整備す

る機材の適正活用に当たり、問題は生じないと考えられる。 

なお、2017 年から 2019 年までの CRTV 収支実績および計画は、下表のとおり。
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 表 4 CRTV の収支（2017～2019） 

 (単位：百万 FCFA) 

会計年度 2017 （実績) 2018 （実績) 2019 （実績*1) 

全体予算（運営資金）    

収入       

広告収入   2,141 1,266 928 

その他 308 178 70 

収入計   2,449 1,444 998 

国庫支出金 13,606 19,233 12,531 

国庫支出割合 84.75% 93.02% 92.62% 

 運営資金計 16,055 20,677 13,529 

円換算（百万円） 2,985 3,844 2,515 

支出       

人件費 13,507 16,357 5,485 

公共料金 1,004 1,571 738 

番組制作費 1,341 1,323 525 

機材購入費 1,669 1,438  

番組送信費 120 190 106 

施設修繕費 234 300 111 

機材維持管理費 171 143 *2 

支出計 18,046 21,322 6,965 

円換算（百万円） 3,355 3,964 1,295 

収支差額 ▲1,991 ▲645 6,564 

円換算（百万円） ▲370 ▲119 1,220 

会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

*1：2019 年 6 月までの実績 

*2：調査時点では集計未済だが、上述のとおり予算は確保されている 

 

２－１－３ 技術水準 

CRTV は 1985 年から現在に至るまで機材を更新しながら運用して来たことから、番組制

作における技術水準に問題はない。またモーショングラフィックス作成用機材は使用者（編

集担当者やエンジニア）がすでに同様の編集作業を行っており、技術レベルは問題ない。 

CRTV はメンテナンス部門を有しており、専任の技術者が配置されている。機材の多く

は耐用年数を超過しているものの修理を繰り返し、限りある機材を継続使用している。そ

のため維持管理体制の技術水準において問題はない。 

 

２－１－４ 既存施設・機材 

（1）既存施設 

CRTV にはスタジオ、調整室、編集室等や職員の執務室がある本館と、衛星放送用の電
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波を送信する衛星放送電波コントロール棟がある。1985 年の施設完成以来、適宜補修や内

装のリフォームを行っており、一部老朽化が見られるものの、概ねその機能を保っている。

現在の問題の一つは中央制御となっている空調設備で、来年中に修理を終えるべく予算申

請を行っている。 

（2）既存機材 

既存機材は施設完成以来、部分的な編集機器の更新が行われている。放送設備機材はデ

ジタル対応しているものの、放映するために必要な最低限の機材を確保している状況にと

どまっている。ビデオスイッチャーや音声ミキサーなどの調整機材は専用のコンソールに

固定するのが一般的であるが、CRTV がこれまで更新した機材はコンソールとサイズが合

わず、コンソールの上に固定せず載せいている状態である。そのため使い勝手が悪く機能

的ではない。カメラなどの撮影機材は、CRTV が購入した耐用年数を大幅に超過したカメ

ラをメンテナンスしながら使い続けている。画質は購入当時の低解像度の仕様であり、品

質面でも難がある。また一部の撮影には新たに購入したデジタルカメラが使用されている

が、屋外使用の目的で購入したカメラを屋内撮影に流用しているため、屋内外での撮影に

必要なカメラの数量が不足している現状である。現代の TV 番組制作で用いられるモーシ

ョングラフィック編集機材も職員個人の PC や外注での対応をせざるを得ず、スタジオお

よび調整室の機材の調達は CRTV の抱える喫緊の課題である。CRTV 保有の機材を以下に

示す。 

表 5 CRTV の既存機材リスト 

設置場所 機材名 数量 状態* 

共用機材 

ビデオカメラ 10 A 

HF マイクロフォン 2 A 

TV モニター 3 C 

オーディオコントロールモニター 1 A 

ケーブルハンドマイク 4 A 

スタジオ用照明 69 A 

ダイナミックマイク 4 A 

ピンマイク 2 C 

ヘッドホン 16 A 

マイク 9 A 

マイク 3 C 

ワイヤレスマイク 5 B 

音響アナログミキサー 2 C 

音響ミキサー 3 A 

音響編集ステーション 1 C 

スタジオ 1 

ピンマイク 4 A 

オーディオコントロールモニター 1 A 

映像編集アナログコンソール 1 C 
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映像編集コンソール 1 C 

音響アナログミキサー 1 C 

音響ミキサー 1 A 

スタジオ 2 
音響ミキサー 1 A 

ピンマイク 2 C 

スタジオ 3 

オーディオコンソール 1 A 

カメラ 3 A 

サーバー 1 A 

デジタルオーディオコンソール 1 A 

デジタルレコーダー 1 B 

ビデオカメラ 3 A 

ビデオスイッチャー 1 A 

スタジオ 4 

オーディオコンソール 1 A 

オーディオコントロールモニター 1 A 

カメラ 3 A 

デジタルオーディオコンソール 1 A 

デジタルレコーダー 1 B 

ビデオカメラ 10 A 

ビデオスイッチャー 1 A 

ピンマイク 4 B 

マイクケーブル 1 B 

音響ミキサー 1 A 

スタジオ 5 
音響ミキサー 1 A 

ピンマイク 3 B 

ビデオ編集室用 

ヘッドフォン 10 A 

エンコーダ/デコーダ 12 B 

ケーブルダイナミックマイク 1 A 

屋外撮影用 

ダイナミックマイクケーブル 2 A 

オーディオ・コントロール・モニター 4 C 

ビデオカメラ 10 A 

照明コンソール 3 A 

*状態 A：良好, B：一部問題があるが使用可能, C：使用不可 

 

２－２ 環境社会配慮およびグローバルイシューとの関連 
２－２－１ 環境社会配慮 

本事業を実施することにより環境や社会に重大で望ましくない影響を及ぼす可能性は

なく、またプロジェクト地域で住民生活に好ましくない影響を及ぼすこともない。JICA

の環境社会配慮ガイドラインでは、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるい
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はほとんどないと考えられる協力事業として、カテゴリーC に分類される。 

２－２－２ その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ 上位計画 

カメルーンは上位開発計画である「成長と雇用のための戦略文書（2010-2020）」にお

いて、目標の達成に向けた公共メディアを通じた国民への情報共有と議論の促進を図る

としており、次期戦略文書においても同方針が引き継がれる想定である。この方針の下、

CRTV は同国唯一の国営放送局として全州を放送範囲に収め、幅広い国民層に対し公正、

迅速、且つ質の高い情報を提供することで、上述の開発計画推進の一翼を担うことが期

待されている。 

３－１－２ 当該セクターの現状 

同国政府は 2020 年を目標にしたデジタル放送への完全移行計画を進めている他、

CRTV の機能強化にも取り組んでおり、ニュース・討論番組、スポーツ中継やドラマ等

の多様性を重視したメインチャンネルに加え、ニュースチャンネルおよびスポーツに特

化したものを併せ、計 3 チャンネルが整備されている。 

一方で、番組制作機材については既にデジタル放送に対応してはいるものの、カメラ

は台数が不足している。カメラは現在稼動している 4 スタジオと屋外撮影とで共用され

ている他、耐用年数を大幅に超過した解像度の低い仕様のため、スペアパーツの入手も

困難である。スタジオでの収録工程を管理するモニターや通信機器も限られ、番組タイ

トル・図での解説や文字テロップ等を挿入するための機材もないため、構成・進行の工

夫が出来ず、様々な視聴者に広く受け入れられる、分かりやすい番組制作も難しい状況

である。 

このように、同国国民に信頼され、良質な情報へのアクセスを広く促進するという政

策的期待に CRTV が応えられていないのが現状である。 

３－１－３ プロジェクトの目的 

本事業は、カメルーン唯一の国営放送局であるカメルーン・ラジオ・テレビ局（CRTV）

に対し、テレビ番組制作機材を整備することにより、安定的な自社番組制作を可能にす

ると共に、映像構成や番組進行の改善による情報発信力の向上も図り、もって同国民に

提供される情報の多様化や質の向上、放送を通じた学びの機会拡大に寄与するものであ

る。 

３－２ 無償資金協力による計画 

３－２－１ 設計方針 

要請機材内容は、スタジオ用機材、番組編集用機材、モーショングラフィックス作成

用機材、屋外撮影用機材、テレビ番組ソフトである。本事業では優先度が高いスタジオ

用機材およびモーショングラフィックス用機材を整備することとし、その他の機材は比

較的優先度が低いと判断されるため、計画から除外する。 
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スタジオ用機材については、CRTV の既存機材が限られ、屋外取材用カメラをスタジ

オ用として転用するなど放送ごとに機材を移動させているため、並行して複数の撮影を

行うことが難しく、既存の 3 スタジオを有効活用できていない。スタジオ用機材の整備

により、CRTV のメインスタジオである第 1 スタジオおよび調整室にテレビ番組制作機

材を整備し、恒常的に番組制作を行うことが可能になる。また、これまで使用されてい

た機材を、本来の目的である CRTV スタジオ外での取材用とすることで、取材能力の強

化が期待できる。 

モーショングラフィックス作成用機材については、視覚情報による番組のメッセージ

性の強化や、臨場感のある場面展開を効果的に演出することで視聴者の関心を醸成する

とともに、番組内容を理解しやすくし、自社制作番組の情報発信力を高めるために欠か

せないものである。そのため、いずれの機材も近隣国のメーカー代理店、または CRTV

による調達実績のあるメーカー等を通じて維持管理が担保できるものを選定する。 

３－２－２ 基本方針（機材計画） 

スタジオ用機材は CRTV のスタジオのうち最大の面積を有し、1 番組収録において複

数のセットを同時に使用しながら行うことができる、メインスタジオである第 1 スタジ

オおよびその調整室に主要機材を調達することとしている。そのためスタジオ、調整室

間の配線などの接続に必要な据付資材なども計画に含めている。 

またモーショングラフィクス作成用機材は第 3 スタジオの調整室に設置する計画とし

ている。 

（１）スタジオ用機材 

全ての機材がひとつのシステムとして機能するよう仕様の統一を図る。プロフェッシ

ョナルディスクおよび超高速メモリーカードをデジタル記録メディアとして選定すると

ともに、カメラおよびコントロールユニットとビデオミキサーとの接続に必要なケーブ

ルを光電気複合型とし、システム内でのデジタル信号の交信が可能となる機材を選定す

る。 

（２）モーショングラフィクス作成用機材 

モーショングラフィックス作成ソフトウェアを機能させるため、内部メモリ 32GB 以

上、高速処理が可能なワークステーションを選定する。 

調達機材リストおよびスタジオ、調整室配置図は下表の通り。 
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表 6 計画機材リスト 

番号 機材名 数量 使用目的 
使用

頻度 

 第１スタジオ用テレビ番組制作機材 

1 放送用カメラセット 1 式 スタジオ収録用 毎日 

2 カメラ用ペダスタル 1 式 スタジオ収録カメラ用 毎日 

3 ワイヤレスインターカムセット 1 式 カメラマン、調整室用 毎日 

4 キャスター用通信機材 1 式 キャスター、調整室用 毎日 

5 
コネクションケーブル・コネク

ションパネルセット 

1 式 カメラケーブル接続用スタジオ

内コネクションパネル 毎日 

6 ビデオミキサー 1 台 映像出力用 毎日 

7 プロンプターシステム 2 台 キャスター用 毎日 

8 バックモニター 1 台 出演者用映像確認用 毎日 

9 フロアモニター 2 台 撮影スタッフ用映像確認用 毎日 

10 ビデオスイッチャー 1 台 放送映像切替用 毎日 

11 マイクセット 1 式 演者、スタッフ用 毎日 

12 映像録画/再生機 1 台 収録用 毎日 

13 デジタルオーディオミキサー 1 台 音声出力用 毎日 

14 ラウドネスメーター 1 台 放送用音声確認用 毎日 

15 PA モニタースピーカー 6 台 調整室での音声出力用 毎日 

16 カメラコントロールユニット 1 台 スタジオ収録カメラ用 毎日 

17 調整室用機材 1 式 調整室機材据付用 毎日 

18 据付資材 1 式 スタジオ機材と調整室機材の接

続用 毎日 

19 メンテナンスツールセット 1 式 放送機材のメンテナンス用 毎日 

 モーショングラフィックス作成用機材 

20 ワークステーション 3 式 モーショングラフィックス作成 毎日 

21 ネットワークスイッチ 1 台 ローカルネットワーク接続用 毎日 

22 据付資材 1 式 ワークステーション据付用 毎日 
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図 3 CRTV スタジオ・調整室配置図 
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３－２－３ 調達計画 

（1）資機材等調達先 

本事業で調達される機材の調達先は表 7 の通り。 

表 7 資機材等調達先 

機材名 
調達先 備考 

（想定国/地域） 現地 日本 第三国 

スタジオ用機材 ― ○ ○ 

アメリカ、イギリス、

ドイツ、カナダ、オラ

ンダ、シンガポール、

マレーシア、スロバキ

ア、中国、台湾 

モーショングラフィッ

クス作成用機材 
― ○ ○ 中国、台湾 

 

（2）輸送計画 

日本あるいは第三国から調達される機材は、コンテナ船による東京または横浜港から

カメルーン国ドゥアラ港までの海上輸送期間は 2.2 ヶ月程度、同港での通関に 0.5 ヶ月程

度、ヤウンデ市内の CRTV への陸送に 1 日程度であり、合計約 2.7 ヶ月と見込まれる。 

（3）E/N、G/A 

交換公文（E/N）および贈与契約（G/A）とも経済・計画・国土整備大臣が署名する見

込みと確認した。署名に先立ち、国会承認や閣議承認など、特別な政府内手続きは不要

と確認している。 

（4）B/A、A/P 

銀行取極（B/A）開設および支払授権書（A/P）発行は CAA（減価償却独立基金）が行

う。A/P 発行については CRTV が窓口となり CAA に対し必要な手続きを行う。 

（5）免税・通関手続き 

本事業における機材調達に関連する税金として、輸入関税と付加価値税が挙げられる

が、いずれも免税になることを確認した。輸入関税は、機材調達業者が契約締結後に CRTV

に調達機材リスト（機材名、メーカー型番、数量を明記）を提出する。CRTV はカメルー

ン財務省に対しレターを発出し、機材リストとともに E/N、G/A および契約書の写しを提

出、免税通関のための事前手続きを開始する。また、船積後には B/L、インボイス、パッ

キングリスト、保険証券といった船積書類を税関に提出する。実際に港に機材が到着後、

無税通関の手続き日数は状況によるが数週間かかる。付加価値税は現地サプライヤーに
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よって免税販売できるところとできないところがあるため、できないサプライヤーから

調達せざるを得ない場合は、CRTV を通じて還付の申請を行う。免税購入する場合、E/N

および G/A の写しが必要となる。購入時の免税は書類を整えたのち数日から数週間かか

る。還付は相当の時間を要するため、免税対応が可能なサプライヤーから購入すること

が望ましい。 

なお、現時点で現地調達を想定する機材はない。また、税務当局との協議で TSR（特

別所得税）についての説明があり、カメルーン国内団体と外国企業との契約においても

契約金額の 5%が徴収されるとのことだが、CRTV が確認したところ、G/A で免税が確約

されているものについては財務大臣が必ず免税の許可をするため、TSR も免税になる。 

（6）機材据付および操作指導 

本事業で計画されている機材は放送用装置が主であり、スタジオや調整室での利用が

目的とされていることから、十分な専門性を有する技術者が据付工事にあたる。番組制

作機材は、設置や調整・試運転の難易度を考慮し、日本のメーカー本社あるいはメーカ

ー代理店から技術者を派遣する計画とする。各メーカーおよびメーカー代理店から派遣

された技術者が、据付工事、調整・試運転、初期操作指導を一貫して実施する計画とす

る。 

（7）事業実施工程表 

本事業の実施工程は下表の通り。



 
 

表 8 事業実施工程表 

 

 
月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

実

施

設

計 

交換公文（E/N）締結                  

贈与契約（G/A）締結                  

計画内容最終確認                  

仕様書等レビュー                  

入札図書作成                  

入札図書確認                  

業者契約締結                  

業者契約認証                  

調

達

監

理 

発注                  

機器製作                  

輸送                  

納入・開梱                  

業務完了の確認                  

国内業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (国内)    想定時期 政府・JICA 実施 (国内) 

現地業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (現地)    想定時期 政府・JICA 実施 (現地) 
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３－３ 相手国側負担事業の概要 

本事業で想定されるカメルーン側の負担事項は表 9 の通り。 

表 9 カメルーン側負担事項 

 項目 概算金額（百万円） 

(1) 銀行取極に係る手数料 0.1 

 

３－４ プロジェクトの運営維持管理計画 

本事業で整備される機材の運営維持管理は、CRTV の放送技術部門最高責任者の監督

の下、スタジオ機材は TV 運用・設備メンテナンスユニットの責任者が、モーショング

ラフィックス作成用機材はポストプロダクション機器運用ユニットのグラフィックデザ

イン責任者が行う。CRTV ではメンテナンスが必要な機材を整備した際には、以後 10 年

は購入費の 15%～20%を年間の維持管理費として予算化している。 

また、1985 年にドイツの支援で設立された CRTV 内のトレーニングセンターが現在は

学校に格上げされており、講師として CRTV の技術者が学生に対し 2 年間トレーニング

を行っている。さらに、卒業生が CRTV に就職しており、CRTV における継続的・安定

的な機材維持管理体制の構築に寄与している。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１ 事業実施のための前提条件 

贈与契約（G/A）や銀行取極（B/A）等無償資金協力の開始段階での手続き、コンサルタ

ント契約および業者契約の締結やそれぞれの契約に係る支払授権書（A/P）の開設手続き

等がタイムリーに実施されることは、事業の進捗には不可欠である。また、計画機材の

調達に係る輸入関税と付加価値税（VAT）は所定の手続きで免税となることが確認されて

いるが、手続きの遅れ等により通関が遅れることのないよう留意が必要である。事業実

施の各段階においては、経験のあるコンサルタントが必要に応じて実施機関に対する支

援を行う必要がある。 

４－２ 機材納入のために必要となる工事等 

本事業では第 1 スタジオへの機材の据付にあたり、現在使用している機材を撤去しな

くてはならない。第 1 スタジオではカメラ、ペダスタル、配線類、調整室ではコンソー

ル、ラック、配線等を撤去する。第 3 スタジオ用調整室も同じくコンソール、ラック、

配線を撤去する必要がある。 

４－３ プロジェクトの評価 

４－３－１ 妥当性 

本事業は同国の上位開発計画である「成長と雇用のための戦略文書（2010-2020）」に

おいて、目標の達成に向けた公共メディアを通じた国民への情報共有と議論の促進を図

るとしており、次期戦略文書においても同方針が引き継がれる想定である。 

また、同国民への質の高い情報提供を通じて基礎的社会サービス改善に資するもので

あり、SDGs ゴール 16（平和で包摂的な社会の促進）に貢献すると考えられる他、制作さ

れる番組の内容により、広く SDGs ゴール 4（教育）にも寄与すると考えられることから、

本事業を実施する妥当性は高い。 

４－３－２ 有効性 

（1）定量的効果 
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表 10 定量的効果指標 

指 標 名 
基 準 値 

（2019 年実績値） 
目標値（2024 年） 

【事業完成 3 年後】 

スタジオで制作されるデジタルテレビ番組数（討

論番組、音楽番組、スポーツ番組など）（番組/

年）*1 

2,520 3,000 

モーショングラフィックスを活用した番組制作

数（番組/年）*2 
1,584 2,400 

自社で制作する教育文化番組数（番組/年）*3 
144 168 

*1 スタジオ用カメラの台数増加による準備にかかる時間の短縮、およびデジタル編集機材

の整備により編集時間の短縮が見込まれ、約 20%増を想定。 

*2 現在 CRTV による制作は 30%程度のみで、それ以外は外注または職員個人の PC での作業。

これを 100%CRTV の機材で実施する場合、3 名 4 交代制で行う前提で実施可能な数量。 

*3 番組の質の向上を重視し、24 番組の増加を想定。 

（2）定性的効果 

① より高度な技術・手法による番組制作を可能にする機材の整備により、同国民が

質の高い番組を視聴できる。 

② 教育文化番組数の増加により、同国民の学びの機会拡大や教育振興に寄与する。 

③ 番組制作機材の編成強化により安定的かつ多様な自社番組制作の継続が可能とな

り、同国における公共情報アクセスが促進される。 

４－４ その他（広報、人材交流等） 

４－４－１ 相手国側による広報計画 

E/NおよびG/A締結時には締結の様子をCRTVがTV中継を行うことを計画しており、

また機材の引渡し時にはその様子を TV 中継する。引渡し後には本事業内容を紹介する特

集を組み、放映することを計画している。 

４－４－２ その他 

特になし。 
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【資料】 

1. 調査団員・氏名 

増田 淳子   総括   JICA カメルーン事務所所長 

玉木 智宏 調査主任／機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

丹羽 信介 調達計画・積算  インテムコンサルティング株式会社 
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2. 調査行程 

No. 日付 
増田淳子 玉木智宏 丹羽信介 

滞在 
総括 調査主任/機材計画 調達計画・積算 

1 6/29 土   羽田 22:55(AF293) - パリ(4:35) 
パリ 13:30(AF982) - ヤウンデ 19:05 

機内泊 

2 6/30 日   ヤウンデ 

3 7/1 月 
JICA カメルーン打合せ 

CRTV キックオフミーティング 
ヤウンデ 

4 7/2 火 
日本大使館表敬 

ヤウンデ 
  CRTV 協議(要請機材内容確認) 

5 7/3 水   CRTV 協議(スタジオ設備確認，プレイアウト) ヤウンデ 

6 7/4 木   
CRTV 協議(モーショングラフィックス，スタジオ採

寸) 
ヤウンデ 

7 7/5 金   CRTV 協議(番組ソフト，既存機材確認) ヤウンデ 

8 7/6 土   資料整理/団内打合せ ヤウンデ 

9 7/7 日   資料整理/団内打合せ ヤウンデ 

10 7/8 月    CRTV 協議(質問票回答確認) ヤウンデ 

11 7/9 火    CRTV 協議(質問票回答確認) ヤウンデ 

12 7/10 水   
 税関協議  

 ミニッツ協議 
ヤウンデ 

13 7/11 木 
  
  

資料整理 
 CRTV(協議・質問票回答

確認) ヤウンデ 
 ミニッツ協議 

14 7/12 金   CRTV 協議(要請機材確認) ヤウンデ 

15 7/13 土   資料整理 調達事情調査 ヤウンデ 

16 7/14 日   資料整理/団内打合せ ヤウンデ 

17 7/15 月   
JICA カメルーン事務所打合せ 

CRTV 協議（ミニッツ協議、最終要請機材内容確認） 
ヤウンデ 

18 7/16 火   

CRTV 協議（最終要請機

材リスト確認） 
調達事情調査 

ヤウンデ 

国税局打合せ 

19 7/17 水 
大使館報告 

ヤウンデ 
  JICA カメルーン打合せ 

20 7/18 木  CRTV 協議(質問票回答確認) 
JICA カメルーン打合せ 

ヤウンデ 

21 7/19 金 

ミニッツ署名 

機内泊 
  

JICA カメルーン打ち合せ 
ヤウンデ 22:00(AF775) - パリ（5:40+1 日） 

22 7/20 土   
別案件のため移動 

パリ 17:40(AF272) 
- 羽田 12:45 

機内泊 

23 7/21 日   - 
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3. 関係者(面会者)リスト 

カメルーン・ラジオ・テレビ局 Cameroon Radio Television(CRTV)  

Charles NDONGO Director General 総裁 

CHIA Therophilus SALIFU 
Chief Technology Officer [Technologies and 
Solutions Pole] 

最高技術責任者 

KAJOUDI Administrative and Financial Director 財務管理部長 

ABONGO Zacharie Internal Audit Director 内部監査部長 

TAKAM Pascal Director of Heritage and Infrastructure 施設・設備責任者 

Françoise MBAPPE Head of the Cooperation Unit 協力部長 

Hugues NDI Institutional Relations Officer 協力部制度関連責任者 

HAMADOU BAIZA 
Head of Department TV Operating Resources 
[Technologies and Solutions Pole] 

TV 運用責任者 

NOB EVARISTE 
Maintenance Department [Technologies and 
Solutions Pole] 

メンテナンス部責任者 

MOUSSA SAMALI Director of Broadcasting and Transmissions 放送・通信部長 

TABE ENONCHONG Head of Programming Department 番組作成責任者 

MABOU Isidore 
Head of Transmitters and Transmissions 
Department 

送信ユニット責任者 

EYA'AN Mathieu Parfait Head of Audio TV Unit TV 音響ユニット責任者 

AWOULBE Joseph Daniel Louis Head of Unit for Lighting Systems TV 照明ユニット責任者 

FISSOU DJOKOÏNA Ferdinand Head of Service Multimedia Graphic Designer 
マルチメディアグラフィック

デザイナー責任者 

MBOE MBIDA Denis Head of Archiving and Digitisation Unit 
アーカイブデジタル化 
ユニット責任者 

KOUAM Michel Head of the Operating Unit of the OB Van N° 1 中継車 No. 1 ユニット責任者 

EBA Marlyse 
Telecommunications Engineer [Secretary  of 
the Chief Technology Officer] 

最高技術責任者秘書通信技師 

Rigobert Desire NJOCK EONE Assistant Research Officer N* 1 協力部調査員 

FIRITA Gisele DCRI PI [Assistant Research Officer N*1] 協力部制度関連調査員 

Arlette TEMNOU Legal Expert [DCRI] 協力部法律家 

HAND HAND Marcial Legal Expert [DCRI] 協力部法律家 

NDZIE BELLA Chantal Services Inspector N° 1 サービス検査員  

ELLA Sonia Relationship Manager/Cooperation 協力部関連マネージャ 

BIEM Téclaire Legal Expert/DAJC 法務訴訟部法律家 

   

通信省 Ministry of communication  

NDZIE BELLA Chantal Inspecteur des services no.1 第一事業監査官  

   

税関   

FONGOD Edwin NUVAGA Director General 税関長 

NJOCK Raphaël Chief Customs Inspector Attached 税関長補佐 

TANA Alexandre Head of Division/DGD3 税関長室 3 責任者 

TCHAMI Yves Research Officer 調査責任者 

SIRWE Emmanuel Head of Communication Unit 通信ユニット責任者 

ESSOLA EDDY Michel Attaché CAB/DGD 税関長室補佐 

NOA Marlyse Attaché CAB/DGD 税関長室補佐 

MALEY Yvonne Nelly Attaché CAB/DGD 税関長室補佐 
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SOBZE nadège 
Attachée/Information and Communication 
Service 

広報室補佐 

MAPUBI HEKA Junin Legislation and Litigation Division 法律訴訟部長 

ATANGAFONGUE Roland CD/LRFI 特別関税ユニット責任者 

Benoite KO ANANGA C/CSR CSR 部門 

BEKO O NIENEL C/CSR CSR 部門 

   

在カメルーン日本大使館   

大澤 勉  特命全権大使 

頴川 俊平  二等書記官 

   

JICA カメルーン事務所   

増田 淳子  所長 

丸田 詠子  企画調査員 
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4. 討議議事録および当初要請からの変更点 

CRTV と合意した討議議事録は別添のとおりである。 

（1）要請内容 

要請内容について、以下の通り変更となった。 

要請機材変更表 

機材名 
当初

数量 

変更後

数量 
理由 

第１スタジオ用テレビ番組制作機材  

放送用カメラセット 8 1 構成内容を見直し 1 式としたため 

カメラ用ペダスタル 6 1 構成内容を見直し 1 式としたため 

カメラ用プロンプター付ペダスタル 2 0 プロンプターが別途計画されてい

るため削除 

映像録画/再生機 2 1 再生録画を同時行える機種へ見直

し、数量も変更 

波形モニター 1 0 優先度が低いため削除 

照明器具 (通常照明) 1 0 エンターテイメント性が高く援助

方針にそぐわないため削除 

照明器具 (演出照明) 1 0 エンターテイメント性が高く援助

方針にそぐわないため削除 

カメラコントロールユニット 8 4 放送用カメラセットの変更に伴う

数量の見直し 

メンテナンスツールセット 2 1 構成内容、数量の精査 

CRTV スタジオ外取材用機材 

屋外用カメラ 9 0 

計画カテゴリーの変更のため削除 

屋外用ズームカメラ  1 0 

三脚 10 0 

コンデンサーマイクロフォン 10 0 

伸縮式ポール 10 0 

ラベリアマイク 4 0 

ダイナミックマイク 10 0 

屋外用ミキサー 4 0 

ヘッドフォン 10 0 

ノンリニア映像編集機 3 0 

サーバー 1 0 

TV 番組ソフト 

ふしぎがいっぱい  3 年  (8-8yrs) 

(English) 

13 0 
計画カテゴリーの変更のため削除 
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ふしぎがいっぱい  4 年  (9-10yrs) 

(English) 

13 0 

ふしぎがいっぱい  5 年 (10-11yrs) 

(English) 

13 0 

ふしぎがいっぱい  6 年  (11-12yrs) 

(English) 

13 0 

ふしぎワールド (10-11yrs) (English) 20 0 

ふしぎワールド (10-11yrs) (French) 20 0 

からだのちから  (10-13yrs) Eps. 1-5 

(English) 

5 0 

からだのちから  (10-13yrs) Eps. 6 

(English) 

1 0 

やってみようなんでも実験 (10-12yrs) 

(French) 

13 0 

おんがくブラボー (No.1 ~ 5) (English) 5 0 

つくってあそぼ (No.1 ~ 10) (English) 10 0 

つくってあそぼ (No.11 ~ 20) (English) 10 0 

人形劇 (Eps.61-81) (English) 21 0 

ざわざわ森のがんこちゃん (English) 20 0 

おこめ (French) 16 0 

シャキーン！ シーズン I (English) 20 0 

シャキーン！ シーズン II (English) 20 0 

ど～する？地球のあした (English) 5 0 

日 本 の 世 界 文 化 遺 産  (No.1-4) 

(French) 

4 0 

人生デザイン U-29 (English) 8 0 

新・日本人のライフスタイル (French) 4 0 

命の一滴いただいて ～岩手・漆の里

の四季～ (English) 

1 0 

サイエンス ZERO より(French) 3 0 

美しき日本 百の風景 (French) 13 0 

日 本 の 世 界 自 然 遺 産 シ リ ー ズ 

(English) 

3 0 

泣いて笑ってハッケヨイ～新米力士奮

闘記～(English) 

1 0 

 

（2）案件名 

案件名について、以下の通り変更となった。 
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＜和文＞ 

変更前：カメルーン・ラジオ・テレビ局番組制作機材及び番組ソフト整備計画 

変更後：カメルーン・ラジオ・テレビ局テレビ番組制作機材整備計画 

＜英文＞ 

変更前：The Project for Improvement of Program Production Equipment and TV Programs of 

CRTV 

変更後：The Project for the Improvement of TV Program Production Equipment of Cameroon 

Radio Television 

＜仏文＞ 

変更前：Projet d’Amélioration de l’Équipement de Production et des Programmes TV de la 

CRTV 

変更後：Projet d’Amélioration de l’Équipement de Production des Programmes TV de la 

Cameroon Radio Television 

5. 参考資料 

特になし。 

6. その他資料・情報 

特になし。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ プロジェクトの背景 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」という。）は南米大陸の中央部に位置する内陸国

である。行政上の首都であるラパスは標高約 3,600m の世界最高高度にある首都である。

主要民族はケチュア人（約 30%）、メスティーソ（約 30%）、アイマラ人（約 25%）と続

き、日系人も約 1 万人近く居住している。ボリビアはアンデス山脈を有する高原地域から

東部平原地域、アマゾン地域など広大な国土を有している。三大都市圏に居住する住民と

農村部に居住する住民との間に存在する大きな情報通信格差に対応するため、政府は衛

星通信の導入、光ファイバーなどの導入に取り組んできた。ボリビア政府は 2010 年 7 月

に地上デジタル（以下、「地デジ」という。）日本方式の導入を決定し、ラパス市等の主要

都市においては 2021 年 11 月 30 日にアナログ停波となることが最高政令第 3896 号で決

定された。 

本事業の実施機関となるサンアンドレス大学（The Higher University of San Andrés、以

下、「UMSA」という。）工学部傘下の電子応用研究所（Institute of Applied Electronics、以

下、「IEA」という。）は、ボリビア国内で唯一地デジ放送技術に関する人材育成を行って

おり、地デジに特化した 6 ヶ月のディプロマコースや、地デジ技術の習得を目的とした短

期コースを実施している。各コースは現職の TV 局や番組制作会社の技術者、公共事業省

や運輸通信規制監督局の地デジ担当者も数多く受講するなど、ボリビアの地デジ普及に

かかる人材育成機関として重要な位置を占めている。 

IEA では現在、既存の限られた機材により教育及び研究開発を行っているが、同国が採

用するデータ通信方式 GINGA によるデータ放送・双方向番組技術の開発や、現在は行っ

ていないスタジオ番組制作技術にかかる教育、研究開発を推進していくための機材整備

が喫緊の課題となっている。 

こうした背景から、ボリビア政府は、UMSA における地デジ放送関連機材の整備に係

る「サンアンドレス大学地上デジタル放送人材育成機材整備計画」（以下、「本事業」とい

う。）を策定し、我が国政府に無償資金協力を要請した。 

１－２ 無償資金協力の要請内容 

（１） 要請年月：2018 年 8 月 

（２） 要請金額：85.0 百万円（機材費のみ） 

（３） 要請内容： 

－地デジ放送実験機材 

－地デジ番組制作機材 

－無線周波数測定機器 
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１－３ 我が国の関連分野への協力 

我が国の過去 10 年におけるボリビアへの地上デジタル放送分野の支援実績は表 1 のと

おりである。 

表 1 我が国の援助実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 
概  要 

(カッコ内は参加者の所属先) 

JICA 本邦研修 

2011 

防災及び災害時の地上デ
ジタル放送日本方式の有
効活用セミナー 

1 名参加 

(公共事業・サービス・住宅省) 

地上デジタルＴＶ放送技
術（Ｂ） 

1 名参加 (Multivision SA) 

日伯協働によるデジタル
テレビ ISDB-T 方式技術者
育成コース 

6 名参加 ※第三国研修 

(公共事業・サービス・住宅省 1 名、
運輸通信規制監督局 2 名、ボリビ
ア国営 TV 3 名) 

2012 
日伯協働によるデジタル
テレビ ISDB-T 方式技術者
育成コース 

5 名参加 ※第三国研修 

(公共事業・サービス・住宅省 1 名、
ボリビア国営 TV 1 名、国立ガブリ
エル・レネ・モレノ自治大学 1 名、
国立サン・シモン大学 1 名、通信
省 1 名) 

2013 
地上デジタルTV放送技術
（Ｂ） 

1 名参加 (国立ベニ自治大学) 

2015 ISDB-T 放送幹部セミナー 
2 名参加 

(公共事業・サービス・住宅省 1 名、
運輸通信規制監督局 1 名) 

2016 地上デジタルTV放送技術 
1 名参加 

(Television and Telecommunications 
Engineering S.R.L.) 

2017 
地上デジタルテレビ放送
の番組制作‐ISDB-T の運
用‐（Ｂ） 

1 名参加 

(運輸通信規制監督局) 

総務省セミナー 2018 
総務省及びボリビア公共
事業省電気通信次官室共
催による地デジセミナー 

ラパス市にて開催 

総務省セミナー 2019 
総務省及びボリビア公共
事業省電気通信次官室共
催による地デジセミナー 

サンタクルス市、コチャバンバ市

にて開催 

１－４ 他ドナーの援助動向 

ボリビアへの地上デジタル放送分野への他ドナーによる支援実績はなし。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

UMSA は学生数 78,102 人（2018 年 UMSA 統計）を誇る国立の総合大学であり、ボリ

ビアの最高学府である。学長は 3 年毎に選挙で選出され、学部長と学生代表で構成され

る代表者会議が学長よりも上位に設置されている。IEA が属する工学部学生数は 9,494 人

（2018 年 UMSA 統計）となっている。UMSA の組織図は下図の通り。 
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図 1 UMSA の組織図       出典：IEA 資料 
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本件の実施機関は UMSA であるが、実際に整備機材の運用管理を行うのは IEA とな

る。整備機材は UMSA のインベントリー管理システムに登録される。各機材には QR コ

ードが割り当てられ、品目名と数量の紐づけができるようになっている。 

IEA は所長が最高責任者として組織を統括する。IEA には現在 5 つの研究室があり、

各研究室に専任教授が原則 1 名在籍しているが、整備機材が設置される地デジ研究室は

専任教授 2 名体制となる。また各研究室には IEA 卒業生が 2 名程度助手として勤務して

いる。IEA の組織図を図 2 に示す。 

 

出典：IEA 資料 

図 2 IEA の組織図 

整備機材の維持管理は、IEA 所長及び IEA 内の地上デジタル TV 研究室の教授が責任

者となる。また、維持管理は研究室の教授及び助手が責任を持って行う。右教授及び助手

は工学系のエンジニアであることから、機材の管理及び取り扱いに関する知見を十分有

しており、基本的な維持管理や修理を問題なく行うことができる。電子基盤の交換等を要

する場合の費用は、IEA の予算にて対応する旨、確認済みである。 

２－１－２ 財政・予算 

ボリビアの国立大学は自治権を有している。UMSA も同様であり、特定の省庁の傘下

にはない。予算についても UMSA が財務省に直接申請する仕組みである。IEA は工学部

の傘下であることから、予算の一部については工学部経由で大学本部から配分されてい

るものの、収入の 85%以上はマスターコース、ディプロマコース、短期コースの受講料

による自己収入で賄っている。 

本事業により整備される機材の運営維持管理は、研究室の専任教授が行うため、外部

に定期的なメンテナンスを委託する必要はない。なお、本事業による整備機材には使用

毎に交換が必要な消耗品を要するものはないが、基盤や少額部品等は定期的に交換が必

要となるため、その費用（下表の「メンテナンス費」に含まれる）の計画的な確保が求め

工学部

電子工学科

地上デジタルTV研究室
ナノサテライト

プロジェクト

仮想空間研究室
デジタル無線通信

研究室
サテライト技術研究室大学院修士課程

双方向社会ロ

ボット

研究室

総務IEA所長ネットワーク管理者
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られる。IEA は本事業で導入される機材のメンテナンス費の確保が必要な点につき合意

している。また、これまでの IEA の財政状況及び工学系エンジニアである IEA 教授や助

手によるメンテナンス体制を有することから、確保予定のメンテナンス費で対応可能で

ある。 

2016 年から 2019 年までの IEA の収支実績及び計画は、下表のとおりである。 

表 2  IEA の予算収支（2016 年～2019 年） 

 （単位：ボリビアーノ） 

会計年度 2016 (実績) 2017 (実績) 2018 (実績) 2019 (計画) 

収入         

政府からの配分   537,710 551,592   507,327 666,982 

自己収入   137,111 45,219 125,951 113,919 

収入計   674,821 596,811 633,278 780,901 

円換算 10,810,632 9,560,912 10,145,114 12,510,034 

支出     

機材購入費   102,247 17,862 56,162 53,000 

メンテナンス費     4,230     1,500     5,084     7,000 

人件費 519,000 533,000 493,000 643,750 

その他    23,646 23,242 34,519    77,151 

支出計   649,123 575,604 588,765 780,901 

円換算 10,398,950 9,221,176 9,432,015 12,510,034 

収支     

合計 25,698 21,207 44,513   0 

円換算  411,682 339,736 713,098   0 

会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

２－１－３ 技術水準 

IEA は UMSA 工学部傘下の研究所の一つであり、制御工学、通信システム分野におけ

るモデル確立と技術イノベーションの実現を目標とした教育・研究活動を実施している。

IEA は UMSA の学部卒業生を対象として、電子応用分野のマスターコース（18 か月）を

開設しているほか、地デジに特化した 6 ヶ月のディプロマコースや短期コースを開講し、

TV 局や番組制作会社の技術者等が数多く受講している。また今後は地デジの双方向性技

術や EWBS（緊急警報放送システム）技術にかかる短期コースの実施も計画している。地

デジ研究室の担当教授は、公共事業省や運輸通信規制監督局の職員等と連携しつつ、ボリ

ビアの地デジ普及にかかる技術開発を進めており、地デジ教育・研究にかかる技術水準は

非常に高いといえる。 

整備機材の維持管理は、IEA 所長及び IEA 内の地上デジタル TV 研究室の教授が責任

者となる。また、維持管理は研究室の教授及び助手が責任を持って行う。右教授及び助
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手は工学系のエンジニアであることから、機材の管理及び取り扱いに関する知見を十分

有しており、基本的な維持管理や修理を問題なく行うことができる。 

２－１－４ 既存施設・機材 

（１） 既存施設 

本事業の実施機関となる UMSA は、ラパス市の中心部に本部を置く、同国を代表する国立大

学である。経済・金融学部、法・政治学部、人文・教育学部、工学部、自然科学部、農学部、医

学部など 13 の学部を擁する総合大学であり、各学部の下には専門分野の教育及び研究開発を

行う 44 の研究所がある。 

IEA は 1988 年に工学部傘下に創設された。当初より UMSA 本部ビル 7 階に置かれていた

が、手狭であったことから、2018 年 10 月にラパス市中心部から車で 30 分程の南部地区に位置

するコタコタキャンパスに移転した。同キャンパスには近い将来、工学部、農学部などを中心に

12 の研究所が移転する計画である。主な通学手段は公共バスとなる。 

（２） 既存機材 

IEA は現在、既存の地デジ実験室で数少ない実習機材を活用して実習・研修及び研究

開発を行っているが、使用機材は民生用グレードのものが多い。実際の TV 局等で使用

されている業務用グレードの機材とレベルの差が大きく、またシステムとしても不完全

である。機材が足りない部分は PC とソフトウェアで代用しており、具体的には、カメ

ラで撮影された画像を、GINGA 方式にコーディングし、発信及び受信するまでの一連の

地デジ工程を主に PC とフリーソフトを使用して再現している。ただし、機材は民生用

グレードであり、中国製を含むさまざまなメーカー品の寄せ集めでシステムを組んでい

るため、実験成果の信頼性も決して高くないのが現状である。実際の放送現場での使用

に耐えうる実用的な教育、技術開発を行うためには、業務用グレードに匹敵する品質の

安定した機材を導入することが必要な状況である。 

表 3  IEA 地デジ研究室所有の既存機材リスト 

No 機材名称 銘柄・型式 数量 
1 アンプ、デュアルバンド, 144-440MHz Mragem BD-35 1 
2 Software Defined Radio キット DG8SAQ 1 
3 USRP ソフトウェア無線デバイス ETTUS 200 1 
4 USRP 無線キット ETTUS N210 782 747 1 
5 LED モニター,18.5 インチ Samsung OLS19D300HY 1 
6 オシロスコープ Anten ADS1102CAL 1 
7 ホワイトボード 0.90X0, 1Xo, 60 1 
8 無線トランスミッター、レシーバー ARDUSAT-DEMOSAT 1 
9 VoIP 電話 Cisco FCH2048FWES 1 

10 フィールドデータロガー NOVUS 164S2613 1 
11 電流発生器 Lodestar LP1201560 1 
12 地上局アンテナ - 1 
13 八木アンテナ - 1 

出典：IEA 
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２－２ 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

２－２－１ 環境社会配慮 

本事業を実施することにより環境や社会に重大で望ましくない影響を及ぼす可能性は

なく、また本事業実施対象地域で住民生活に好ましくない影響を及ぼすこともない。JICA

の環境社会配慮ガイドラインでは、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるい

はほとんどないと考えられる協力事業として、カテゴリーC に分類される。 

２－２－２ その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ 上位計画 

ボリビア国家開発計画の 4 本柱の 4 番目「科学技術的な主権をもって科学技術を生産

と経済開発に役立てるための確固たる基盤を築く」の中においては、2020 年までに期待

される成果目標 1「科学技術分野における研究開発を実現する」の 8 番目の成果として

「各県の県庁所在地及びエルアルトにおいて、自由にアクセスできるデジタルテレビの

第一段階が完了している」ことが明記されている。また 2011 年 3 月に公布された地デジ

日本方式規格の採用に関する第 819 号大統領令の前文においては、「デジタルテレビの採

用は、通信・教育・文化を民主化する大きな機会を切り開くものである。これにより、電

波周波数の効率的な利用が促進され、電波周波数の使用が民主化されることが期待され

る。その結果、既存のメディアを補完・代替する、より多くのテレビ通信メディアが電波

周波数に含まれることになる。これは、農村部と都市周辺部におけるデジタル格差の軽減

を目的とする、大多数のボリビア国民を対象とした通信の社会包摂政策の実現に資する

ものである。」と述べられている。 

３－１－２ 当該セクターの現状 

ボリビアには全国でアナログ放送事業者が 635 局あり、そのうち都市部に 194 局、地

方に 441 局が所在する。無線周波数帯域は各県の県庁所在地においては飽和状態であり、

新規事業者の参入が困難状態となっている。 

ボリビアは、2010 年 7 月に地デジ日本方式の導入を決定し、ラパス市等の主要都市に

おいては 2021 年 11 月 30 日にアナログ停波となることが最高政令第 3896 号で決定され

た。ボリビアにおける日本方式の地デジ放送普及に向けては、技術協力、人材育成等を柱

とした支援を内容とする覚書が我が国の総務省とボリビアの公共事業省の間で締結され

ている。ボリビアにおける地デジ日本方式採用の経緯は、下表のとおりである。 

表 4  ボリビアにおける地デジ日本方式導入の経緯   

年月 主な経緯 

2010年7月 地デジ日本方式採用の最高政令公布（世界10か国目） 

2010年7月 地デジ当局間協力覚書に署名 

2010年12月 モラレス大統領訪日時の共同宣言において同覚書を歓迎 

2011年3月 大統領令第819号にて、地デジ日本方式規格をボリビアの地デジシステムと

して採用することが推奨された。 

2011年～ JICA本邦研修開始（2011年～2017年までの研修生受入実績18名）。 

2012年5月 ラパス市内でデジタル放送電波発出式典を開催。 

2016年12月 公共事業省・電気通信次官室主催の地デジセミナー開催（ラパス市）。 

2017年4月 地デジ導入に関する最高政令第3152号を公布（地デジ・マスタープラン）。ボ
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リビア国内を地域毎に三段階に分けてグルーピングし、地デジ放送開始を計

画。第一グループの主要7都市については2019年11月30日にアナログ停

波、地デジ移行を予定。 

2018年1月 電気通信次官室・日本総務省共催で地デジセミナー開催（ラパス市）。 

2019年5月 最高政令第3896号（第3152号ｎ改正）が公布され、第一グループのアナログ

停波を2021年11月30日と2年間の延期を決定。 

2019年5月 電気通信次官室・日本総務省共催で地デジセミナー開催（コチャバンバ市，

サンタクルス市）。 

2017 年 4 月に公布された地デジ導入に関する最高政令第 3152 号で、ボリビア国内を地域毎

に三段階に分けてグルーピングし、アナログ停波と地デジ放送開始の計画をたてた。しかしなが

ら、2019 年 5 月に最高政令第 3896 号（第 3152 号の改正）が公布され、第一グループに関して

は、当初の停波計画と地デジ開始計画を 2 年間後ろ倒しすることが決定された。理由は、①地

方都市を含め地デジ放送用の機材が未整備の放送事業者が未だ多く存在すること、②必ずし

も全ての国民が地デジ対応のテレビを有しているわけではないことに配慮したこと、の 2 つであ

る。以下にアナログ放送停波と地デジ開始スケジュールの当初案と変更後の期日をまとめた表

を示す。 

表 5  ボリビア国内の地デジ開始スケジュールの変遷 

グループ 対象都市名 当初の停波日 変更後の停波日 

第 1 グループ コチャバンバ市、ラパス市、サ

ンタクルス市、ビアチャ市、ビ

ント市、ワルネス市、エルトル

ノ市 

2019 年 11 月 30 日 2021 年 11 月 30 日 

第 2 グループ コビハ市、モンテロ市、オルロ

市、ポトシ市、スクレ市、タリハ

市、トリニダ市、山岳地域およ

び 4 万人以上の人口を有する

地域 

2021 年 11 月 30 日 2023 年 11 月 30 日 

第 3 グループ 上記以外の全域 2024 年 11 月 30 日 2025 年 11 月 30 日 

  出典：2019 年 5 月 8 日付け最高政令第 3896 号「TDA 計画修正」より抜粋。 

３－１－３ プロジェクトの目的 

本事業は、ボリビア・サンアンドレス大学工学部電子応用研究所に、地デジ放送関連機

材を整備することにより、地デジ放送分野における人材育成及び研究開発の促進を図り、

もって社会的包摂の促進に寄与するもの。 
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３－２ 無償資金協力による計画 

３－２－１ 設計方針 

本事業は、ボリビア国内で唯一の地上デジタル放送に特化した 6 ヶ月のディプロマコ

ースや短期研修コースを実施している UMSA 工学部傘下の IEA に対し、地デジ放送実験

機材等を整備するものである。IEA では既存の限られた機材によりコース実習や研修及

び研究開発を行っており、双方向通信機能を活用したデータ放送技術や番組制作にかか

る機材整備が喫緊の課題となっている。 

要請内容は、上記活動に必要な、①地デジ放送実験機材、②地デジ番組制作機材、③

無線周波数測定機器である。IEA は現在、既存の地デジ実験室で数少ない実習機材を使

用して授業及び研究開発を行っており、機材が足りない部分は PC とソフトウェアで代

用している。また現在、機材がないため実施していない地デジ番組制作実習及び研究開

発を行うためには、スタジオカメラ、コントロールパネル、照明装置やビデオスイッチ

ャーなどの機材が必要であり、機材計画内容の策定においては、これらのニーズに合致

した内容とする方針とした。ボリビア政府の要請内容と現地調査及び協議の結果を踏ま

えて、以下の方針に基づき計画する。 

３－２－２ 基本計画（機材計画） 

上記の設計方針に基づき計画された機材は、(1)地デジ放送実験機材、(2)地デジ番組制

作機材、(3)無線周波数測定機器に分類される。それぞれの機種ごとの基本的な選定方針

は以下のとおりである。 

（１）地デジ放送実験機材 

IEA は現在、既存の地デジ実験室で数少ない実習機材を活用して実習・研修及び研究

開発を行っているが、使用機材は民生用グレードのものが多い。実際の TV 局等で使用

されている業務用グレードの機材とレベルの差が大きく、またシステムとしても不完全

である。機材が足りない部分は PC とソフトウェアで代用しており、実際の放送現場で

の使用に耐えうる実用的な教育、技術開発を行うためには、業務用グレードに匹敵する

品質の安定した機材を導入することが必要である。このため番組を地デジの信号に変換

するためのエンコーダーやデータ放送送受信用の GINGA データサーバー及びトランス

ミッター等の一式をシステムとして整備する。 

（２）地デジ番組制作機材 

IEA では現在、地デジ番組制作にかかる実習・研修及び研究開発については機材がな

いため実施していない。実際の地デジ放送と同等品質の番組制作実習や研修等の実施と

上記の地デジ放送実験用の番組素材提供をするため、本事業ではスタジオカメラ、番組

編集機器、番組制作機器、ビデオスイッチャーやコンソールなどの地デジ番組制作用の

機材一式を整備する。本機材を設置するための実験室は、地デジ実験室に隣接した場所

に確保されており、本機材の整備により、番組制作と放送実験を連携して行うことが可

能となる。 
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（３）無線周波数測定機器 

本機材は上記（1）地デジ放送実験機材とともに活用されるものである。現在 IEA で

は所有していない、地デジ信号の品質を確認するためのウェーブフォーム、信号発生用

のシグナルジェネレーター、無線周波数測定用のシグナルアナライザーやアンテナ等の

測定用の機器を整備する。 

表 6 計画機材リスト 

番号 機材名 数量 使用目的 使用頻度 

1 
ISDB-T マルチプレクサー/リマルチプレクサ

ー 
1 式 データ送信用 12 週/年以上 

2 GINGA データサーバー 1 式 データ送受信用 12 週/年以上 

3 エンコーダー 1 式 信号変換用 12 週/年以上 

4 トランスミッター 1 式 データ送信用 12 週/年以上 

5 セットトップボックス 1 式 送信データ分析用 12 週/年以上 

6 プログラミングレコーダー/アナライザー 1 式 マイクロ波通信用 12 週/年以上 

7 UHF 送信アンテナ 1 式 機材据付用 12 週/年以上 

8 IP マイクロ波リンク 1 式 スタジオ通信用 12 週/年以上 

9 ラック 1 式 音声調整用 12 週/年以上 

10 可動式 LED 照明 1 式 送信映像確認用 12 週/年以上 

11 インカムシステム 1 式 スタジオ通信用 12 週/年以上 

12 ワイヤレスマイク 2 式 番組制作用 12 週/年以上 

13 デジタル音声ミキサー 1 式 音声調整用 12 週/年以上 

14 ダイナミックマイク 3 式 番組制作用 12 週/年以上 

15 LCD & EL モニター 1 式 送信映像確認用 12 週/年以上 

16 カムコーダー 2 式 番組制作用 12 週/年以上 

17 スタジオカメラ 2 式 スタジオ撮影用 12 週/年以上 

18 ショットガンマイク/ブームポール 1 式 番組制作用 12 週/年以上 

19 マルチプレクサー 1 式 データ送信用 12 週/年以上 

20 番組編集機器 2 式 番組編集用 12 週/年以上 

21 番組制作機器 2 式 番組制作用 12 週/年以上 

22 ビデオスイッチャー 1 式 映像切替用 12 週/年以上 

23 ディスプレイキャリブレーター 1 式 番組編集用 12 週/年以上 

24 カメラコントロールユニット 2 式 カメラ操作用 12 週/年以上 

25 ウェーブフォーム 1 式 送信品質確認用 12 週/年以上 

26 マトリックススイッチャー 1 式 映像切替用 12 週/年以上 

27 シグナルジェネレーター 1 式 信号発生用 12 週/年以上 

28 コンソール 1 式 機材据付用 12 週/年以上 
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番号 機材名 数量 使用目的 使用頻度 

29 ビデオレコーダー 1 式 録画再生用 12 週/年以上 

30 シグナルアナライザー 1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

31 
等方性アンテナおよびスペクトラルアナラ

イザー 
1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

32 パワーメーター 1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

33 VNWA メーター 1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

34 屋外用 ISDB-T 測定機器 1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

35 ダミーロード 1 式 無線周波数測定用 12 週/年以上 

整備機材の設置場所は、IEA コタコタキャンパスの 2 階建て建物の 1 階部分となる。地デジ

放送実験機材については、1 階の地デジ研究室内に全て設置を行う。必要なユーティリティは全

て揃っている。また無線周波数測定機器については、地デジ研究室内に設置し、地デジ実験用

機材と同じシステムとして使用する。 

地デジ番組制作機材については、1 階の地デジラボに隣接するプロダクション室とライブラリ

ーに設置する。プロダクション室はスタジオに改修（窓をふさぐ）し、カメラ等を設置する。プロダク

ション室に隣接したライブラリースペースはかなり広いが、現在は本棚が 2 台設置されているの

みでほぼ使用されていない。ここにスタジオ用の主調整室、編集室及びプロダクション室を新た

に設置する。各スペースは完全に分離はせず、可動式のパーティションで簡易的に区切った形

で運用を行う計画である。プロダクション室とスタジオの間の壁は一部取り壊して、扉と窓を設置

する。（※図 3：IEA 平面図（1 階）を参照） 
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_________________________________ 

註：機材カテゴリー毎の設置場所は以下の通り。 
・地デジ放送実験機材（機材番号 1-9）   ：地デジ放送実験室内に設置。 
・地デジ番組制作機材（機材番号 10-29）：スタジオ、主調整室、番組制作室及び編集室内に設置。 

・無線周波数測定機器（機材番号 30-35）  ：地デジ放送実験室内に設置。 

出典：IEA 資料 

図 3  IEA 平面図（1 階） 

 

 

 

地デジ 

放送実験室 

スタジオ 

主調整室 

番組制作室 

編集室 

1 階入り口 
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３－２－３ 調達計画 

（1）資機材等調達先 

本計画における資機材等の調達先は表 7 の通りである。 

表 7 資機材等調達先 

機材名 
調達先 備考 

（想定国/地域） 現地 日本 第三国 

地デジ放送実験機材 ― ― ○ ブラジル 

地デジ番組制作機材 ― ○ ○ 

イギリス、オランダ、アメリ

カ、ドイツ、マレーシア、メキ

シコ、中国、オーストラリア、

カナダ、シンガポール 

無線周波数測定機器 ― ○ ○ 
アメリカ、イギリス、スペイ

ン、ブラジル 

 

（2）輸送計画 

ボリビアは内陸国であり、日本または第三国からの海上輸送については隣接したチリ

国のアリカ港またはイキケ港までのコンテナ定期船による輸送とし（20 フィートコンテ

ナ）、同港からボリビアのエルアルト市内（ラパス市に隣接、国際空港が所在）の保税倉

庫まで陸上輸送し、通関後、サイトまで輸送の上、荷下ろし渡しとする。 

本計画では日本メーカー製品であっても調達地がブラジルとなる可能性がある。その

ため、それら機材を調達する場合は、サンパウロ市内から 20 フィートコンテナまたはト

ラックによりラパス市内の保税倉庫まで陸上輸送する。通関後、サイトまで輸送の上、荷

下ろし渡しとする。 

なお、サイトである IEA 周辺道路は勾配がきつく道幅が狭い、また複数の曲がり角を

通過する必要があり 40 フィートコンテナによる陸上輸送は不可能であることから、20 フ

ィートコンテナによる輸送が妥当である。 

（3）E/N、G/A 

交換公文（以下、「E/N」という。）は外務省、贈与契約（以下、「G/A」という。）は

開発企画省が署名することを確認した。 

（4）B/A、A/P 

銀行取極め（以下、「B/A」という。）は UMSA の財務部が事業内容にかかる情報をボ

リビア中央銀行へ提出し、ボリビア中央銀行が日本の三菱 UFJ 銀行と手続きを行う。支

払い授権書（以下、「A/P」という。）は UMSA の財務部が、ボリビア中央銀行と手続き

を行うことを確認した。 
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（5）免税・通関手続き 

１）輸入関税（含む輸入 IVA） 

下記手続きを行うことにより、免税通関が可能となる。 

①  実施機関が、開発企画省の公共投資・海外金融次官室（VIPFE）にプロジェクト登録を   

行う。登録に際しては、E/N、G/A、業者契約書（JICA 認証後）を添付し、ドナー名、実施

機関名、業者名の記載が必要。 

②  実施機関は、調達業者から事前に提出を受けた船積書類・インボイス等の必要書類を

添付し（写しで可）、公共事業省から承認レターを入手する。 

③  実施機関が税関に上記書類を提出する。税関の承認は 15 日間おきに行われるため、

申請のタイミングによるものの、最大 2 週間で免税通関が可能となる。 

 

２）付加価値税(IVA) 

下記手続きを行うことにより、IVA（13%）の還付が可能となる。 

①  実施機関が、Secretariat for European Affairs(SEA)にプロジェクト登録を行う。登録に

際しては、E/N、G/A、業者契約書（JICA 認証後）を添付し、ドナー名、実施機関名、業

者名の記載が必要。 

②  実施機関が税金分の予算化を行う。業者契約時に契約金額を基に予算化する。 

③  調達業者は実施機関名義で物品を購入し、領収書の提出により還付を受ける。 

（6）機材据付および操作指導 

本事業で計画されている機材は精密機械が主で、IEA 実験室での利用が目的とされてお

り、十分な専門性を有する技術者が据付工事にあたることが望ましい。実験機材、放送番組

制作機材は、設置や調整・試運転の難易度を考慮し、日本または第三国のメーカー本社ある

いは現地メーカー代理店から技術者を派遣する計画とする。各メーカーおよびメーカー代理

店から派遣された技術者が、据付工事、調整・試運転、初期操作指導を一貫して実施する計

画とする。据付工事の開始から操作指導（日常点検、清掃・調整、軽微な故障に対する対応

等の保守管理方法の指導を含む）完了までの全期間に現地調達管理要員（日本人）を配置

し、据付工事技術者の管理業務を行う方針とする。 

（7）事業実施工程表 

本事業の事業実施工程表は表 8 のとおりである。
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表 8 事業実施工程表 

 

 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

 交換公文（E/N）締結                   

実

施

設

計 

贈与契約（G/A）締結                   

計画内容最終確認                   

仕様書等レビュー                   

入札図書作成                   

入札図書確認                   

業者契約締結                   

 業者契約認証                   

 発注                   

調

達

監

理 

機器制作                   

輸送                   

納入・開梱                   

 業務完了の確認                   

国内業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (国内)    想定時期 政府・JICA 実施 (国内) 

現地業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (現地)    想定時期 政府・JICA 実施 (現地) 
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３－３ 相手国側負担事業の概要 

本事業の実施にあたり、ボリビア側の負担事項は表 9 のとおりである。 

表 9 相手国側負担事項 

 項目 概算金額（百万円） 

(1) 銀行取極めに係る手数料 0.1 

３－４ プロジェクトの運営維持管理計画 

整備機材の運営維持管理は、IEA 所長及び IEA 内の地上デジタル TV 研究室の教授が

責任者となる。また、維持管理は研究室の教授及び助手が責任を持って行う。右教授及び

助手は工学系のエンジニアであることから、機材の管理及び取り扱いに関する知見を十

分有しており、基本的な維持管理や修理を問題なく行うことができる。電子基盤等の交換

等を要する場合の費用は、IEA の予算にて対応を行う。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１ 事業実施のための前提条件 

本事業の実施機関となる UMSA は、日本の無償資金協力支援を今回初めて受けるため、

関連する業務や手続等には不慣れである。贈与契約(G/A)や銀行取極(B/A)等無償資金協力

の開始段階での手続き、コンサルタント契約および業者契約の締結やそれぞれの契約に

係る支払授権書(A/P)の開設手続き等がタイムリーに実施されることは、事業の進捗には

不可欠である。また、計画機材の調達に係る輸入関税と IVA は所定の手続きで免税とな

ることが確認されているが、手続きの遅れ等により通関が遅れることのないよう留意が

必要である。事業実施の各段階においては、経験のあるコンサルタントが必要に応じて実

施機関に対する支援を行う必要がある。 

４－２ 機材納入のために必要となる工事等 

特になし。 

４－３ プロジェクトの評価 

４－３－１ 妥当性 

ボリビアの日系人移住 120 周年を迎えた 2019 年にボリビアを代表する国立大学である

サンアンドレス大学において日本方式の地デジ放送機材を整備する本事業を実施するこ

とは、友好な日ボリビア関係のアピールとなり、両国関係の一層の強化に資する。 

2019 年 10 月 20 日の大統領選挙を契機に政情不安が発生し、同 11 月 12 日にアニェス

暫定大統領が就任を宣言したが、同暫定政権では前政権が実施していた各種公共事業、社

会福祉事業や各国による ODA 事業については継続して実施することを表明している。こ

の政治的過渡期においても、本事業を実施することで、我が国がボリビアの経済社会発展

を継続的に支援するとの外交的メッセージをボリビア国民に発信する良い機会となる点

で外交的意義を有する。 

また、我が国は「経済財政運営と改革の基本方針 2018」において「インフラシステム

輸出戦略」の下、質の高いインフラの推進による国際貢献、我が国の技術・知見を活かし

たインフラ投資の拡大等の施策を推進している。日本方式の地デジ放送普及に向けては、

技術協力、人材育成等を柱とした支援を内容とする覚書が我が国の総務省と同国公共事

業省の間で締結された。本事業はかかる一連の取組みを踏まえ、ボリビアの地上デジタル

放送に携わる人材育成に寄与するものであり、我が国の重要政策に合致する。 

本事業は同国の開発課題・政策ならびに我が国の協力方針に合致し、SDGs ゴール 9「レ

ジリエントなインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに、イノベ

ーションの拡大を図る」に寄与することから、本事業の実施を支援する必要性は高い。 
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４－３－２ 有効性 

（１） 定量的効果 

指 標 名 
基 準 値 

（2019 年実績値） 
目標値（2024 年） 
【事業完成 3 年後】 

IEA にて地上デジタル放送に関わる技術を学習する

人材(人/年間) 
18 325 

IEA にて地上デジタル放送に関わる技術を習得する

ための研修コース（回/年間） 
1 27 

上記の目標値は本事業で整備される機材の導入により、IEA で実施可能となるディプロ

マコース及び短期コースが増加する想定で設定した。設定根拠を下表に示す。 

表 10 定量的効果の根拠 

コース名 定員数 期間 
実施 

頻度 

年間コース

定員数 

年間修了者数

(計画) 

1. 地デジディプロマコース 25 6 ヶ月 年 1 回 25 17 

2. 地上デジタルテレビ I 25 2 週間 年 4 回 100 70 

3. 地上デジタルテレビ II 25 2 週間 年 4 回 100 70 

4. デジタルテレビの双方向性 III

／デジタルテレビの双方向性-P 
20 2 週間 年 4 回 80 56 

5. 緊急システム EWBS／緊急シス

テム EWBS IV 
20 2 週間 年 2 回 40 28 

6. デジタルテレビ番組制作 10 1 週間 年 8 回 80 56 

7. デジタルテレビの照明 10 1 週間 年 4 回 40 28 

 合計（年間） 年 27 回 465 325 

* コース修了者数は、過去の実績では登録者数の 7 割となることもあるため、機材整備 3 年後の年間

修了者数は年間コース定員数の 7 割と設定する。 

*これまでのコース実施実績は、2014-2017 年の 4 年間で、短期・ディプロマコース合わせてのべ約 500

名である。2018-2019 年度はディプロマコース年 1 回（18 名参加）のみであるが、これは 2018 年の IEA

新キャンパス移転による研修実施の中断と 2019 年の政治混乱による短期コースの中止による。 

*目標値は、本事業での機材整備と専任教授の追加配置等により、新コースの実施体制が整い、これま

で以上に短期コースの実施が可能となることから設定する。なお、コース運営は、各コース参加者により

支払われる受講料で賄われており、コース運営に係る予算上の問題はない。 
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（２） 定性的効果 

① IEA によるデータ通信機能や双方向機能に係る研究開発により、都市部と遠隔部の

情報格差の是正に資するという観点から、社会的包摂が促進される。 

② ボリビアの地上デジタル放送に係る人材の能力が強化される。 

４－４ その他（広報、人材交流等） 

４－４－１ 相手国側による広報計画 

UMSA は本事業が、ボリビアの地デジ普及の促進に大きく寄与するものであることか

ら、その実現に大いに期待を寄せている。署名された MD（資料 4 参照）では、機材引き

渡し式の開催に加えて、UMSA が運営・発行する WEB サイト・大学新聞等で本事業の広

報を行うことが確認された。また大学が所有する TV 局（TVU）でも広報を行うことが可

能であることも確認された。IEA 建物に日本による支援の旨を記載した記念プレートを掲

示することも可能であるとされている。 

４－４－２ その他 

特になし。 
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【資料】 

1. 調査団員・氏名 

小原 学    総括   JICA ボリビア事務所所長 

岡本 明広   調査主任／機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

玉木 智宏   調達計画・積算  インテムコンサルティング株式会社 
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2. 調査行程 

日付 
小原 学 岡本 明広 玉木 智宏 

滞在 
総括 調査主任/機材計画 調達計画・積算 

1 5/31 金   
成田 (便名: AF293  出発: 22:55)-  

パリ (到着 04:35) - 
機内泊 

2 6/1 土   
パリ発 (便名: AF480  出発:10:30)-  

リマ (到着:16:00) 
機内泊 

3 6/2 日   
リマ発 (便名:AV7390  出発:22:27)-  

ラパス (到着:01:25) 
ラパス 

4 6/3 月   
JICA ボリビア事務所打合せ 

 日本大使館表敬 
ラパス 

5 6/4 火   
IEA 打合せ、インセプション説明 

UMSA 工学部 部長表敬 
UMSA 学長表敬 

ラパス 

6 6/5 水   IEA 打合せ（コタコタキャンパス） ラパス 

7 6/6 木   
UMSA 電子工学科 科長表敬 

公共事業省 電気通信次官訪問・協議 
IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 

ラパス 

8 6/7 金   
UMSA 財務部 免税課との協議 
IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 

ラパス 

9 6/8 土   資料整理／団内打合せ ラパス 

10 6/9 日   資料整理／団内打合せ ラパス 

11 6/10 月   IEA 打合せ（コタコタキャンパス） ラパス 

12 6/11 火   
大学テレビ（TVU）見学・協議 

IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 
ラパス 

13 6/12 水   
IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 

ミニッツ協議 
ラパス 

14 6/13 木   
ATT 局長との協議 

IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 
経済財務省との協議 

ラパス 

15 6/14 金   
IEA 打合せ（コタコタキャンパス） 

要請機材リスト協議・最終化 
ラパス 

16 6/15 土   資料整理／団内打合せ ラパス 

17 6/16 日   資料整理／団内打合せ ラパス 

18 6/17 月   
IEA 打合せ 

（コタコタキャンパス） 
現地代理店、 

輸送業者訪問 
ラパス 

19 6/18 火   ミニッツ案の準備 
現地代理店、 

輸送業者訪問 
ラパス 

20 6/19 水 

UMSA/IEA とのミニッツ協議 
JICA 事務所報告 
日本大使館報告 

ラパス 

21 6/20 木   
ラパス発 (便名 AV7391 出発:07:56) –  

リマ (到着:09:05) 
機内泊 

22 6/21 金   
リマ発 (便名 AF483  出発:18:20) –  

パリ (到着:13:50) 
機内泊 

23 6/22 土   
パリ発 (便名 AF272  出発:17:40) –  

成田 (到着:12:45) 
- 

 



 

24 

3. 関係者(面会者)リスト 

公共事業省：Ministerio de Obras Públicas Servicios y Vivienda 

 Gustavo L. Pozo Vargas Viceministro de Telecomunicsciones 通信担当次官 

 Wilmer Pantoja López Encargado de Television Digital, 
Viceministerio de Telecomunicsciones 

通信次官室デジタルテレビ課長 

サン アンドレス大学：Universidad Mayor de San Andrés (UMSA) 

 Waldo Abbarracín 
Sánchez 

Rector 学長 

 Alejandro Martín Mayori 
Machicao 

Decano, Facultad de Ingeniería 工学部長 

 Juan Calos Machicao Director, Ingeniero en Telecomunicacion 電子工学科長 

 Wilber S. Flores Bustillos Director, Instituto Electrónica Aplicada 応用電子研究所（IEA）所長 

 Carmen B.R. Galarza 
López 

Directora, Administrativa Financiera 財務部長 

 Mdry Carrasco Candia Jefe, Sección Técnica de Operatciones 
Tributarias 

税務技術主任 

 Katya Omonte Técnico, Sección Técnica de 
Operatciones Tributarias 

税務技術担当技術者 

 Nelly Balda Cabello Directora, Relaciones Internacionales 国際交流局長 

 Juan Averonge Quispe  Jefe de Area Financiera 工学部財務担当 

 Edger Bomzlo laura Electro Engineer, Robot resach enginner 
of Instituto Electrónica Aplicada 

電子工学技師 

運輸通信規制監督局：Autoridad de Regulación y Fiscalización de Telecomunicaciones y Transportes(ATT) 

 Roque Roy Méndez 

Soleto 

Director Ejecutivo 局長 

 Ibeean Barrios Director Tecnico Sectorial de 
Telecomunicaciones y TIC's 

電気通信 ICT 技術部長 

 Atiel Espinoza R. Jefe de Otorgamientos 助成金担当主任 

 Saul Tumiri Analista Tecnologias Informacion 情報技術分析担当 

経済財務省：Ministerio de Economica Finanzas Publicas 

 Reinaldo Cabrera Professional, Viceministerio de Politica 
Tributaria 

税制担当次官室主任 

 Doris Muñecas Larrea Jefe, Viceministerio de Politica 
Tributaria 

税制担当次官室担当官 

 Canla Jenio Professional, Viceministerio de Politica 
Tributaria 

税制担当次官室担当官 

大学テレビ局：Televisión Universitaria (TVU) 

 Leonardo F. Mollinedo 
Silva 

Auditora Financiera 放送局長 

 Liliana Villena Director 財務監査担当 

 Renato Soliz Morato Publicidad y Marketing 広告マーケティング担当 

 Angelo Espinoza Departmeto Técnico 技術担当 
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在ボリビア日本大使館 

 了泉庵 達士 Consejero, Jefe de Cancillería 次席・参事官 

 茂木 健司 Primer Secritario 一等書記官 

 櫻井 健 Segundo Secretario 二等書記官 

 岩谷 良恵 Investigadora 専門調査員 

JICA ボリビア事務所 

 小原 学 Director Representante Residente 所長 

 秋山 慎太郎 Sub-Director Representante Residente 次長 

 伊藤 拓磨 Representante 所員 

 Emma Saavedra Oficial de Programas プログラムオフィサー 

 

4. 討議議事録および当初要請からの変更点 

UMSA と合意した討議議事録は別添のとおりである。 

(1) 要請内容 

要請内容について、以下のとおり変更となった。 

要請機材変更表 

機材名 
当初 
数量 

変更後 
数量 

理由 

リマルチプレクサー 1 0 マルチプレクサーに機能が含まれるため削

除 

オーディオビデオサーバー 1 0 GINGA データサーバーに含まれるため削

除 

クロスキャプションデータサーバー 1 0 同上 

EWBS モジュール（サーバー付属） 1 0 同上 

ロゴサーバー 1 0 同上 

ユニバーサルモジュレーター 1 0 トランスミッターに機能が含まれるため削

除 

SDI ケーブル 1 0 機器付属品に含まれるため削除 

HDMI ケーブル 1 0 同上 

コネクタおよびアダプタ 1 0 システムを構成するものではないため削除 

モニター 1 0 既存機材で対応可能 

据付部材一式 1 0 機器付属品に含まれるため削除 

USB-SDI キャプチャデバイス 8 0 番組編集機器、番組制作機器に含まれるた

め削除 

USB-HDMI キャプチャデバイス 8 0 同上 

ワークステーション 4 0 同上 
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ピンマイク 2 0 ワイヤレスマイクに含まれるため削除 

液晶モニター 7 2 機材配置の再検討による数量の見直し 

RF 同軸コネクタアダプタキット 3 0 システムを構成するものではないため削除 

フレームシンクロナイザー 1 0 同上 

Wi-Fi ルーター 1 0 同上 

コントロールパネル 1 0 カメラコントロールユニットに含まれるた

め削除 

USB HD テレビチューナースティッ

ク 

2 0 システムを構成するものではないため削除 

モニタースピーカー 4 0 スピーカー付きモニターを計画したため削

除 

カードリーダー 4 0 機器構成品に含まれるため削除 

ケーブル 1 0 同上 

据付部材一式 1 0 同上 

ベクトルネットワークアナライザー 1 0 優先度が低い 

低周波および高周波 EMF メーター 1 0 同上 

無線通信プラットフォーム 1 0 同上 

(2) 案件名 

案件名について、以下のとおり変更となった。 

＜和文＞ 

変更前：地上デジタルテレビ人材育成のための電子応用研究所整備計画 

変更後：サンアンドレス大学地上デジタル放送人材育成機材整備計画 

＜英文＞ 

変更前：Project for the Improvement of the Experimental Station of Digital TV for the Institute of 

Applied Electronics (IEA) for the Training of Human Resources in Digital Terrestrial 

Television 

変更後：The Project for the Improvement of the Equipment for Capacity Building for Digital 

Terrestrial TV Broadcasting of the Higher University of San Andrés 

＜西文＞ 

変更前：Proyecto para el Mejoramiento de la Estación Experimental de TV Digital del Instituto de 

Electrónica Aplicada (IEA) para la Formación de Recursos Humanos en Televisión Digital 

Terrestre 

変更後：Proyecto para el Mejoramiento de Equipos para la Capacitación en Televisión Digital 

Terrestre de la Universidad Mayor de San Andrés 
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5. 参考資料 

特になし。 

6. その他資料・情報 

特になし。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ プロジェクトの背景 

ホンジュラス共和国（以下、ホンジュラス」という。）は中央アメリカ中部に位置し、

カリブ海と太平洋に面している。気候は基本的に熱帯であり、国土の 80 パーセント近く

を山岳部や高原地帯が占める。大河がなく、森林が生い茂る地理的条件にもかかわらず、

紀元前 3 世紀ごろから文明が発達し、紀元後 3 世紀から 9 世紀にかけては、ホンジュラ

スおよびエルサルバドルの西部、グアテマラ、ベリーズ、メキシコ南部にまたがる地域に、

数多くの都市からなるマヤ文明が栄えた。 

ホンジュラスの西端に位置する古代都市コパンのマヤ遺跡は、1980 年にユネスコによ

り世界文化遺産として登録された。16 世紀にスペイン人がマヤ地域を征服した後、19 世

紀に入り欧米からのマヤ遺跡への関心が高まり始め、19 世紀末からアメリカ人によるコ

パン遺跡の本格的な発掘調査が行われるようになった。近年は日本の研究チームが中心

となり、先端技術も駆使しながら、コパン及びその一帯の遺跡調査を進めている。 

ホンジュラスでは、ホンジュラス国立人類学歴史学研究所（以下、IHAH」という。）

がマヤ遺跡をはじめとする国内の文化遺産を管理する。同研究所は、その設置法および文

化財保護法により、文化遺産の保存・研究のほか、国民の文化遺産への関心・保護意識を

高める役割を担っており、博物館等を設置する権限を有している。IHAH は、コパンにお

いて、遺跡公園のほか複数の博物館を運営しているが、なかでもコパン地方考古学博物館

とコパンデジタル博物館は、コパンルイナス市の中心に位置することから、国内外からの

来館者を集めて同地域の魅力を向上させる施設として、展示の拡充の必要性が高まって

いる。 

他方でホンジュラスは、中南米の中でも貧困国に数えられ、都市部と地方の所得格差も

大きい。同国政府が掲げる「国家ビジョン 2010-2038」および「国家計画 2010-2022」にお

いては、国内の貧困や社会格差を解消する上で、地方産業の発展が課題の一つとされてい

る。そのため政府は、観光開発を地域開発に資する重要な柱と位置づけており、なかでも

代表的なマヤ遺跡であるコパン遺跡は、「持続的観光国家戦略」において、「ホンジュラ

ス観光の魅力の向上」に資するとして優先開発ゾーンに位置づけている。 

かかる状況のもと、コパンルイナス市における 2 つの博物館の展示機材を整備するこ

とにより、適切な環境での遺物展示や博物館の魅力向上を図り、ホンジュラスの文化遺産

保護及び当該地域の活性化に寄与するものとして「コパン遺跡博物館展示機材整備計画」

（以下、「本事業」という。）への支援が要請された。 

１－２ 無償資金協力の要請内容 

（１） 要請年月：2019 年 4 月 

（２） 要請金額：80.0 百万円 
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（３） 要請内容 

－特殊展示ケース 

－体験型教育用 VR 装置 

－博物館用照明装置 

－盗難防止用監視装置 

－プロジェクションマッピングシステム 

１－３ 我が国の関連分野への協力 

協力内容 実施年度 案件名/その他 事業費（億円） 概   要 

一般文化無償 1983 

ホンデュラス歴

史人類学研究所

に対する遺跡保

存機材  

供与限度額：

0.5 億円 

供与機材：車両、測量機器、

写真撮影、映像機材、実験室

用機材 

一般無償 1989 
コパン川下流域

開発計画 
供与限度額：

12.6 億円 
コパン遺跡保護のための砂

防ダム建設等 

一般文化無償 2000 
マヤ文明を中心

とした考古学活

動機材整備計画 

供与限度額：

2.2 億円 

目的：コパン遺跡の保存や修

復方法の改善 
サイト：IHAH 本部、IHAH コ

パ ン 西 部 地 区 事 務 所 、

PICPAC（地域考古学調査セ

ンター内）、エル・プエンテ

遺跡公園 （コマヤグア、ロ

ス・ナランホス、ラ・リマ、

タラグア、プラシオ、主に無

線機の整備） 
供与機材：車両、通信機材、

踏査・測量機材、発掘機材、

調査用ビデオ記録機材、写真

撮影機材、調査機材、修復・

保存機材、環境整備機材、整

理・分析機材、展示・啓蒙機

材 

ノン・プロジェ

クト無償見返り

資金協力 

2006-
2008 

コパン考古学プ

ロジェクト実施

のためのホンジ

ュラス国立人類

学研究所への支

援 

1.1 億円 

サイト：コパン遺跡公園 
案件内容：コパン遺跡公園内

部に位置する「ヌニェス・チ

ンチージャ」と呼ばれるサイ

トの遺跡発掘修復作業の実

施。 

草の根文化無償 2010 
コパン遺跡公園

観光振興施設整

備計画 

供与限度額：

0.1 億円 

サイト：コパン遺跡公園 
案件内容：コパン遺跡公園内

部に位置する「ヌニェス・チ

ンチージャ」と呼ばれるサイ

トにおける説明看板の設置、

展示施設の建設。 



3 

ノン・プロジェ

クト無償見返り

資金協力 
2014 

観光振興を目的

としたマヤ文明

遺跡公園整備計

画 

0.2 億円 

サイト：エル･プエンテ遺跡

公園 
案件内容：エル･プエンテ遺

跡公園ビジターセンターの

建設 

ノン・プロジェ

クト無償見返り

資金協力 
2015 

観光振興を目的

としたマヤ文明

遺跡公園第 2 期

整備計画 

0.9 億円 

サイト：コパンデジタル博物

館 
案件内容：コパンデジタル博

物館の整備（建物の改修、VR
シアター整備等） 

ノン・プロジェ

クト無償見返り

資金協力 
2017 

地域資源として

のコパン遺跡公

園の保存と観光

活用計画 

1.5 億円 

サイト：コパン遺跡公園 
案件内容：コパン遺跡公園の

発掘支援、コパン遺跡公園に

おける文化遺産人材育成セ

ンターの建設。 

ノン・プロジェ

クト無償見返り

資金協力 
2019 

情報通信技術

（ICT）活用を

通じたナショナ

ル・アイデンテ

ィティ博物館

（MIN）常設展

更新による、教

育及び文化観光

強化計画 

0.5 億円 

サイト：ナショナル・アイデ

ンティティ博物館（MIN）（テ

グシガルパ市に位置） 
案件内容：MIN の常設展「ホ

ンジュラスの歴史」を更新。

（タッチスクリーンモニタ

ー、プロジェクター等の機材

整備） 

１－４ 他ドナーの援助動向 

特になし。 

  



4 

第２章 プロジェクトを取り巻く環境 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

実施機関である IHAH の組織図は以下のとおりである（図 1）。常勤職員 114 名、臨時

職員 71 名の計 185 名が所属する（表 1）。 

本事業における機材整備対象の博物館の運営は、管理部の「マヤ遺産」セクションが管

轄しており、同セクションはコパン遺跡公園及び博物館に約 30 名を配置している。 

 

 

図 1 IHAH 組織図 
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表 1 IHAH 職員数 

職 種 等 人 数 

Ａ．常勤職員 114 

（エグゼクティブ） (1) 

（研究員） (29) 

（技術者） (16) 

（事務員） (17) 

（サービス） (51) 

Ｂ．臨時職員 71 

   （契約） (18) 

   （その他） (53) 

合 計 （Ａ＋Ｂ） 185 

２－１－２ 財政・予算 

コパン地方考古学博物館とコパンデジタル博物館を管理・運営する IHAH の収支は以

下のとおりである（表 2）。 

IHAH は、ホンジュラスの「ホンジュラス国立人類学歴史学研究所設置法（Ley Orgánica 

del Instituto Hondureño de Antropología e Historia）」によって規定される公的機関で、独自

の資産と収入を持ち、国庫からの独立性が高い。中央政府からの収入よりも独自収入の割

合が高く、主な独自収入は各地の遺跡を公開する遺跡公園等の入場料収入で、年々増加傾

向にある。収入全体の大幅な増減はなく安定しているといえるが、当初予算にない緊急の

遺跡保護作業等が必要となる場合があり、2016 年度は少額の赤字が発生している。ただ

し、内部留保があり、前年度の繰越等を含むキャッシュフローはプラスである。 

本事業の整備機材の運用・維持管理費は IHAH の年間予算の 3%以下であり、予算措置

を行うことについて合意している。 
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表 2 IHAH 収支表 

 

２－１－３ 技術水準 

表 1 にあるように、IHAH の職員には研究員のほか技術者も含まれ、日常的に VR シア

ターを含む既存の施設・機材の管理を行っている。要請機材は基本的な知識や技術で維持

管理ができるものであり、IHAH の職員による運用は十分に可能である。 

２－１－４ 既存施設・機材 

（１）コパン地方考古学博物館 

① 概要 

コパンルイナス市の市街地に位置し、中央公園に面している。展示室数は 5 室で、現在約 90 点

のマヤ遺跡に関する遺物が展示されている。展示ケース18台、スポットライト照明64基、監視装

置1式が設置されている。 

② 空調設備 

展示室内には空調設備が設置されているが、運転費を抑えるために、閉館時には空調設備を

運転していない。運転停止時の室温上昇に対応するため、空調機能を備えた展示ケースが必要

単位：レンピーラ

会計年度 2016年度（実績） 2017年度（実績） 2018年度（実績）

販売・運営等 28,772,424.85 31,332,279.72 32,003,274.18

賃貸・利息 355,306.01 558,799.33 631,664.33

寄付・振替（政府予算） 19,547,538.00 22,050,282.00 16,819,996.00

その他収入 217,543.04 163,899.55 526,597.32

収入合計（a） 48,892,811.90 54,105,260.60 49,981,531.83

円換算（百万円） 216.11 239.15 220.92

経費 49,025,012.48 50,026,446.05 46,452,472.24

（内）給与 40,902,282.09 40,124,670.49 37,897,061.15

（内）非人的サービス 5,409,424.05 7,334,941.72 5,860,716.15

（内）資材費 2,085,784.98 2,092,308.66 2,283,392.15

（内）製作・販売費 1,202.19 1,799.05 7,133.00

送金・助成金 45,000.00 70,597.00

支出合計（b） 49,025,012.48 50,071,446.05 46,523,069.24

円換算（百万円） 216.69 221.32 205.63

合　計（a）－（b） ▲ 132,200.58 4,033,814.55 3,458,462.59

円換算（百万円） ▲ 0.6 17.8 15.3

収　　入

支　　出

収　　支

会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 
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となる。 

③ 展示ケース 

展示ケースはホンジュラス国内で製造されたもので、今後も使用が可能である。しかしなが

ら、気密性がないため温度・湿度の調整が難しく、また、ガラスの紫外線対策も施されていな

いため、脆弱な遺物を展示するためには不向きである。内部照明は付属していない。 

④ 照明 

展示室内全体を照らすベース照明が設置されておらず、自然採光により室内の照度を確保

している。スポットライト照明が設置されているものの、台数が不足しているため、すべての

展示ケースを照明できていない。また、ランプには蛍光管が多用されているため紫外線が放出

されており、光への脆弱性を持つ遺物の展示には不向きである。 

⑤ 監視装置 

昼間・開館時用の監視カメラと夜間・閉館時用の赤外線センサーが併用されている。しかし

ながら、監視カメラの解像度が十分ではないほか、ディスプレイ上の画像の拡大処理等の操作

性が悪く、非常時の迅速な対応が不可能である。なお、展示ケースには警報が設置されていな

いため、監視画像の見落としによる盗難の恐れがある。 

⑥ 展示解説 

解説パネルが設置されているものの、概説的な内容にとどまっており、各展示物の理解を促

すために十分な解説となっていない。なお、ホンジュラスにおいては、博物館におけるガイド

の人材育成が進んでおらず、来館者はガイドから展示内容についての説明を受けることが難

しい。 

表 3 コパン地方考古学博物館の既存機材リスト 

設置場所 機材名 数量 状態* 

展示室 展示ケース 18 B 

監視カメラ 10 B 

スポットライト照明 64 B 

受付 監視装置（モニター、アラーム、記録装置） 1 B 

*状態 A：良好, B：一部問題があるが使用可能, C：使用不可 

（２）コパンデジタル博物館 

① 概要 

コパンルイナス市の市街地に位置し、前面道路を挟んで中央公園に面している。コパン

地方考古学博物館と至近距離にある。展示室数は 7 室で、コパンにおける発掘調査の歴史

を紹介する展示のほか、VR シアターを備えている。学校を改修した建物であり、土地と

建物はコパンルイナス市が所有している。 

IHAH と金沢大学の交流協定により、同博物館は学生の海外インターンシップ・プログ
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ラムに活用されており、学生が企画協力を行ったマヤ文明や日本の伝統ゲームについての

展示もある。 

② VR 装置 

VR シアターでは一度に数十名が鑑賞できる椅子とスペースがあり、コパン遺跡全体を

紹介する映像資料を VR 映像で上映する。既存の VR 装置では、全員が同じ映像を視聴す

る受動的な体験の提供となり、来館者が主体的に学習する仕掛けや双方向なやり取りが可

能な形にはなっていない。 

③ 展示解説 

解説パネルが設置されているものの、展示物の理解に十分ではない。職員数も少なく、

展示に関する詳しい情報を得ることが難しい状況である。 

表 4 コパンデジタル博物館の既存機材リスト 

設置場所 機材名 数量 状態* 

VR シアター スクリーン 1 A 

PC ２ A 

コントローラー 2 A 

スピーカー 4 A 

オーディオミキサ 1 A 

モニター 1 A 

UPS ２ A 

展示室 監視カメラ 14 C 

*状態 A：良好, B：一部問題があるが使用可能, C：使用不可 

２－２ 環境社会配慮およびグローバルイシューとの関連 

２－２－１ 環境社会配慮 

 本事業を実施することにより環境や社会に重大で望ましくない影響を及ぼす可能性は

なく、また本事業実施対象地域で住民生活に好ましくない影響を及ぼすこともない。JICA

の環境社会配慮ガイドラインでは、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいは

ほとんどないと考えられる協力事業として、カテゴリーC に分類される。 

２－２－２ その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ 上位計画 

ホンジュラス政府が掲げる「国家ビジョン 2010-2038（Visión de País 2010-2038）」およ

び「国家計画 2010-2022（Plan de Nación 2010-2022）」において、同国内の貧困や社会格

差を解消する上で、地方産業の発展とそのために必要な人材育成が課題の一つとされて

いる。とりわけ観光開発が地域開発に資する重要な柱と位置づけられており、なかでも代

表的なマヤ文明の遺跡であるコパン遺跡は、「持続的観光国家戦略」において、「ホンジ

ュラス観光の魅力の向上」に資するとして、優先開発ゾーンに位置づけられている。 

本事業の対象サイトを管理・運営する IHAH の役割等について定める「ホンジュラス国

立人類学歴史学研究所設置法（Ley Orgánica del Instituto Hondureño de Antropología e 

Historia）」では、同研究所が文化遺産の保存・研究を行うとともに、国民の文化遺産への

関心や、それらの保護の必要性についての意識を高める役割を担うことが示されている

（Artículo 6 d) and Artículo 32.）。また IHAH は、「文化財保護法（Ley Para La Protección 

del Patrimonio Cultural de la Nación）」により、遺跡の発掘調査、保存、研究などを実施す

るとともに、展覧会の開催や博物館の設置を行う権限を有している（Capitulo VI, Artículo 

26.）。 

３－１－２ 当該セクターの現状 

本事業の対象サイトであるコパン地方考古学博物館とコパンデジタル博物館は、IHAH

によって管理・運営されており、展示されている考古遺物の所属・管理も IHAH となって

いる。 

IHAH は 1952 年に設立された専門機関で、その設置法や文化財保護法によって役割や

権限が定められている。ユネスコ世界遺産となっているコパンの遺跡公園をはじめとし

て、国内各地にある遺跡公園や博物館、研究センターなどを管理・運営し、文化遺産の調

査･研究活動とともに、それらの公開活動を行っている。 

IHAH による調査や保存、研究活動は継続的に行われており、2018 年度における大規模

なものとしては、コパン遺跡における調査用トンネルの安定化や、ロス・ナランホス環境

考古学公園の施設整備や遺物修復などのプロジェクトがある。 

３－１－３ プロジェクトの目的 

本事業は、世界遺産であるコパン遺跡の博物館に対し展示関連機材を整備することに

より、適切な環境での遺物展示や博物館の魅力向上を図り、もって同国の文化遺産保護及

び当該地域の活性化に寄与するものである。 
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３－２ 無償資金協力による計画 

３－２－１ 設計方針 

本事業は、高機能の展示機材を対象サイトに整備することで、適切な環境での遺物展示

や博物館の魅力向上を図り、もって同国の文化遺産保護及び当該地域の活性化に貢献す

るものであり、実施機関である IHAH 側の要請内容と現地調査および協議の結果を踏ま

えて、以下の方針に基づき計画した。 

（１） 機材は必要となる基本的な機能、性能および最小限の数量とする。 

（２） 実施機関の技術レベルに適応し、運用・維持管理コストが可能な限り少ない機材と

する。またスペアパーツや消耗品が現地で調達可能でありメンテナンスが容易な

機材とする。 

（３） 同国における貴重な遺物や遺跡を紹介するための展示にふさわしい外観の機材とす

る。 

さらに、対象サイトの 2 つの博物館それぞれについて、以下の方針に基づいて計画し

た。 

（４） コパン地方考古学博物館については、保存環境に配慮が必要な貴重な考古遺物を展

示することに重点を置き、それらを適切かつ安全に展示するための機材とする。 

① 展示ケースは、保存環境を整えるための空調機材や紫外線カットフィルム等のほ

か、貴重な遺物の盗難防止のための警報機、万一の地震による破損を防ぐための免

震装置を備える。 

② 照明装置は、考古遺物の退色等を防止するため、LED ランプを使用する。 

③ 監視装置は、高感度・高解像度であるとともに、夜間警備用の赤外線モーションセ

ンサー付のカメラを備える。 

④ 音声ガイド（ハンドセット型）は、重要な考古遺物を個別に簡潔に説明でき、来館

者のコパン遺跡に関する効果的な学習に資するものとする。 

⑤ 音声ガイド（天井設置型）は、展示室の概要を簡潔に説明し、コパン遺跡に関する

来館者の学習を補助するものとする。 

⑥ 情報キオスク装置は、豊富な情報を備え、コパン遺跡に関する来館者の関心に沿 

ったより深い学習を補助するものとする。 

（５） コパンデジタル博物館については、VR による双方向的な疑似体験を快適かつ安全

に提供することに重点を置き、そのために適切な機材とする。 
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３－２－２ 基本計画（機材計画） 

上記設計方針に基づき、先方の要望等を勘案の上、以下の経緯及び理由により計画対象

機材の選定を行った。本事業の計画機材と数量を表 5 に示す。 

（１） コパン地方考古学博物館 

展示ケース 

現在非公開となっている貴重かつ脆弱な遺物の新規展示を可能とするため、空調機能

付きの展示ケースを選定する。展示室内での多様な配置に対応できるよう、4 面ガラスの

ものと 3 面ガラスのものを用意する。貴重な遺物を盗難から守るための防犯対策の振動

センサー等に加え、万一の地震による破損を防ぐための免震装置も備える。 

照明装置 

光に対して脆弱な遺物を保護するため、紫外線を放出しない LED ランプを使用し、光

量を調整できる照明機材を選定する。また、展示室の配置変更に自在に対応できる配線ダ

クト構成とし、各展示物を十分に照明できるだけの数量とする。 

監視装置 

貴重な遺物を公開する上で防犯体制を強化するため、高感度の監視カメラを備えた装

置を選定する。夜間においては、カメラ映像のみでなく、赤外線によるモーションセンサ

ーによる警備を可能とし、夜間警備の強化を図る。 

音声ガイド（ハンドセット型） 

重要な展示物を的確に解説するためには、音声ガイドが有効である。地域の小中学校か

ら年間複数回の訪問・見学が行われるため、より教育に貢献できるよう、一般の来館者の

ほか、学校のクラス単位の訪問に対応できる端末数量とし、操作しやすい機材を選定する。

また、運営側がコンテンツを容易に作成・アップロードできる機種とする。 

音声ガイド装置（天井設置型） 

展示室内の概要を効果的に解説するために有効である。人感センサーを備え、来館者が

近づくと、高指向性スピーカーが特定範囲にのみ解説音声を流すことのできる機材を選

定する。各展示室に配置できる適切な数量とする。また、運営側がコンテンツを容易に作

成・アップロードできる機種とする。 

情報キオスク装置 

利用者がタッチパネル上で見たい情報を選択して詳細な解説を表示する機材は双方向

的な学びを生み、教育効果が高いと考えられる。各展示室で使用するために適切な大きさ

と数量とする。また、運営側がコンテンツを容易に作成・アップロードできる機種とする。 



12 

（２） コパンデジタル博物館 

VR 装置 

コパン遺跡には、地下遺構を調査するためのトンネルが多数掘られているが、重要なも

のについては安全上・保存上の理由から一般に公開されていない。そのため、重要度の高

い、非公開の調査用トンネルを疑似体験できるよう、双方向的な VR 装置の導入が有効で

ある。ゴーグル、PC、ディスプレイを 1 セットとして、個別に快適・安全な疑似体験が

できるように機材を選定する。また、運営側が所有するコンテンツを加工・調整してセッ

トアップする。 

表 5 機材計画 

番号 機材名 数量 使用目的 
使用 

頻度 

1-1 
展示ケース A（4 面

ガラス） 
1 台 貴重な考古遺物を安全に展示するため。 毎日 

1-2 
展示ケース B（3 面

ガラス） 
3 台 貴重な考古遺物を安全に展示するため。 毎日 

2 照明装置 1 式 
展示物を適切に照明し、保存にも望ましい

環境を整えるため。 
毎日 

3 監視装置 1 式 貴重な考古遺物の警備を支援するため。 毎日 

4 
音声ガイド（ハン

ドセット型） 
1 式 

来館者の個別の鑑賞・学習を支援し、展示

を有効に活用するため。 
毎日 

5 
音声ガイド（天井

設置型） 
4 台 

来館者へ迅速に情報を提供し、展示への理

解を深めるため。 
毎日 

6 情報キオスク装置 4 台 
双方向的な機能により、来館者の個別の関

心に基づく学習を支援するため。 
毎日 

7 VR 装置 1 式 
非公開の地下遺構をめぐる疑似体験によ

り、コパン遺跡への理解を深めるため。 
毎日 
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図 2 コパン地方考古学博物館 機材配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ デジタル博物館 機材配置図 

現・展示室 

14.44m 
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19.01m
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□ VR 用 PC・モニター等 

〇 椅子 
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（３） 交換部品、消耗品の設計計画 

本事業で調達される機材のうち、VR 装置について予備品を計画する。VR 装置を構成

するヘッドマウントディスプレイは、来館者の誤った利用や偶発的な落下事故等により、

支障をきたすことが多い。また、機材の修理は技術者の出張では対応できず、専門業者に

送付する必要がある。修理中には稼働台数が減少するため、我が国の類似施設においても

一般的には導入数の 2 割程度を予備品としてあらかじめ調達しておくことが多い。本計

画でも同様に予備品を計画する。 

その他の機材について、交換部品・予備品は、標準として本体に装備されているもの以

外は本計画に含めない。 

（４） その他 

ホンジュラスではスペイン語が公用語である。よって、本計画に含める取扱説明書等の

言語は、スペイン語とする。 

３－２－３ 調達計画 

（１）資機材等調達先 

本計画により調達するすべての機材は日本調達とする。展示ケースや監視装置等の構成

品は日本製品による競争性を確保できず、第三国製品となる可能性があるが、現地到着後

の不具合の発生と調達工程の遅れが生じないよう、装置の稼働を日本国内で確認したのち

に出荷する計画である。 

なお、VR 装置を除き、メンテナンスに高度な技術を要する機材は含まれておらず、現

地業者による維持管理（消耗品や交換部品の調達を含む）が可能である。 

表 6 資機材等調達先 

機材名 数量 

調達先 
備考 

（想定国/地域） 現地 日本 第三国 

展示ケース A（4 面ガラス） 1 台 ― ○ ○ 
DAC 諸国、ASEAN 諸

国、中国 

展示ケース B（3 面ガラス） 3 台 ― ○ ○ 
DAC 諸国、ASEAN 諸

国、中国 

照明装置 1 式 ― ○ ○ ASEAN 諸国 

監視装置 1 式 ― ○ ○ 
ASEAN 諸国、中国、

台湾、インド 

音声ガイド（ハンドセット型） 1 式 ― ○ ○ 
DAC 諸国、イスラエ

ル、中国 

音声ガイド（天井設置型） 4 台 ― ○ ○ 
DAC 諸国、ASEAN 諸

国、中国 
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情報キオスク装置 4 台 ― ○ ○ DAC 諸国、中国 

VR 装置 1 式 ― ○ ○ 
DAC 諸国、ASEAN 諸

国、中国、台湾 

（２）輸送計画 

① 輸送範囲、輸送経路 

本計画で調達対象とする全ての機材について、日本側の経費負担により日本からホ

ンジュラスのプロジェクトサイトまでの輸送を行う。 

日本の国際港において荷積みした後は、サンロレンソ港に海上輸送される。引き続き、

保税倉庫で通関検査後、機材調達業者によりサイトまで陸上輸送される。 

② 輸送方法 

 日本の国際港からホンジュラスのサンロレンソ港まではコンテナ定期船による海上

輸送とし、サンロレンソ港からコパンルイナス市内にあるプロジェクトサイトまでコンテナ

にて陸上輸送する。所要日数は、海上輸送に40 日、免税手続きに10日、通関検査に10 日、

陸上輸送に3 日程度が見込まれる。 

③ 輸送梱包 

輸送梱包は原則として密閉防湿木箱梱包とする。メーカーおよびメーカー代理店に

て出荷用の初期梱包を施した上で、梱包所にて木箱梱包を行うこととする。 

（３）E/N、G/A 

交換公文（E/N）および贈与契約（G/A）とも IHAH 所長が署名する見込みと確認し

た。署名に先立ち、国会承認や閣議承認など、特別な手続きは不要と確認している。 

（４）B/A、A/P 

銀行取極（B/A）開設および支払授権書（A/P）発行はホンジュラス中央銀行が行う。

A/P 発行については IHAH が窓口となり、ホンジュラス中央銀行に対し必要な手続きを

行う。 

（５）免税・通関手続き 

本事業の実施にあたり、機材輸入の際に発生する関税、現地で物品を購入する

際に発生する付加価値税ともに、免税となる。 

なお、付加価値税の免税手続きの概要は以下のとおりである。 

 実施機関が主導し、国会承認を経て本事業の実施を官報に掲載する 

 実施機関は、官報、E/N、G/A、本邦業者との契約書、税務登録証、マス

ターリスト、免税システム申請書を準備し、財務省に免税を申請する 

 財務省は、提出された書類等の審査後に免税許可を発行する 

 免税システムを通じ、財務省は調達物品ごとの免税申請に対して免税を
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許可する 

関税の免税手続きの概要は以下のとおりである。 

① 実施機関が行う手続き 

 機材輸出に係る船荷証券、機材納入先・価格・メーカーを明記した機材

リスト（西語、アクセサリーを含む）を準備する 

 財務省に免税を申請する 

② 本邦業者が行う手続き 

 免税許可、実施機関との契約書を準備し、財務省に免税を申請する 

 船荷証券（すべて西語訳付）を税関に提出する 

（６）機材据付および操作指導 

① 据付工事 

照明装置、監視装置、音声ガイド装置（天井設置型）について、専門業者による据付工

事を計画する。照明装置は現地業者によって設置された例もあるが、設置方法が適切では

なく、展示対象が正しく照明されていない例や展示効果を適切に演出できていない例が

多い。監視装置も現地業者によって設置された例があるものの、取り付け方法が適切でな

く、死角が生じている例が多い。音声ガイド装置は、人感センサーにより限られたエリア

に音声を出力する装置であり、高い据付精度が求められる。したがって、これらの機材据

え付けは、日本の業者により実施する。 

② 据付工事、調整・試運転 

VR 装置について、専門業者による据付工事及び調整・試運転を計画する。VR 装置は

ホンジュラスで一般的ではないため、日本の業者により据付工事を行う。また、表示ソフ

トウェアの特殊性から、調整に高度な専門性を必要とするため、日本の業者により調整・

試運転を実施する。 

表 7 メーカー技術者派遣計画 

機材名 派遣技術者 期間(*) 

照明装置 メーカー派遣技術者１ 0.63か月 

監視装置 メーカー派遣技術者２ 0.23か月 

音声ガイド装置（天井設置型） メーカー派遣技術者３ 0.23か月 

VR装置 メーカー派遣技術者４ 0.40か月 

(*)日本－現地間の往復に要する日数を含まない。 

③ 検査・検収等実施計画 

日本国内において、入札による調達業者選定後の機器製作図確認・照合業務、製品検査、

第三者機関による船積前機材照合検査を行う。また、現地においては、機材の検収・引き

渡し等の業務を行う。 
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（７）事業実施工程表 

本事業の実施工程表を表 8 に示す。 

 



 

表 8 事業実施工程表 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

実 

施 

設 

計 

交換公文(E/N)締結                   

贈与契約(G/A)締結                   

計画内容最終確認                   

仕様書等レビュー                   

入札図書作成                   

入札図書確認                   

業者契約締結                   

業者契約認証                   

調 

達 

監 

理 

発注                   

機器製作                   

海上輸送                   

内陸輸送                   

納入・据付工事                   

業務完了の確認                   

国内業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (国内)     想定時期 政府・JICA 実施 (国内)  

現地業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (現地)     想定時期 政府・JICA 実施 (現地) 

表
事
業
実
施

程
表

18 
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３－３ 相手国側負担事項の概要 

本事業の実施にあたり、ホンジュラス側の負担事項は、次のとおりである。これらの事項

について IHAH に確認を行った。 

表 9 相手国側負担事項 

 
項 目 

概算金額 

現地通貨（千レンピーラ） 日本円（百万円） 

（1） 博物館施設の改修費用 500 2.3 

（2） 税金に係る費用（免税負担額） 4,666 21.4 

（3） 銀行取極めに係る手数料 204 0.9 

（4） 運用開始後の交換部品、消耗品の調達 44／年 0.2／年 

（5） 新コンテンツ作成のための積立 88／年 0.4／年 

換算レート：1 レンピーラ＝4.58 円 

３－４ プロジェクトの運営維持管理計画 

調達機材の運営・維持管理は IHAH の管理部マヤ遺産部門が行い、費用は IHAH の年間予

算より支出される。修理・点検等が必要になった場合には、同部門の技術者または外注によ

り対応する。なお、本事業により調達される機材の維持管理費は IHAH の年間予算の 3％以

下であり、負担は問題ないと考えられる。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１ 事業実施のための前提条件 

予定されているコパン地方考古学博物館の展示室内改修工事が完了していることが前提

条件となる。建設予算は既に確保され、専門家による現状調査など準備が進行しており、改

修工事は 2020 年中に完了する予定である。工事を阻む深刻な問題は確認されていない。 

４－２ 機材納入のために必要となる工事等 

特になし。 

４－３ プロジェクトの評価 

４－３－１ 妥当性 

本事業は、上述のとおり、同国の開発課題・開発政策並びに我が国の協力方針に合致して

いる。また、SDGs ゴール 8「持続的、包摂的で持続可能な経済成長と、万人の生産的な雇用

と働きがいのある仕事の促進」とともに、ゴール 4「万人の包摂的で衡平な質の高い教育の

確保、生涯学習の機会の推進」に貢献すると考えられることから、事業の実施を支援する必

要性は高い。 

４－３－２ 有効性 

（１） 定量的効果 

表 10 定量的効果指標 

指  標 
基準値 

（2018 年実績値） 
目標値（2024 年） 
【事業完成後 3 年後】 

コパン地方考

古学博物館 
非公開であった脆弱な考古遺物が

適切な環境で展示される点数(点) 
0 20 

コパンデジタ

ル博物館 
非公開の地下遺構の視察疑似体験

が可能となる来館者数(人/年) 
0 7,000 

表 10 に示すコパン地方考古学博物館における考古遺物展示数の目標値は、これまで機材不足

により、適切な環境で公開できなかった貴重な遺物が、今回整備する展示ケースを使用して全

て展示されることを目指すもの。また、コパンデジタル博物館における来館者数の目標値は、

同博物館の年間入場者の全てが、整備される VR 装置を通じて地下遺構の疑似体験ができるこ

とを目指すもの。 

（２） 定性的効果 

① 文化遺産としてコパン遺跡やマヤ文明の歴史についての来館者の知識と認識が高ま

る。 
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② 地域活性化に向け、来館者によるコパン遺跡の観光資源としての評価が高まる。 

４－４ その他 

４－４－１ 相手国側による広報計画 

引渡し式の実施、博物館ウェブサイトへの掲載、両博物館に日本の支援で機材整備を行っ

たことを表すプレートの設置を計画していることを確認した。 

４－４－２ その他 

特になし。 

  



22 

【資 料】 

１．調査団員・氏名 

 中根  卓  総括   JICA ホンジュラス事務所所長 

 鈴木 一彦  調査主任／機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

      （補強：国際航業株式会社） 

 片柳 征男  機材調達・積算  インテムコンサルティング株式会社 

      （補強：国際航業株式会社） 
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２．調査行程 

No. 日付 
中根 鈴木 片柳 

滞在 
総括 調査主任/機材計画 調達計画・積算 

1 5/11 土  日本→ﾋｭｰｽﾄﾝ 日本→ﾋｭｰｽﾄﾝ ﾋｭｰｽﾄﾝ 

2 5/12 日  ﾋｭｰｽﾄﾝ→ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ ﾋｭｰｽﾄﾝ→ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

3 5/13 月 JICA 協議、実施機関協議、大使館表敬 ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

4 5/14 火 
 類似施設視察 

移動→ｺﾊﾟﾝ 

類似施設視察 

移動→ｺﾊﾟﾝ 
ｺﾊﾟﾝ 

5 5/15 水 
 ｺﾊﾟﾝ遺跡・類似施設視

察、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ調査 

ｺﾊﾟﾝ遺跡・類似施設視

察、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ調査 
ｺﾊﾟﾝ 

6 5/16 木  機材計画協議 機材計画協議 ｺﾊﾟﾝ 

7 5/17 金  機材計画協議 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ調査 ｺﾊﾟﾝ 

8 5/18 土  団内会議 団内会議 ｺﾊﾟﾝ 

9 5/19 日  資料整理 資料整理 ｺﾊﾟﾝ 

10 5/20 月  機材計画調査 機材調達/積算調査 ｺﾊﾟﾝ 

11 5/21 火  機材計画調査 機材調達/積算調査 ｺﾊﾟﾝ 

12 5/22 水 
 類似施設視察、 

機材計画調査 

類似施設視察、 

機材調達/積算調査 
ｺﾊﾟﾝ 

13 5/23 木  機材計画調査 機材調達/積算調査 ｺﾊﾟﾝ 

14 5/24 金  機材計画調査 機材調達/積算調査 ｺﾊﾟﾝ 

15 5/25 土  類似施設視察 類似施設視察 ｺﾊﾟﾝ 

16 5/26 日 
 類似施設視察、 

移動→ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

類似施設視察、 

移動→ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 
ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

17 5/27 月 
JICA 協議 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 
 機材計画調査 機材調達/積算調査 

18 5/28 火 
 

中央銀行協議、ﾐﾆｯﾂ協議 
中央銀行協議、 

機材調達/積算調査 
ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

19 5/29 水  機材計画調査、ﾐﾆｯﾂ協議 保健省協議、ﾐﾆｯﾂ協議 ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 

20 5/30 木 
大使館報告 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 
 ﾐﾆｯﾂ協議 機材調達/積算調査、 

21 5/31 金 
ﾐﾆｯﾂ締結 

ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ 
 機材計画調査 機材調達/積算調査 

22 6/1 土  ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ→ﾋｭｰｽﾄﾝ ﾃｸﾞｼｶﾞﾙﾊﾟ→ﾋｭｰｽﾄﾝ ﾋｭｰｽﾄﾝ 

23 6/2 日  ﾋｭｰｽﾄﾝ→ ﾋｭｰｽﾄﾝ→ 機内 

24 6/3 月  →日本 →日本  
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３．関係者（面会者）リスト 

Honduran Institute of Anthropology and History （ホンジュラス国立人類学歴史学研究所） 

Hector Portillo         Manager    所長 

Cristian N. Aguilar   Human Resources Dept.   人事部 

Claudio A. Perez   Administration Dept.   管理部 

Hector Eliud Guerra   Vice Principal, Copan, Archaeological Park ｺﾊﾟﾝ遺跡公園副園長 

Norman Martinez   Center & Investigation   地方考古学研究ｾﾝﾀｰ 

         所長 

Jose Luis Lopez Nol   Museography Consultant   博物館ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

 

Ministry of Health （保健省） 

Ana Lopez    Technical Supervisor   技術監督 

 

Museum for National Identity （アイデンティティ博物館） 

Eva Caroline Gomez   Director    館長 

 

El Puente Archeological Park （エル・プエンテ遺跡公園） 

Jose Armando Ortiz   Branch Manager    支所長 

 

Museum of Comayagua （コマヤグア博物館） 

Leola Zapata         Administrator    管理員 

 

Municipality Directorate of Education（コパンルイナス市教育部） 

Elda Ahilud Lopez   Director    教育部長 

 

Educational Networks 

Carlos Obdulio Guerra   Secretary    幹事 

 

金沢大学リエゾンオフィス 

中村 誠一   教授 

佐藤 陽一   現地調整員 

 

在ホンジュラス日本国大使館 

福田 紀夫  特命全権大使 

大泉 美音   経済協力担当 
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JICA ホンジュラス事務所 

中根 卓   所長 

服部 敏子   企画調査員（企画） 

ハンシー・カラスコ  現地職員 

４．討議議事録および当初要請からの変更点 

最終的に IHAH と合意した討議議事録は別添のとおりである。 

（１） 要請内容 

 討議議事録における要請内容から削除・変更した機材内容はない。 

 

（２） 案件名 

  案件名について、以下の通り変更となった。 

＜和文＞ 

変更前：世界遺産「コパンのマヤ遺跡」博物館展示機材整備計画 

変更後：コパン遺跡博物館展示機材整備計画 

 ＜英文＞ 

   変更前：The Project for Supply of the Exhibition Equipment at Museums of World Heritage 

Maya Site of Copan 

   変更後：The Project for the Improvement of the Exhibition Equipment at Museums of the Ruins 

of Copan 

  ＜西文＞ 

   変更前：El Proyecto de Provisión de Equipamiento para Exposiciones en los Museos de 

Patrimonio Mundial del Sitio Maya de Copán 

   変更後：El Proyecto para el Mejoramiento de los Equipos de Exhibición en los Museos de las 

Ruinas de Copán 

５．参考資料 

特になし。 

６．その他資料・情報 

特になし。 
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写真-6：NOB 所有のチューブラーベル。パ
イプにキズ・凹みが見られる。 

  
写真-7：NOB 大ホール。舞台（奥）、オーケ
ストラピット（中央）、観客席（手前）。 

写真-8：オーケストラピットの譜面台（照明付
き）とオーケストラチェア。 



 

 

 

  
写真-9：NOB 小ホール。 写真-10：音響コントロール室。現在は小型

のミキサーで対応している。 

  
写真-11：大ホール舞台袖のメインスピーカ
ー（左）と舞台奥のモニタースピーカー（右） 

写真-12：照明コントロール室。現在は固定
式の照明装置を PC ソフトで制御している。 

  
写真-13：大ホール舞台上に設置された固定
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写真-14：：リハーサル風景。大ホールには大
型スクリーンが設置されている。 

  
写真-15：スクリーンにプロジェクター画像が
投射された状態。手前はイス付属モニター 

写真-16：整備機材の収納予定室。オーケス
トラピットに比較的近い位置となる。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ プロジェクトの背景 

北マケドニア共和国（以下、「北マケドニア」という。）では、今なお複数の民族の間

の緊張・対立関係が続いている。民族問題を早期に克服して持続可能な経済発展を遂げ

ることは、同国のみならず、西バルカン地域、そして欧州地域全体の平和と安定にとっ

ても不可欠である。かかる中、同国は政府政策文書「Program for Government 2017-2020」

の中で、「教育的・社会政策的・文化的手段により若者を民族の鎖と偏見から解放し相互

の尊重に基づくコミュニケーションの端緒を開くプログラムを支援する。」としており、

民族融和に繋がる文化的活動の促進を進めることとしている。 

「国立オペラ・バレエのための楽器・音響・照明機材整備計画」（以下、「本事業」と

いう。）の実施機関である国立オペラ・バレエ（National Opera and Ballet。以下、「NOB」

という。）は 1945 年にその前身が創設された機関である。その劇場（ホール）はオペラ・

バレエ公演が可能な施設としては北マケドニア最大であり、同国の最も重要な文化施設

のひとつである。NOB は少数民族を積極的に雇用するとともに、公演に地方在住者や首

都在住の貧困層を招待したり、多民族が共存する地方での公演を行うなど、同国の民族

融和において重要な役割を果たしている。また NOB は児童・生徒や大学生向けコンサー

トを開催しているほか、NOB ホールは音楽学校等の教育機関を含む各種団体が主催する

コンサート・イベント会場としても活用されており、NOB はこれらの事業により文化・

芸術を通じた人材育成に貢献している。しかしながら現在 NOB が所有する楽器や音響機

材及び照明機材には、破損や故障により一部機能が使用できないものが多く、また基本

的な打楽器や音響・照明機材の不足により、公演やコンサート等の実施に支障が生じて

いる。NOB の予算の大部分は文化省から配分されているが、人件費や公演にかかる経費

が主な使途となっており、機材の購入は困難な状況にある。 

こうした背景から、2018 年 9 月、北マケドニア政府は、NOB における楽器、音響機材

及び照明機材の整備に係る支援を要請した。 

１－２ 無償資金協力の要請内容 

（１） 要請年月：2018 年 9 月 

（２） 要請金額：62.14 百万円（機材費のみ） 

（３） 要請内容： 

－交響楽団の楽器 

－音響システム（アンプ・スピーカー等） 

－演奏用備品（椅子・譜面台等） 

－音響システム据付に伴う指導 
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１－３ 我が国の関連分野への協力 

我が国の過去 10 年における北マケドニアへの文化無償関連の支援実績は表 1 のとおり

である。 

表 1 我が国の援助実績 

協力内容 実施年度 案件名/その他 事業費（億円） 概  要 

一般文化無償

資金協力 
2001 

マケドニア・フィルハーモニー

管弦楽団に対する楽器供与 

供与限度額：

0.499 億円 
楽器の整備 

１－４ 他ドナーの援助動向 

北マケドニアの本事業関連分野に対する他ドナーによる援助実績は表 2 のとおりであ

る。 

表 2 他ドナーによる関連分野への協力実績 

国名・機関名 実施年度 協力の種類 内容 金額 

CEE (Central & 

Eastern Europe)音

楽シアター、オー

ストリア 

2004 無償支援 ホルン 2台の支援 €20,000 

米国国際開発庁 2004 無償支援 NOBホール改修（屋根・外壁等） $75,000 

駐マケドニアドイ

ツ大使館 
2005 無償支援 

トランペット 3 台、トロンボー

ン 1 台の支援 
€10,000 

出典：NOB 資料 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

本件の実施機関は NOB である。NOB は総支配人（ゼネラルマネージャー）が最高責任

者として内局とともに組織を統括する。NOB の職員数は 426 名である。内訳はオペラ部

門が 218 名（ソリスト・コーラス・演奏者・指揮者等）、バレエ部門が 81 名（ソリスト・

アンサンブル等）、その他（技術部門・マーケティング部門・事務管理部門等）が 127

名となっている。組織図を図 1 に示す。 

    

 

  

 

   

 

  

 

  

 

 

  And  

国立オペラ・バレエ 

総支配人 

 総支配人内局 

オペラ部門
 

  

バレエ部門 

アートマネ
ジメント部 

舞台技術支
援部 

ソリスト 

オーケスト
ラ 

コーラス 

アートマネ
ジメント部 

舞台技術支
援部 

バレエダン
サー 

ステージ技術管理局 

調達・財務管理局 

1.管理部 

事務管理・法務・
総務管理局 

1.法務部 

2.人材管理部 
 

マーケティング・
広報・ライブラ
リ・チケット販売
管理局 

1.マーケティング・
広報部 

2. ライブラリ・チ
ケット販売部 

ステージ技術部 

1.装飾担当課 

2.小道具担当課 

3.舞台操作技術課 

4. 照明担当課 

5. 音響担当課 

舞台製作部  

1.塗装担当課 

2.木工担当課 

3.金物製作課 

4.室内装飾課 

衣装部 

1.縫製担当課 

2.帽子製作課 

3.メーキャップ・カツ
ラ・マスク製作課 

4.製靴担当課  

5.衣装修繕課 

5.衣装管理課 

防災管理部 

1.設備管理課 

2.防災担当課 

投資計画部 

内部監査ユニット 

 

図 1 NOB の組織図 

出典：NOB 資料 
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NOB の部門ごとの職員数は下表のとおりである。 

表 3 NOB の職員数 

部署 人数 

総支配人 1 

総支配人内局 3 

オペラ部門  

アーティストマネジメント&テクニカルサポート部 25 

オペラソリスト 31 

オーケストラ演奏者 90 

コーラス 72 

バレエ部門  

アーティストマネジメント&テクニカルサポート部 6 

バレエソリスト 34 

バレエアンサンブル 41 

ステージ技術管理局 97 

調達・財務管理局 6 

事務管理・法務・総務管理局 6 

マーケティング・広報・ライブラリ・チケット販売管理局 14 

職員総数 426 
出典：NOB 資料 

 

２－１－２ 財政・予算 

NOB は、文化省傘下の非営利法人であり、予算の大部分（約 94%）が同省より配分さ

れている。独自収入は、ホール貸出料と入場料収入がそれぞれ約 3%程度となっている。

文化省からは例年、運営に必要な最低限の経費（原則予算申請額の満額）を配分されて

いる。2016 年～2018 年の 3 年間は大ホールの観客席（字幕モニター付き）のリニューア

ル予算が毎年計上された。支出の中には、楽団員への楽器レンタル料として、毎年約

300 万円の支払いが含まれている。照明・音響機材のレンタルは毎年入札で契約会社を

決めており、コストは約 240 万円程度である。なおレンタル費用はいずれも下表の「公

演に係る費用」に含まれる。 

本事業により整備される機材の維持管理は、各部署に所属のエンジニアが行うため、

追加の人員配置を要するものではない。なお、整備機材に使用毎に交換が必要な消耗品

を要するものはないが、LED 照明やティンパニのヘッド等は将来的に交換が必要となる

ため、その購入費用（下表の「メンテナンス費」に含まれる）の計画的な確保が求めら

れる。なお、維持管理費用には本事業により節減されるレンタル料を充当する予定であ

り、全体として大きな負担増となるものではない。 

2015 年から 2018 年までの NOB の収支は、下表のとおりである。 
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表 4  NOB の予算収支（2015 年～2019 年） 

（単位：ユーロ） 

会計年度 2015 (実績) 2016 (実績) 2017 (実績) 2018 (実績) 

収入         

政府からの配分 4,251,199 4,342,368 4,663,343 3,764,055 

ホール貸出料  112,951   125,889    95,192    85,249 

入場料収入  118,849   184,167   146,186   148,624 

収入計 
ユーロ 4,482,999 4,652,424 4,904,721 3,997,928 

円 544,325,739 565,625,842 595,531,224 485,428,418 

支出         

職員給与 2,799,016 2,889,083 2,940,291 2,840,261 

通信・水道・光熱
費 

  670,209   510,413   407,968   334,896 

公演に係る費用   708,891   563,825   699,097   513,355 

広告費    38,681    19,389    14,235     2,881 

設備投資      -   324,149   550,308   128,819 

メンテナンス費     8,084    30,156    32,272     2,568 

一時的な人件費   253,779   311,220   256,059   169,199 

支出計 
ユーロ 4,478,660 4,648,235 4,900,230 3,991,979 

円 543,798,897 564,388,694 594,985,927 484,706,090 

会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

２－１－３ 技術水準 

楽器の計画内容は更新用としてコントラバス、ティンパニ、ハープ等、および現在、

必要に応じて他の楽団等から借りている打楽器等となっており、NOB の楽団員が通常使

用しているものであり、技術面から妥当な内容であると判断できる。またスピーカー等

で構成される音響機材およびムービングライトと照明操作用の調光卓で構成される照明

機材についても、現在 NOB にて都度レンタルを行っている機材と同等品となるため、運

用面においても問題はない。 

２－１－４ 既存施設・機材 

（１） 既存施設 

NOB は北マケドニアの首都スコピエ中心部を流れるヴァルダル川沿いに位置している。

前身となるマケドニア国立オペラ・バレエは 1945 年に創設された国立の非営利機関であ

り、また北マケドニア最大かつ最も重要な文化施設のひとつである。現在のホールは 1979

年に建設されたものであり、ホワイエ、大ホール、小ホール、2 つのバレエリハーサル室、

セットデザイン及び衣装デザインワークショップ、技術部、オーケストラリハーサル室、

ソリストスタジオ等が併設されている。建設から 40 年が経過した NOB ホールは老朽化
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が目立つものの、大ホールの観客席がモニター付きの座席にリニューアルされるなど、

改修しながら現在も活用されており、本事業で整備する機材設置に特段の支障はない。 

（２） 既存機材 

１）楽器 

現在 NOB が所有する既存楽器は下表の通り。コントラバス、ハープおよび打楽器

を中心に所有しており、持ち運びの可能な弦楽器、木管・金管楽器は楽団員の個人所

有の楽器を使用している。NOB は楽団員に楽器使用料を支払っている。 

NOB 所有の楽器はかなり古く品質も良くないものが多い。オーケストラの低音部を

担う重要な楽器であるコントラバスには、傷やクラックが目立つ。ハープやティンパ

ニの音程調整用ペダルのメカニカル部分にも不具合が見られた。北マケドニア唯一の

オペラ・バレエ専用劇場が所有する楽器としてはあまりに状態が悪く、公演の質に大

きく影響している。また打楽器の種類が少ないため、多種類の楽器編成を要するオペ

ラ・バレエ楽曲は演奏できず、NOB が常時演奏できる曲目数も限定されているのが現

状である。 

         表 5  NOB 所有の既存楽器リスト 

既存楽器名 台数 備考 

フルート 3 他に楽団員所有品を 3 台レンタル 

ピッコロ 1 - 

オーボエ 2 他に楽団員所有品を 1 台レンタル 

ファゴット 3 他に楽団員所有品を 2 台レンタル 

ホルン 4 他に楽団員所有品を 1 台レンタル 

チューバ 1 他に楽団員所有品を 1 台レンタル 

ヴァイオリン 1 他に楽団員所有品を 30 台レンタル 

 
ヴィオラ 1 他に楽団員所有品を 9 台レンタル 

チェロ 4 他に楽団員所有品を 9 台レンタル 

コントラバス 4 クラックあり。更新用として 4 台要請有り 

ティンパニ 4 ペダル不具合。1 式（5 台）要請有り 

バスドラム 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

スネアドラム 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

グロッケンシュピール 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

チューブベル 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

トライアングル 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

ファンファーレ 8 - 

ハープ 1 ペダル不具合。更新用として 1 台要請有り 

シロフォン 1 老朽品。更新用として 1 台要請有り 

トランペット 3 他に楽団員所有品を 5 台レンタル 

シンバル 3 老朽品。更新用として 3 台要請有り 

イングリッシュホルン 1 他に楽団員所有品を 1 台レンタル 

シンセサイザー 1 - 

出典：NOB 資料 
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２）音響機材 

NOB は大ホールに 6 台のメインスピーカー、小ホールに 2 台のメインスピーカーを

所有するが、いずれも古く、故障あるいは不具合があり、出力が十分ではない。オペ

ラ・バレエ公演においては生音演奏が主体となるため、既存のメインスピーカーは、

舞台裏の演者用モニターとして使用している。クラシック以外の演目や音楽コンサー

ト等を行う場合には、小規模なイベントの際はメインスピーカーの向きを観客席方向

に変えて対応しているが、中規模以上の演目・コンサートを行う場合は、既存スピー

カーでは出力が足りないため、スピーカー、ミキサー、マイクロフォン等の機材一式

を外部レンタルしている。 

表 6  NOB 所有の既存音響機材リスト 

既存音響機材 メーカー・モデル 数量 備考 

マイクロフォン AKG - C2000B 2 2台のうち１台は
使用不可 

マイクロフォン AKG - C1000S 2  

マイクロフォン Neumann KMS105 2  

ワイヤレスマイクロフォン AKG Vocalset D880 1  

ダイナミックマイクロフォン AKG D7 1  

マイクロフォン AKG – C3000B 2 使用不可 

マイクロフォン AKG – D200E 2 使用不可 

スピーカー600w PRX 525 JBL 4  

スピーカー175w JBL – EON 15G2 2 使用不可 

モニター（小） Sofretec M31 4 4 台のうち 2 台
は使用不可 

モニター Samsung 2  

モニター Samsung 21M63N 1 使用不可 

モニター Samsung 21 A083 N 1  

モニター Quart 1  

モニター Quart LD 32” 1  

モニター Quart LP 322 1  

モニター Quart 32 1  

ビデオアンプ DA – 25E 2  

ビデオアンプ TA – 101 2  

トランシーバー Motorola T5512 4 4 台のうち 3 台
は使用不可 

トランシーバーバッテリー充電器 SANYO Ni – Mh 1  

トランシーバー充電池  7  

CD プレーヤー ONKYO DX7211 1  

CD プレーヤー ONKYO DX7511 1 使用不可 

カセットデッキ ONKYO TA-RW411 1 使用不可 

CD プレーヤー Gemini MP-3000X 1 使用不可 

ミニディスクレコーダー ONKYO MD–2321 1 使用不可 

DVD プレーヤー Denon DN–V300 1 使用不可 

プロジェクター SANYO PLC–XC10 2  

プロジェクター Phillips LC3136 1  

プロジェクター SANYO PLC–SW30 1 使用不可 
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インカムコントローラー、マイク  1 使用不可 

インカムミキサー  1 使用不可 

インカムアンプ  1 使用不可 

インカムスピーカー、コネクター  1 使用不可 

ノート PC  DELL Inspiron N5010 1  

ノート PC  HP 630 1  

デスクトップ PC、サブタイトル用  1  

オーディオミキサー、12 チャンネル Yamaha EMX2000 1 使用不可 

オーディオミキサー、16 チャンネル Soundcraft 1 使用不可 

オーディオミキサー、20 チャンネル Soundcraft 
  

1  

サウンドカード Steinberg – CI1 1  

ヘッドフォン MB electronic – K602 1 使用不可 

マイクロフォンスタンド  2  

出典：NOB 資料 

３）照明機材 

現在 NOB が所有する照明機材は下表の通り。全て一般的なステージ照明機材であり、

照明操作卓（調光卓）と各灯体はアナログ信号方式で接続されている。中間にディマ

ーと呼ばれる調光ユニットが設置されており、コントロールルームに設置された調光

卓からの電気信号で制御を行う。コントロールルームには照明制御用ソフトがインス

トールされた PC があり、公演毎に照明プログラムを組んで調光卓と連動して使用さ

れている。ステージ照明にはムービングライトと呼ばれる灯体が回転する照明機材が

あり、公演内容によって使用されるが、NOB はムービングライトを所有していないた

め、現在は必要に応じて都度、外部レンタルを行っている。 

表 7  NOB 所有の既存照明機材リスト 

出典：NOB 資料 

既存照明機材 メーカー・仕様 数量 

PC スポットライト ADB, 5kw 5 

PC スポットライト ADB, 2kw 65 

PC スポットライト ADB, 1kw 10 

フレネルスポットライト STRAND, 2kw 11 

スポットライト R&W, 24V, 1kw 29 

パーライト 64 32 

プロファイルスポット STRAND, 1.2kw, 5/24 9 

プロファイルスポット STRAND, 1.2kw, 8/17 10 

プロファイルスポット ADB, 2kw 8/17 17 

ピンスポット PANI, 2kw 7 

プロジェクションライト PANI, 5kw 1 

フロアライト ADB, 1kw 26 

照明操作卓（調光卓） STRAND 530i 1 



 

9 

２－２ 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

２－２－１ 環境社会配慮 

本事業を実施することにより環境や社会に重大で望ましくない影響を及ぼす可能性は

なく、また本事業対象地域で住民生活に好ましくない影響を及ぼすこともない。JICA の

環境社会配慮ガイドラインでは、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいは

ほとんどないと考えられる協力事業として、カテゴリーC に分類される。 

２－２－２ その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

10 

第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ 上位計画 

北マケドニアでは、今なお複数の民族の間の緊張・対立関係が続いている。民族問題

を早期に克服して持続可能な経済発展を遂げることは、同国のみならず、西バルカン地

域、そして欧州地域全体の平和と安定にとっても不可欠である。かかる中、同国は国家

計画文書「Program of the Government of the Republic of North Macedonia 2017-2020」におい

て、「全ての国民のための社会造り」を掲げ、マケドニア系、アルバニア系、セルビア系

等の民族間融和と共存による多文化社会の建設を行う。」と述べている。また政府政策文

書「Program for Government 2017-2020」の中においても、「教育的・社会政策的・文化的

手段により若者を民族の鎖と偏見から解放し相互の尊重に基づくコミュニケーションの

端緒を開くプログラムを支援する。」としており、民族融和に繋がる文化的活動の促進

を進めることとしている。 

３－１－２ 当該セクターの現状 

NOB は少数民族を積極的に雇用するとともに、公演に地方在住者や首都在住の貧困層

を招待したり、多民族が共存する地方での公演を行うなど、同国の民族融和において重

要な役割を果たしている。また NOB はオペラ・バレエ公演の他、児童・生徒や大学生向

けコンサートを開催している。NOB ホールは教育機関を含む団体が主催するコンサー

ト・イベントの会場としても活用されており、NOB はこれらの事業により文化・芸術を

通じた人材育成に貢献している。以下に 2017 年と 2018 年に実施された主なコンサート・

イベント一覧を示す。 

表 8 NOB にて開催された主なコンサート・イベント一覧（2017-2018 年） 

2017 

音楽アカデミー学生コンサート 

北マケドニア音楽の日コンサート 

子供フェスティバル “Streams” 

世界ダンスイベント 

音楽アカデミーイベント 

音楽バレエスクール公演  

スコピエサマーフェスティバル 

北マケドニア青少年センターコンサート 

アルバニア劇場公演 

青少年のためのオープンシアター 

ジャズコンサート 

秋の音楽フェスティバル 
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2018 

子供フェスティバル “Streams” 

フォルクローレコンサート “Tanec”アンサンブル 

音楽バレエスクール公演 

フランス文化センター(交流 25 周年イベント) 

青少年のためのオープンシアター 

収録公演” children’s Eurovision” 

スコピエジャズフェスティバル 

クラシック&モダンバレエ世界大会 

フォルクローレ歌手 Nikola Badev 生誕 100 周年記念公演 

スコピエ在住のソリストによるコンサート 

しかしながら現在 NOB が所有する楽器や音響機材及び照明機材には、破損や故障によ

り一部機能が使用できないものが多く、基本的な打楽器や音響・照明機材の不足により、

公演やコンサート等の実施に支障が生じている。 

３－１－３ プロジェクトの目的 

本事業は国立オペラ・バレエのホールで開催される公演等に必要な楽器・音響・照明

機材を整備することにより、公演の質的向上を図り、もって北マケドニアの文化・芸術

を通じた青少年の人材育成及び多民族間における民族融和・相互理解に寄与するもの。 

３－２ 無償資金協力による計画 

３－２－１ 設計方針 

NOB は北マケドニア唯一のオペラ・バレエ公演を本格的に行っている国立非営利機関

であり、北マケドニアの文化・芸術振興における役割は大きい。年間 60 回近いオペラ・

バレエ公演の他、子供や青少年向けのコンサートを開催している。これらのコンサート

は実際に楽器に触れる機会を提供するなどインタラクティブな内容となっている。また

NOB ホールは音楽学校が開催するコンサートやミュージカル等のイベント会場としても

活用されており、NOB はこれらの文化的な活動を通じて人材育成の一翼を担っていると

いえる。その他、オペラ・バレエ公演においては、ほぼ毎回 20名～50名の地方在住の市

民を無料で招くなど、公共サービスにも力を入れている。今後は NOB ホール内の活動だ

けではなく、市内各所や地方での公演活動を行うことについても検討を行っている。 

NOB は本事業の機材整備により、打楽器の種類不足により演奏できない演目（ワーグ

ナーのオペラ等）の上演が可能となる他、現在不完全な楽器構成での演奏を余儀なくさ

れている演目を正しい楽器編成で上演することができるようになるため、公演の飛躍的

な質的向上が期待できる。また品質の高いコントラバス、ティンパニ、独奏されること

も多いヴァイオリン、ハープ等の整備により、楽団の演奏に、現在にはない幅と深みが

与えられることとなる。 
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３－２－２ 基本計画（機材計画） 

上記の設計方針に基づき計画された機材は、(1)楽器、(2)音響機材、(3)照明機材に分類

される。それぞれの機種ごとの基本的な選定方針は以下のとおりである。 

（１）楽器 

NOB は現在、コントラバス等の弦楽器、フルート等の木管楽器、トランペット等の

金管楽器およびティンパニ等の打楽器、ピアノ、ハープ等を所有しているが、多くの

楽器の状態は非常に悪い。特にコントラバスは胴部分に亀裂が入っており、プロ楽団

による公演で使用される品質ではない。ハープやティンパニもペダルに不具合がある

が、そのまま公演で使用されている。また所有している打楽器の種類が少ないため、

必要に応じ他のオーケストラから有償で借りて演奏している。楽器の要請内容は更新

用としてコントラバス、ティンパニ、ハープ等の不具合がある楽器、及び現在所有し

ていない打楽器等となっており、NOB のニーズと一致しており、かつ妥当な内容であ

ると判断できる。 

（２）音響機材 

音響機材について、現在大ホールにはメインスピーカーが 4 台あるが、主にオペラ・

バレエ公演の際の演者用モニタースピーカーとして使用されている。一般的にホール

には観客席方向にアレイスピーカーが 2 台ないしは 3 台設置されているが、NOB は演

目によって、上記メインスピーカーをステージ側あるいは観客席側に向きを変えるこ

とで対応しているのが現状である。音楽コンサート等のイベントの場合は、出力の大

きなスピーカーが必要であり、現在は都度外部から有償でレンタルしている。要請内

容はメインスピーカー、音響ミキサー等の更新、および現在所有していないアレイス

ピーカー、サブウーファー、モニタースピーカーセット等の内容であり、妥当な内容

であると判断できる。 

 

 

（３）照明機材 

照明機材に関しては、現在 NOB はオペラ・バレエ公演を行うために必要な基本的な

照明機材を所有しているが、演目によっては、ムービングライト（灯体を遠隔操作で

回転することができる照明）とその照明操作用の制御卓が必要となるため、NOB は使

用の都度外部レンタルを行っている。これらは使用頻度も高く、世界各国の主要な劇

場施設には一般的に装備されている機材である。北マケドニアにおいても国立劇場や

北マケドニア・フィルハーモニー管弦楽団の専用ホール等に常設されている。このた

め要請内容は妥当であると判断できる。 

表 9 計画機材リスト 

番号 機材名 数量 使用目的 

1 LED プロファイルライト 5 式 劇場照明用 

2 LED ウォシュライト 5 式 劇場照明用 
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3 LED パーライト 5 式 劇場照明用 

4 照明制御卓 1 式 照明制御用 

5 音響ミキサー 1 式 音響制御用 

6 スピーカーセット 1 式 劇場音響用 

7 モニタースピーカーセット 1 式 劇場音響用 

8 ポータブル PA セット 1 式 劇場音響用 

9 マイクロフォンセット 1 式 演技者用 

10 ヴァイオリン 2 式 演奏用 

11 コントラバス 5 弦 2 式 演奏用 

12 コントラバス 4 弦 2 式 演奏用 

13 ペダルハープ 1 式 演奏用 

14 ティンパニセット 1 式 演奏用 

15 ヴィブラフォン 1 式 演奏用 

16 チューブベル 1 式 演奏用 

17 シロフォン 1 式 演奏用 

18 スネアドラムセット 1 式 演奏用 

19 バスドラム 1 式 演奏用 

20 タムタムセット 1 式 演奏用 

21 シンバルセット 1 式 演奏用 

22 ドラムセット 1 式 演奏用 

23 タンバリン 1 式 演奏用 

24 コンガ 1 式 演奏用 

25 ボンゴ 1 式 演奏用 

26 ウインドチャイム 1 式 演奏用 

27 カウベル 1 式 演奏用 

28 カバサ 1 式 演奏用 

29 マラカス 1 式 演奏用 

30 アゴゴベル 1 式 演奏用 

31 鈴 1 式 演奏用 

32 シェーカー 1 式 演奏用 

33 パーカッションテーブル 1 式 打楽器保持用 

34 テンプルブロック 1 式 演奏用 

35 ウッドブロック 1 式 演奏用 

36 トライアングル 1 式 演奏用 

37 トムトムセット 1 式 演奏用 

38 カスタネット 1 式 演奏用 

39 グロッケンシュピール 1 式 演奏用 

40 譜面台、照明付き 70 式 演奏者用 
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41 オーケストラチェア 60 式 演奏者用 

 

上記計画機材のうち、音響機材と照明機材は大ホールのステージ及び操作室に設置す

る計画となっている（図 2、NOB 大ホール平面図を参照）。また、楽器に関しては、大

ホールのステージに近接する倉庫に収納する計画である。照明付き譜面台と椅子は大ホ

ール内のオーケストラピット内に設置することとなる。椅子については一部リハーサル

室に設置する。照明付き譜面台の電源は、上記オーケストラピット内に既設のコンセン

トを使用可能である。 
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図 2 NOB 大ホール平面図         出典：NOB 資料 
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３－２－３ 調達計画 

（1）資機材等調達先 

本計画における資機材等の調達先は表 10 の通りである。 

表 10 資機材等調達先 

機材名 数量 
調達先 備考 

（想定国/地域） 現地 日本 第三国 

楽器 1 式 ― ○ ○ 

日本、アメリカ、 

イギリス、フランス、

ドイツ、カナダ、 

オランダ、タイ、中国、

台湾 

音響機材 1 式 ― ○ ○ 

日本、アメリカ、 

フランス、ドイツ、 

インドネシア、中国、 

台湾 

照明機材 1 式 ― ○ ○ 

日本、イギリス、 

ドイツ、ハンガリー、

中国 

（2）輸送計画 

日本国あるいは第三国からの機材の輸送については、コンテナ積み海上輸送を原則と

し、隣国ギリシャの主要港テッサロニキ港を主要荷受け港とする。陸揚げ後、テッサロ

ニキ港からトレーラーにてプロジェクトサイト（スコピエ）まで運ばれる。海上輸送日

数は 45～50 日間程度。テッサロニキ港からサイトまでの内陸輸送は 1 日程度と想定され

る。 

尚、楽器の輸出入においては、ワシントン条約（CITES）の規制対象にローズウッド等

の特定木材が含まれていることから、本件の調達機材に含まれるマリンバやカスタネッ

ト等がその対象となり、輸入許可の承認を取り付ける必要があることが確認されている。

通常、必要申請書類の提出から 1 週間程度で承認される。 

（3）E/N、G/A 

交換公文（E/N）は北マケドニア欧州事項担当副首相、贈与契約（G/A）は NOB が署名

することを確認した。 

（4）B/A、A/P 

銀行取極め（B/A）は北マケドニア国立銀行が締結先となり、支払い授権書（A/P）を

発行することを確認した。 
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（5）免税・通関手続き 

1) 免税手続き 

輸入関税： 下記手続きを行うことにより、免税通関が可能となる。 

① 実施機関が、欧州統合事務局(Secretariat for European Affairs(SEA))にプロジェクト登録

を行う。 

- CDAD(Central Donor Assistance Database)に専用フォームを用いて申請する。 

- 専用フォームにはE/N、G/A、業者契約書（JICA認証後）、長期現地滞在者リスト（該当す

る場合）を添付し、ドナー名、実施機関名、業者名を記入する。申請者が署名し、プロジ

ェクトスタンプを押印する。 

- 申請書提出後、3日から 2週間以内（SEA担当副首相の署名が必要）に SEAが承認レタ

ーを発出する。承認レターにはプロジェクト名、支援総額等が明記される。これにより

SEA へのプロジェクト登録が完了する。 

② 実施機関が、Public Revenue Office(PRO)に登録を行う。 

- 専用フォーム（UJP-RDO フォーム）を用いて申請する。上記①の SEA へのプロジェクト登

録証明書の添付とプロジェクトスタンプの押印が必要。 

- PRO へ登録し税金番号を取得することにより、貨物到着後、速やかに免税である旨の確

認を行うことが可能となる。申請後 5 営業日程度で登録が完了する。 

③ 貨物到着に際し、実施機関が財務省へ免税申請を行う。 

- 調達業者はインボイスを作成する。インボイスにはプロジェクト名、PRO の税金番号、SEA

の登録番号、輸入物品の関税番号が明記されている必要がある。 

- 調達業者は通関業者を経由して通関手続きを行う。 

- 実施機関は財務省へ A1-P フォームを提出することにより免税申請を行う。申請書類には

実施機関の担当責任者の署名と押印、プロジェクトスタンプの押印が必要。またインボイ

ス、PRO 登録証、SEA 登録証、業者契約書の写しを添付する。 

  付加価値税(VAT)： 下記手続きを行うことにより、VAT の免税が可能となる。 

① 実施機関が、Secretariat for European Affairs(SEA)にプロジェクト登録を行う。 

- CDAD(Central Donor Assistance Database)に専用フォームを用いて申請する。 

- 専用フォームにはE/N、G/A、業者契約書（JICA認証後）、長期現地滞在者リスト（該当す

る場合）を添付し、ドナー名、実施機関名、業者名を記入する。申請者が署名し、プロジ

ェクトスタンプを押印する。 

- 申請書提出後、3日から 2週間以内（SEA担当副首相の署名が必要）に SEAが承認レタ

ーを発出する。承認レターにはプロジェクト名、支援総額等が明記される。これにより

SEA へのプロジェクト登録が完了する。 

   ② 調達業者が現地の銀行口座を開設し、免税で支払いを行う。 

- 物品やサービスを提供する現地業者が VAT を含まない見積りを提出する。 

- 物品またはサービス提供後、現地業者がインボイスを PRO へ提出する。その際、SEA 登

録証と PRO 登録番号が必要。 

- PRO が物品またはサービス提供業者へ免税承認済みのインボイスを発行する。通常 1

両日中に発行される。 
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- 物品またはサービス提供業者は、調達業者へ上記インボイスを提出する。 

- 調達業者は銀行口座から免税額で物品またはサービス提供業者へ支払いを行う。 

（6）機材据付および操作指導 

整備機材のうち、楽器は据付工事不要である。音響・照明機材については、大規模な据付

工事を必要とする機材は含まれていないが、アレイスピーカー等の一部機材については大ホ

ール天井付近に取り付けを行なうため、日本メーカー技術者の派遣を計画する。 

また音響・照明機材を適切に操作、維持するために、機材納入時に調達業者より派遣され

る専門技術者により、操作方法と保守管理方法（日常点検、清掃・調整、軽微な故障に対す

る対応等）についての初期操作指導を行う方針とする。 

（7）事業実施工程表 

本事業の事業実施工程表は表 11 のとおりである。



 

 

 

表 11 事業実施工程表 
 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

実
施
設
計 

交換公文（E/N）締結                  

贈与契約（G/A）締結                  

計画内容最終確認                  

仕様書等レビュー                  

入札図書作成                  

入札図書確認                  

業者契約締結                  

業者契約認証                  

調
達
監
理 

発注                  

機器制作                  

輸送                  

納入・開梱                  

業務完了の確認                  

国内業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (国内)    想定時期 政府・JICA実施 (国内) 

現地業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (現地)    想定時期 政府・JICA実施 (現地) 
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３－３ 相手国側負担事業の概要 

本事業の実施にあたり、北マケドニア側の負担事項は表 12 のとおりである。 

表 12 相手国側負担事項 

 項目 概算金額（百万円） 

(1) 銀行取極め（B/A）に係る手数料 0.1 

３－４ プロジェクトの運営維持管理計画 

整備機材の運営維持管理は、NOB 総支配人の指揮の下、調達・財務管理局の管理部が

インベントリー管理を行う。実際の機材管理は、楽器についてはオペラ部門のオーケス

トラ担当部（アートマネジメント部）内に責任者を置き、ソリストへの貸し出し管理を

行う。音響機材・照明機材については、ステージ技術部内の音響担当課及び照明担当課

内にそれぞれ責任者を置き機材管理を行う。メンテナンスは各担当課に所属するエンジ

ニアが責任を持って行う。本事業で整備する機材はほとんどが現有機材の更新あるいは

使用の都度外部業者からレンタルしてきたものであり、現在 NOB に所属する楽団員ある

いは音響・照明エンジニアはこれら機材の管理及び取り扱いに関する知見を十分有して

いる。そのため新たに使用方法を習得する必要のある楽器・機材はなく、機材納入時に

調達業者による初期操作・メンテナンス指導で適切な使用は担保されると判断できる。

なお、維持管理の必要経費は、本事業により節減されるレンタル料を充当する予定であ

り、全体として大きな負担増となるものではない。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１ 事業実施のための前提条件 

本事業の実施機関となる NOB は、今回初めて日本の無償資金協力の支援対象となるた

め、関連する業務や手続等には不慣れである。贈与契約(G/A)や銀行取極(B/A)等無償資金

協力の開始段階での手続き、コンサルタント契約および業者契約の締結やそれぞれの契

約に係る支払授権書(A/P)の発行手続き等がタイムリーに実施されることは、事業の進捗

には不可欠である。また、計画機材の調達に係る輸入関税と VAT は所定の手続きで免税

となることが確認されているが、手続きの遅れ等により通関が遅れることのないよう留

意が必要である。事業実施の各段階においては、経験のあるコンサルタントが必要に応

じて実施機関に対する支援を行う必要がある。 

４－２ 機材納入のために必要となる工事等 

特になし。 

４－３ プロジェクトの評価 

４－３－１ 妥当性 

我が国と北マケドニアは 2019 年に外交関係樹立 25 周年を迎え、それに先立つ 2017 年

には日本大使館が開設されるなど、二国間関係を更に深化させる好機を迎えている。ま

た NOB は前述のとおり民族融和の精神に則った活動を行っていることから、本事業は西

バルカン地域の民族融和に資する事業として、2018 年の安倍総理発表「西バルカン協力

イニシアティブ」にも合致する。 

北マケドニア経済は 1991 年の独立後の度重なる経済制裁や経済封鎖の影響から脱却し

たものの、1998 年から 1999 年のコソボ紛争や 2001 年に発生したマケドニア系勢力とア

ルバニア系勢力との衝突、その後の世界的金融危機や 2015 年の欧州難民問題といった諸

問題の影響により再び打撃を受けている。国内の失業率は 22.4％（2017 年、世銀）と依

然として高い。以上のことより、外交的観点及び経済的脆弱性の観点から、無償資金協

力により本事業の実施を支援する必要性は高い。 

４－３－２ 有効性 

（１） 定量的効果 

指 標 名 
基 準 値 

（2019 年実績値） 
目標値（2024 年） 

【事業完成 3 年後】 

NOB が所有する楽器、音響及び照明機材のうち、

故障等の瑕疵がなく通常の維持管理により使用可

能な品目数*注 1 
64 105 

NOB が常時演奏できる曲目数*注 2 20 40 
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注1) 基準値は 2019 年時点の該当機材品目数。目標値は本事業での整備機材品目数 41 品目

を足した合計機材品目数。 

注2) 基準値は 2019 年時点の該当曲目数。目標値は本事業での機材整備後に、所有楽器種類

の増加により演奏可能となる主な曲目数を足した合計曲目数。 

（2）定性的効果 

① 本事業の機材整備により NOB のオペラ・バレエ公演の質が向上する。 

② NOB ホールで開催される児童・生徒や大学生向けの音楽教育の公演等の質が高ま

ることにより、次世代に対する文化・芸術を通じた教育の活性化に繋がる。 

③ 多民族が共存する首都在住貧困層住民向けの招待公演及び地方自治体での公演内

容が充実することにより、多民族間の民族融和と相互理解がより一層深まる。 

４－４ その他（広報、人材交流等） 

４－４－１ 相手国側による広報計画 

NOB は本事業が、これまでの他ドナー等からの支援の中では比較的規模が大きなもの

であり、その実現に大いに期待を寄せている。署名された MD（資料 4 参照）では、機材

引き渡し式の開催に加えて、NOB が運営／発行する WEB サイト／パンフレット等で無

償援助の広報を行うことが確認された。また NOB ホール内に日本の文化無償資金協力に

よる支援の旨を記載した記念プレートを掲示することも可能である。 

４－４－２ その他 

特になし。 
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【資料】 

1. 調査団員・氏名 

小林 秀弥  総括   JICA バルカン事務所所長 

岡本 明広 調査主任／機材計画 インテムコンサルティング株式会社 

丹羽 信介 調達計画・積算  インテムコンサルティング株式会社 
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2. 調査行程 

No. 日付 
小林 岡本 丹羽 

滞在 
総括 調査主任/機材計画 調達計画・積算 

1 5/1 水   
羽田 1:20 (NH205) - ウィーン 6:00 

ウィーン(OS779)10:15 - スコピエ 11:50 
スコピエ 

2 5/2 木   
MOB とのキックオフミーティング 

調達事情調査 
スコピエ 

3 5/3 金    MOB 照明部門、音響部門への調査 スコピエ 

4 5/4 土   資料整理、団内ミーティング スコピエ 

5 5/5 日   資料整理、団内ミーティング(大統領選挙の日) スコピエ 

6 5/6 月   MOB の既存機材調査 スコピエ 

7 5/7 火   資料整理、団内ミーティング(国民の祝日) スコピエ 

8 5/8 水   
調達事情調査 

MOB 訪問 
スコピエ 

9 5/9 木   
調達事情調査 

MOB 訪問 
スコピエ 

10 5/10 金   
SEA 訪問 

フィルハーモニックオーケストラ訪問 
スコピエ 

11 5/11 土   資料整理、団内ミーティング スコピエ 

12 5/12 日   資料整理、団内ミーティング スコピエ 

13 5/13 月    MOB 音響部門協議 スコピエ 

14 5/14 火   
MOB 楽器部門協議 

調達事情調査 
スコピエ 

15 5/15 水   MOB 照明部門協議 スコピエ 

16 5/16 木 

ベオグラード 8:10 
(OS772 ) 
 -ウィーン(OS0779)-
スコピエ 11:50  

国立劇場訪問 
スコピエ 

大使館表敬 

17 5/17 金 
ミニッツ協議 

文化省協議、SEA 協議 
スコピエ 

18 5/18 土 資料整理、団内ミーティング スコピエ 

19 5/19 日 資料整理、団内ミーティング スコピエ 

20 5/20 月 
ミニッツ署名 
大使館報告 

スコピエ 

21 5/21 火 
スコピエ 5:05(JU163) 
- ベオグラード 16:15  スコピエ 12:35 (OS780) - ウィーン 14:15 

ウィーン 17:45(OS51) - 成田 11:55 

  

22 5/22 水     
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3. 関係者(面会者)リスト 

文化省 Ministry of Culture  

Mr. Vladimir Lazovski Deputy Minister 副大臣 
    

欧州統合事務局 Secretariat for European Affairs（SEA）  

Ms. OrhidejaKaljosevska 
State Councilor for Coordination of EU 
funds and Other Foreign Assistance 

EU 資金及びドナー調整評議

員 

Ms. Evgenija Serafumovska Kirkovski 
Head of Sector for Monitoring & Evaluation 
of EU Programmes 

EU プログラム監視評価部門

長 
     

国立オペラ・バレエ National Opera and Ballet（NOB）  

Mr. Vasob Ristov  General Manager 総支配人 

Ms.Natasha Teodosievska International Corporation Associate 国際協力担当 

Ms. Snezana Dimovska 
Accountant of Procurement and Finance 
Administration  

調達・財務管理局経理担当 

Mr. Goran Kochishki Technical Director ステージ技術部長 

Mr. Lisichov Vasil Chief of Light Department 照明担当課長 

Mr. Dragi Dimitrovski Sound Department 音響担当課 

Mr. Bozidar Ilioski Sound Department 音響担当課 

Mr. Micko Damnjanovski Coordinator of the Orchestra, Musician オーケストラ調整役、演奏家 

Ms. Gabriela Andonova Musician 演奏家 

     

マケドニア・フィルハーモニー Macedonian Philharmonics  

Mr. Viktor Iliski General Manager 総支配人 

Ms. Roza Nolcheva Angelovska Producer プロデューサー 

Mr. Ilija Tarcugovsk Light Department 照明課長 
    

マケドニア国立劇場 Macedonian national theater  

Mr. Vlado Kjulavkovski Light Department 照明課担当 
   

機材レンタル業者   

DVD PET   

Mr. Kocishki Zdravko Manager 営業部長 

KLS EVENTS   

Mr. Petar Georgievski General Manager 社長 

Mr. HristijanGeorgievski Key Account Manager 営業部長 
   

在北マケドニア日本国大使館   

Ms. Haneda Keiko Ambassador 特命全権大使 

Mr. Hideaki Machida Counsellor 参事官 

Ms. Kanako Terui Second Secretary 二等書記官 

   

JICA 在外専門調整員（北マケドニア）    

Mr. Sasho Dimitrov Technical Coordinator 在外専門調整員 
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4. 討議議事録および当初要請からの変更点 

NOB と合意した討議議事録は別添のとおりである。 

（1）要請内容 

要請内容について、以下の通り変更となった。 

 

要請機材変更表 

機材名 当初数量 変更後数量 理由 

LED プロファイルライト 15 5 必要量の見直し 

LED ウォシュライト 15 5 必要量の見直し 

LED パーライト 15 5 必要量の見直し 

アレイスピーカー 2 10 
必要量の見直し、スピーカーセットへ

統合 

メインスピーカー 4 0 スピーカーセットへ統合 

サブウーファー 2 0 スピーカーセットへ統合 

ポータブルスピーカーセット 1 0 優先度が低いため削除 

ポータブルスピーカー 2 0 優先度が低いため削除 

ポータブルミキサー 1 0 優先度が低いため削除 

マイクロフォン 17 0 マイクロフォンセットへ統合 

ケーブル 1 0 マイクロフォンセットへ統合 

スタンド 1 0 マイクロフォンセットへ統合 

コントラバス 1 0 コントラバス 4 弦と相似しているため 

コントラファゴット 1 0 優先度が低いため削除 

ティンパニ 20 インチ 1 0 優先度が低いため削除 

ティンパニ 23 インチ 1 0 ティンパニセットへ統合 

ティンパニ 26 インチ 1 0 ティンパニセットへ統合 

ティンパニ 29 インチ 1 0 ティンパニセットへ統合 

ティンパニ 32 インチ 1 0 ティンパニセットへ統合 

マリンバ 1 0 優先度が低いため削除 

マレット、タムタム用 1 0 タムタムセットへ統合 

クラッシュシンバル 1 0 シンバルセットへ統合 

シンバルセット、ドラム用 1 0 ドラムセットへ統合 

スタンド、タムタム用 1 0 タムタムセットへ統合 

スタンド、スネアドラム用 1 0 スネアドラムセットへ統合 

タンバリン 1 0 タンバリンセットへ統合 

トライアングルクリップ 1 0 トライアングルセットへ統合 

トムトム 6 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 8 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 10 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 
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トムトム 12 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 13 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 14 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 15 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトム 16 インチ 1 0 トムトムセットへ統合 

トムトムスタンド 4 0 トムトムセットへ統合 

マルチクランプ 1 0 トムトムセットへ統合 

シングルトムホルダ 1 0 トムトムセットへ統合 

譜面台 65 0 優先度が低いため削除 

オーケストラチェア 120 60 譜面台の削除による 

 

（2）案件名 

案件名について、変更は無い。 

 

5. 参考資料 

特に無し。 

 

6. その他資料・情報 

特に無し。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ プロジェクトの背景 

モルドバ共和国（以下、「モルドバ」という。）は 2000 年ごろから緩やかな経済成長を

続けているが、その速度は周辺諸国から後れを取り、欧州最貧困国の一つとされている。

また、農業を主要産業とする地方農村と、経済成長の恩恵を受ける都市部との地域格差

が拡大している。モルドバ政府は、EU 加盟を目標に民主化・市場経済化への歩みを進め

ており、持続的な経済成長及び貧困削減を通じた同国の経済・社会面での安定の実現は

欧州地域の安定にとっても重要である。 

その民主化・市場経済化政策の一環として、モルドバ政府は 2012 年 4 月 7 日付政府決

定第 478 号「文化セクターの情報化に係る国家プログラム（2012-2020）」を定め、同国の

文化遺産としての価値を有する書籍類、音響・映像資料、芸術美術作品等や、公文書、

一般図書等をデジタルアーカイブ化することにより、これら資料の物理的劣化を防ぎ長

期保存を図るとともに、デジタル・インフラ網の整備により国民の文化遺産等へのアク

セス向上を図ることを計画した。同国の公共図書館網の最上位に位置するモルドバ共和

国国立図書館（以下、「国立図書館」という。）は、図書館法（2017 年）において全国の

古書籍や貴重書のデジタル化を中心となって進めていくことが求められており、その傘

下に開設されたデジタル図書館ポータルサイト（MOLDAVICA）を通してデジタル化され

た図書・資料等を一般に公開する体制が整備されている。 

国立図書館における図書等のデジタル化に使用する機材は、2009 年にスイス開発協力

庁（SDC）により整備された手動式のブックスキャナーが 1 台あるのみで、これを使用し

て 2010 年から 2019 年 6 月末までに図書 7,283 点のデジタル化が達成され、その一部が

MOLDAVICA で公開されている。しかし、このブックスキャナーは 2018 年末に撮像用の

カメラの一部が故障し作業効率が低下したことから、デジタルアーカイブ業務に大幅に

遅れが生じている。前述の政府決定第 478 号では、2020 年までに国内のデジタルアーカ

イブのインフラ整備達成を目標に掲げているが、その実現はままならず、250 万冊を超え

る蔵書のデジタル化業務は遅々として進んでいないのが現状である。 

こうした背景から、2018 年 9 月、モルドバ政府は、国立図書館におけるデジタル化と

アーカイブ管理業務を効果的・効率的に実施するために不可欠なデジタル化機材の整備

に係る「国立図書館デジタル化機材整備計画」（以下、「本事業」という。）を策定し、我

が国政府に無償資金協力を要請した。 

１－２ 無償資金協力の要請内容 

（１） 要請年月：2019 年 2 月 

（２） 要請金額：73.26 百万円（機材費、輸送費、据付費のみ） 

（３） 要請内容： 

－図書・マイクロフィルム等デジタル化機材 

－アーカイブ管理機材 

－モバイル・デジタル・ラボ機材 
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１－３ 我が国の関連分野への協力 

過去、モルドバに対する類似した支援はない。 

１－４ 他ドナーの援助動向 

モルドバの図書館システムを対象とした文化分野に対する他ドナーによる援助実績は

表 1 のとおりである。 

表 1 他ドナーによる関連分野への協力実績 

国名・機関名 実施年度 協力の種類 内容 金額 

スイス開発協力庁/
欧州図書館連盟 

2008-2009 無償・技術協力 

国立デジタル図書館  
“MOLDAVICA”の設立支援に係
る機材供与 (ブックスキャナ
ー 、サーバー)、海外研修等。 

€12,500 
($16,500) 

米国国際開発庁/ソ
ロスファウンデー
ション 

2005-2008 無償・技術協力 

モルドバ統合図書館情報システ
ム(SIBIMOL) の創設と公共図書
館図書目録作成に係る機材供
与、研修。 

$180,000 

米国国際開発庁 / 
国際研究交流委員
会(IREX) 

2016 無償・技術協力 
国立図書館内の統計センター設
立及びオンライン統計システム
の整備。 

$24,000 

米国国際開発庁/国
際研究交流委員会
(IREX) 

2018 技術協力 
国立図書館統計センターにおけ
るオンライン統計システムの整
備。 

$1,500 

米国大使館（文化
保護基金） 

2017-2019 無償・技術協力 
歴史的文書保存計画として、国
立図書館保存技術センターへの
機材供与と技術支援等。 

$55,350 

出典：国立図書館資料 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ 組織・人員 

国立図書館の職員数は 254 名（2019 年 7 月時点）である（うち 29 名分はポストはある

が現在空席）。組織図を図 1 に示す。 

図書館長

副館長

(収集・公共関係)

行政委員会

科学評議会

副館長

(情報提供サービス)

副館長

(情報技術)

副館長

(図書館情報科学研究開発)
副館長

(インフラストラクチャー)

秘書・文書課 人事課

蔵書開発管理課

国内図書保存室

蔵書目録・検索課

蔵書整理保存課

書誌調査課

書籍保存

修復技術センター

SIBIMOL

書誌調整センター

IT課

デジタル収集課

一般受付課

古書・貴重本課

音響・映像資料課

芸術・地図収集課

世界文学課

定期刊行物課

閲覧室

情報支援課

欧州サービスセンター

論説・校閲センター

市場開拓社会文化通信課

図書館・情報科学開発

課

調査・研究課

統計センター

図書館・情報科学継続

教育センター
財務・経理課

衛生・安全課

制度開発課

施設管理部

 
出典：国立図書館資料 

図 1 国立図書館組織図 

国立図書館の部門ごとの職員数は下表のとおりである。 
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表 2 国立図書館の職員数 

部署名 在籍職員数 空席ポスト数 
【業務管理部門】 

  

総務課 6 
 

秘書・文書課 3 
 

人事課 2 
 

財務・経理課 4 1 
衛生・安全課 1 

 

制度開発課 3 
 

【情報提供サービス部門】 
  

蔵書開発管理課・国内図書保存室 12 
 

蔵書目録・検索課 13 2 
蔵書整理保存課 11 1 
書誌調査課 10 2 
書籍保存・修復技術センター 5 1 
【情報技術部門】 

  

SIBIMOL 書誌調整センター 4 1 
IT 課 7 1 
デジタル収集課 4 2 
【図書館・情報科学研究開発部門】 

  

図書館・情報科学開発課 4 1 
調査・研究課 3 

 

統計センター 3 
 

図書館・情報科学継続教育センター 3 
 

【収集・公共関係部門】 
  

庶務課 7 
 

古書・貴重本課 7 2 
音響・映像資料課 8 1 
芸術・地図収集課 5 1 
世界文学課 4 3 
定期刊行物課 11 

 

閲覧室 13 3 
情報支援課 9 2 
欧州サービスセンター 2 

 

論説・校閲センター 10 
 

市場開拓・社会文化通信課 6 
 

【インフラストラクチャー部門】 
  

施設管理部 45 5 
計 225 29 

（注）上記職員数には国立図書館長（1 名）、副館長（5 名）を含まない。 

出典：国立図書館資料 

本事業により供与される機材の運用・維持管理に関しては、情報技術部門を統括する

副館長が責任者である。デジタル化機材の主な使用者は、情報技術部門のデジタル収集

課職員 6 名（うち 2 名は現在空席であり募集中）及び事業実施前に他部署から転属させ

る新規スタッフ 4 名の計 10 名である。また、アーカイブ管理機材の使用者は同部門の IT

課職員 8 名（うち 1 名は現在空席で募集中）である。機材の維持管理は、情報技術部門

職員 6 名（うちデジタル収集課 2 名、IT 課 4 名）に他部門の 2 名を含む合計 8 名の技術

スタッフが担当する。 
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なお、本事業に係る国立図書館側の窓口は副館長（図書館情報科学研究開発部門統括）

が担当する。 

２－１－２ 財政・予算 

国立図書館の予算は、教育文化研究省の承認を経て財務省より配賦される国庫支出分

と、国立図書館としての独自収入から成る。表 3 に示すように、2015 年から 2019 年の予

算額は概ね一定のレベルで推移しており、2019 年度の全体予算額は 1,657 万 MDL（約 1

億円相当）である。国立図書館としての独自収入は年間予算額の 10%程度を占めている。

主な収入は各種イベントに貸し出す会場費や、図書館敷地内に出店する飲食店からの賃

貸収入等であるが、この独自収入は、教育文化研究省の承認を得たうえで国立図書館が

自らの活動予算として使用することが可能である。 

図書館業務のほとんどは職員によるバックヤード業務であることから、国立図書館の

年間支出の 80%程度が人件費で占められている。それ以外の主な支出費目は図書館の日

常運営に直接係る用役費（電気、燃料、通信費等）で、約 10%を占めている。 

表 3 国立図書館の予算収支（2015 年実績～2019 年計画） 

（単位：1,000 MDL） 

年度 
2015 

（実績） 
2016 

（実績） 
2017 

（実績） 
2018 

（実績） 
2019 

（計画） 

収入           

国庫支出予算 13,585.8 13,684.7 14,900.0 13,362.6 14,760.1 
独自収入（明細下記） 2,237.9 1,828.9 1,857.7 1,726.3 1,812.7 

不動産賃貸料等 2,126.9 1,717.9 1,746.7 1,615.3 1,701.7 
コピーサービス料等 111.0 111.0 111.0 111.0 111.0 

合計 15,823.7 15,513.6 16,757.7 15,088.9 16,572.8 
（日本円換算額：百万円単位） 98.6 96.6 104.4 94.0 103.2 

支出           

賃金・給与 12,171.3 11,870.6 11,985.0 12,122.3 13,569.0 
書籍購入代 201.9 453.3 335.0 131.7 280.0 
旅費交通費 22.3 37.0 59.6 38.2 40.0 
用役料（電気、燃料、通信費等） 1,490.0 1,806.2 2,247.6 1,654.2 1,658.9 
維持管理費（消耗品代、修理代等） 746.4 241.0 211.8 165.3 167.4 
機器・部品購入費 126.8 100.0 302.0 232.8 - 
その他経費（明細下記） 1,065.0 1,005.5 1,616.7 744.4 857.5 

守衛代 346.4 336.5 357.7 321.5 380.0 
上下水料 119.1 172.9 167.9 147.0 195.0 
ごみ処理費用 34.7 38.0 45.0 41.0 55.0 
編集サービス料 12.8 56.1 72.5 94.0 80.0 
文化活動費 158.6 71.1 19.0 30.0 57.5 
国外送金 29.1 46.2 15.8 29.0 25.0 
郵便代 41.0 54.7 55.6 20.0 20.0 
家庭用品台 323.3 230.0 211.8 61.9 45.0 
建物修繕費 - - 671.4 - - 

合計 15,823.7 15,513.6 16,757.7 15,088.9 16,572.8 
（日本円換算額：百万円単位） 98.6 96.6 104.4 94.0 103.2 

会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

出典：国立図書館資料 



 

6 

2015 年から 2018 年までの維持管理費（消耗品代、修理代等）に機器・部品購入費を加

えた支出実績は、支出額全体の 2～6%程度を占めている。本事業で整備される機材にか

かる維持管理・保守費用は 30 万円程度と想定される。国立図書館の独自収入（全予算の

11%相当、約 1,100～1,300 百万円）を利用する、あるいは必要に応じて追加の予算措置を

取ることで対応は可能であると考えられる。 

なお、同国の会計年度は 1 月 1 日～12 月 31 日で、年次予算の申請は前年 8 月頃から開

始され、12 月までに最終承認がおりる制度になっている。 

２－１－３ 技術水準 

前述のとおり、国立図書館でのデジタル化作業はデジタル収集課職員が、またアーカ

イブ化は IT 課職員がそれぞれ担当する。情報技術部門全体では過去 10 年間、手動式ブッ

クスキャナーとサーバーを運用してきた経験があり、新たに導入される類似の機材の操

作・運用に関して大きな問題はない。また、機材メンテナンス担当の職員は情報技術部

門を中心とする技術系高等教育を受けた技術者であり、機材の日常点検や保守作業に経

験豊富な要員が配置されている。 

表 4 機材メンテナンス担当技術職員 

No. 所属部署 学歴 経験年数 

1 IT 課 大学卒 12 年 

2 IT 課 大学卒 2 年 

3 デジタル収集課 大学卒 13 年 

4 デジタル収集課 大学卒 10 年 

5 図書館・情報科学継続教育センター 大学卒 17 年 

6 音響・映像資料課 大学卒 30 年 

7 IT 課 大学卒 22 年 

8 IT 課 大学卒 6 年 

出典：国立図書館資料 

２－１－４ 既存施設・機材 

（１） 既存施設 

国立図書館は、首都キシナウ市の中心部に位置し、図書等の収蔵・閲覧に利用する本

館と、主に研修や展示会等を行う別館の 2 棟から構成されている。現在の国立図書館本

館の建物は 1961 年に建てられた堅牢な 3 階建てのビルで、図書館として使用されて 60

年近く経つが、過去の大地震を経ても問題なく使用されてきている。本館の裏側には、

書庫専用の建物が増設されているが、こちらは 9 階建てである。本館 1 階分の高さと書

庫棟 3 階分の高さが同じで、本館の天井は高く、荘厳な雰囲気の建物である。 

（２） 既存機材 
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国立図書館の既存機材は、下表に示すとおりである。コンピューター、サーバー、事

務機器等の機材が多く、ブックスキャナー等一部の機材を除き多くは自己予算で調達さ

れたものである。これらの機材は大事に使用されており、古い機材も長期間使用されて

いる。また、前述した機材のメンテナンスを担当する技術スタッフにより、既存機材は

良好に維持管理されている。 

表 5 国立図書館の主要既存機材リスト 

機材名 数量 メーカー 型式 設置年 資金 

ワークステーション 71 Acer, HP 他 PC7553 他 2002～2017 自己予算 

モニター 66 Philips, LG 18.5 Wide LCD 他 2009～2011 自己予算 

プロジェクター 2 BenQ 他   2011～2015 寄贈 

プリンター 13 HP, Canon Laser4100 他 2006～2015 自己予算 

ブックスキャナー 1 Atiz Atiz Book Drive 2009 寄贈 

スキャナー 2 Canon 4400 2008 自己予算 

サーバー 5 DELL Power 3000 他 2008～2014 自己予算/寄贈 

コンピューター 44 Acer, Lenovo XC603, C460 2008～2012 自己予算 

出典：国立図書館資料 

２－２ 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

２－２－１ 環境社会配慮 

本事業を実施することにより環境や社会に重大で望ましくない影響を及ぼす可能性は

なく、またプロジェクト地域で住民生活に好ましくない影響を及ぼすこともない。JICA

の環境社会配慮ガイドラインでは、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるい

はほとんどないと考えられる協力事業として、カテゴリーC に分類される。 

２－２－２ その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ 上位計画 

モルドバ政府は、前述のとおり、同国の文化遺産としての価値を有する図書、資料等

をデジタル化しその長期保存を図るとともに、デジタル・インフラ網の整備により国民

の文化遺産等へのアクセス向上を図ることを計画した。この政府決定は、貴重資料のデ

ジタル化を進める国家計画”Memory of Moldova”の推進に関連するもので、このプログラ

ムで登録される資料等は、国家の文化遺産の核となる古書・貴重書、手書き本、公文書、

美術作品等で、UNESCO の”Memory of the World”の要求基準に沿って保存・活用され

る。 

こうした国家計画に基づき、国立図書館では”Memory of Moldova”に登録された文化遺

産である図書・資料等のデジタル化を進めている。これは、図書館法（2017 年、法律 No. 

160）の第 33 条「デジタル図書館」の項で、国立図書館の役割が以下のように規定され

ていることによる。 

1) 国立図書館を初め公共図書館は、電子文書の購入に加え、所蔵図書を電子的フォ

ーマットに転換することによって、デジタル図書館やコレクションを設立するこ

とができる。 

2) 国立図書館は、国内の図書館、博物館、および公文書館に所蔵されている、国の

文化遺産に属する文書を含む国立デジタル図書館”MOLDAVICA”を創立する。 

この規定に沿って、国立デジタル図書館”MOLDAVICA”では、”Memory of Moldova”に

登録されている図書等がデジタルコンテンツとして国立図書館で集中的に管理され、一

般に公開されている。2010 年 5 月から 2019 年 6 月末までの期間に 7,000 点を超えるデジ

タル図書がWEBサイト上の”MOLDAVICA”に公開され、この期間中のアクセス数は約11

万件、ページビューは約 460 万ページにのぼっている。これまでに公開されたデジタル

コンテンツは文化的価値が高いとされるものが中心である。MOLDAVICA のトラフィッ

ク分析には、フリーソフトの Google Analytics が利用され、月間、四半期、半年、年間利

用者数の記録が管理されている。 

３－１－２ 当該セクターの現状 

国立図書館は全国の図書館の最上位に位置し、Methodology Center として、地方図書館

の司書・職員に対する技術・知識の普及のための研修を実施すると共に、Statistical 

Center として、全国図書館の統計データ管理の面で中心的役割を果たしている。国立図書

館の現在の蔵書数は 30 言語で約 250 万冊に上り、国内、海外の出版物の他、マイクロフ

ィルム、音響・映像資料等幅広い分野の資料を保管するとともに、市民に対し図書貸出、

閲覧、文化的イベントの開催等のサービスを提供している。また、国立図書館では全国

の公共図書館のデジタル化資料をインターネット上で全国共通の情報網として統合管理
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する集合図書目録を整備し、全ての書誌・マルティメディア情報の一元的な窓口として

機能している。 

一方、前述した”Memory of Moldova”の一環として、米国 Bill and Melinda Gates 財団か

らの支援（USAID と連携）により 1,082 か所の地方公共図書館に対し約 4,000 台のコンピ

ューター等の機材が整備されると共に、通信網の整備により 100 万人を超える地域住民

がインターネットに無料でアクセスできるようになった。また、地方の中小図書館の司

書 1,600 人に対し情報技術等の訓練が行なわれ、このプロジェクトを通して、対象とな

る地方図書館の 30 か所では独自の WEB サイトが立ち上げられた。なお、地方中核図書

館には、ドナー機関の支援や独自予算により小型の手動スキャナーが設置されており、

それらを活用した各種資料のデジタル化に係る研修が国立図書館においても実施されて

いる。このように、国内のネットワークを通じて、全国の公共図書館に所蔵される図書

等のデジタルアーカイブ化が進められつつある。 

国立図書館は、欧州国立図書館長会議（CENL）の正式メンバーとして、2005 年以来、

欧州デジタル図書館（EUROPEANA）プロジェクトに参画している。その一環で、スイ

ス開発協力庁(SDC)は国立図書館に対し無償資金協力を実施し、書籍のデジタル化用の

手動式ブックスキャナー1 台とアーカイブ用のサーバーを整備した。しかし、この手動式

ブックスキャナーは、設置後 10 年を経て老朽化し、撮像用カメラの部品が故障するなど、

本来の性能を発揮できず、国立図書館におけるデジタルアーカイブ化の作業は、その前

段階において停滞を余儀なくされているのが現状である。 

モルドバ国内でデジタルアーカイブ化の専門技術を有するのは国立図書館のみで、図

書等のデジタル化業務を行い、またはそれに関連してコンサルティングサービスを提供

する公共の専門組織は他に存在しない。このため、国立図書館では、全国レベルでの古

書・貴重書や一般図書等のデジタル化の推進を図るべく、現在の情報技術部門を母体と

した国家デジタル化センター（National Digitization Center、 NDC）の設立を計画し、国

立図書館の他の部署からの要員配転による業務体制の拡充を計画している。構想では、

NDC は i) デジタル収集課（固定スキャニング業務）、ii) 移動デジタルラボ（移動スキ

ャニング業務）、iii) ユーザー利活用施設「クリエイティブメーカースペース」の 3 セク

ションから構成される計画である。このうち、i) デジタル収集課（固定スキャニング業

務）は、国立図書館の蔵書に加えて、Momory of Moldova プロジェクトのパートナー機関

として指定されている 13 機関、及び地方公共図書館の所蔵図書等のスキャニングを国立

図書館内で行う部署で、対象となるデジタル化業務量が膨大であるため、優先的に体制

を整備する必要があると認識されている。なお、パートナー13 機関は、下表のとおりで

ある。 
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表 6 パートナー機関（Memory of Moldova） 

名称 所在地 

共和国教育学博物館 Chisinau 市 

ルーマニア文学博物館“Mihail Kogalniceanu” Chisinau 市 

モルドバ国立考古歴史博物館 Chisinau 市 

国立民族誌自然史博物館 Chisinau 市 

モルドバ共和国国立美術館 Chisinau 市 

モルドバ国立文書院（旧ソ連） Chisinau 市 

モルドバ国立大学付属図書館 Chisinau 市 

ティラスポル国立大学付属図書館 Chisinau 市 

国立医科薬科大学付属科学図書館“N. Testemitanu” Chisinau 市 

国立大学付属科学図書館“A. Russo” Balti 市 

モルドバ国立農業大学付属共和国農業科学図書館 Chisinau 市 

モルドバ科学アカデミー付属中央科学図書館“Andrei Lupan” Chisinau 市 

モルドバ共和国国立公文書館 Chisinau 市 

出典：国立図書館資料 

３－１－３ プロジェクトの目的 

本事業は、国立図書館に対し、同図書館及び国内関係機関が所蔵する文化的・歴史的

価値のある図書・資料や、国民の関心の高い図書等のデジタル化とアーカイブ管理業務

を効果的・効率的に実施するための機材を整備することにより、モルドバの文化的価値

のある資料の長期的保存及び国民のアクセス向上を図るものであり、もって公共サービ

スの質の向上による生活水準向上と民主化意識の醸成に寄与するものである。 

３－２ 無償資金協力による計画 

３－２－１ 設計方針 

本事業では、国立図書館内の所蔵資料に加え、パートナー機関と地方公共図書館所蔵

の選定資料のデジタルアーカイブ化を支援する。デジタル化対象資料数は下記のとおり

である。 

表 7 デジタル化対象資料 

 対象資料 保管場所 所蔵点数 

1 文化遺産として価値のある図書等* 国立図書館 955,590 

2 定期刊行物（雑誌、新聞等） 国立図書館 311,500 

3 一般図書・資料 国立図書館 1,073,102 

4 文化遺産として価値のある図書* 13 パートナー機関 12,178 

5 “Local Memory 101”選定図書 37 地方図書館 3,737 

合計 2,356,107 

*「文化遺産として価値のある図書」は”Memory of Moldova”国家委員会により指定され

たもの。 

出典：国立図書館資料 
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上記の資料をデジタル化するに当たって、国立図書館では以下の優先度に留意して作

業を進めていく考えである。 

- 文化的・歴史的価値の高い資料を優先すること。 

- 図書、マイクロフィルムを優先すること（音声、映像、3D 資料は除外）。 

- 広く地方住民のニーズを勘案した図書等を優先すること。 

- 小版のスキャナーで作業可能な資料を優先すること。 

- アーカイブ管理機材（サーバー）の整備を優先すること。 

こうした考えに基づき、国立図書館では優先度の高い資料のスキャニング業務から順

に作業を行うことを計画しているが、要請機材をすべて整備したとしても、膨大な量に

上る資料の全てのデジタル化が完了する年数や時期を見通せる現実的な計画を策定する

には至っていない。よって、本計画では上記の殆どの種類の図書をカバーする機材を最

低限整備することで、国立図書館においてデジタルアーカイブ化業務が実施可能な環境

の整備を支援することとする。この業務に必要となる機材の選定方針は以下のとおりで

ある。 

1) 国立図書館を初め、パートナー機関や地方公共図書館で所蔵する歴史的・文化的価

値を有する貴重図書や新聞・雑誌等を含む各種資料で、紙質が経年劣化したもの、

不定形なもの（国立図書館の対象蔵書数だけで約 108 万点）に対応できる手動式の

スキャナーを選定する。 

2) 旧ソ連邦からの独立以降同国の民主化政策が進められる中で、出版年代が比較的新

しく、ロシア語ではなくモルドバ（ルーマニア）語で書かれた国民の関心の高い図

書等へのアクセス機会の向上を図るため、紙質が良好で小版サイズが多い図書（国

立図書館の対象蔵書数だけで約 126 万点）用の自動スキャナーを選定する。 

3) 国立図書館やパートナー機関で保存されている歴史的貴重図書・重要資料を記録し

たマイクロフィルム（国立図書館及びパートナー機関の対象資料数約 6,540 点）をデ

ジタル化するため、専用のスキャナーを選定する。 

4) 国立図書館のアーカイブ管理用既存サーバーは設置後 10 年を経過し機能・容量が不

足しているため、本事業実施後のデジタルコレクションの増大に見合ったサーバー

を整備する。また、アーカイブ管理の一環で書誌情報等を別途データ化するための

ワークステーションを整備する。 

5) デジタルデータの規格・基準に関しては、国立図書館が加盟する欧州図書館の基準

に従い、デジタル図書のフォーマットは、保存用は TIFF（非圧縮）、WEB サイト公

開用は JPEG、またテキストはデータと数値双方を格納するため XML フォーマット

とし、これを可能とする機材仕様とする。 

３－２－２ 基本計画（機材計画） 

上記の設計方針に基づき計画された機材は、(1)デジタル化機材、及び(2)アーカイブ管

理機材に分類される。それぞれの機種ごとの基本的な選定方針は以下のとおりである。 

(1) デジタル化機材 
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1) 手動スキャナーは不定形サイズの図書・資料等に対応するブックスキャナーで、

420x594mm 程度 （JIS A2 版相当）と 390x480mm 程度（JIS A3 版超）の 2 機種を

計画する。 

2) 自動スキャナーは、最も蔵書量の多い小版サイズに対応し、290x320mm（JIS A4

版超）のブックスキャナーを計画する。 

3) マイクロフィルムスキャナーは所蔵するフィルムの型式に対応する機種を計画す

る。 

(2) アーカイブ管理機材 

1) サーバーは各スキャナーを用いて制作されるデジタルコレクションの保存・管理

に十分なデータ保存容量を有する機種を計画する。 

2) ワークステーションは一般業務用レベルのデスクトップ型のコンピューターに、

書誌情報編集用として国際的に利用されているオープンソースソフトウェアをイ

ンストールして使用する。 

表 8 計画機材リスト 

番号 機材名 数量 使用目的 

1 デジタルマイクロフィルムスキャナー 1 台 マイクロフィルムのデジタル化 

2 卓上型ブックスキャナー 1 式 蔵書のデジタル化 

3 自動ブックスキャナー 1 式 蔵書のデジタル化 

4 オーバーヘッド型スキャナー 1 式 蔵書のデジタル化 

5 ワークステーション 3 式 デジタル化資料のアーカイブ化 

6 サーバー 1 式 デジタル化資料の保存・管理 

上記計画機材のうち、スキャナーの設置場所は国立図書館本館 1 階の、現在書庫や事

務スペースとして利用されている 3 部屋（100.6m2）が計画されており、部屋内部を簡易

改修して使用する予定である（図 2、国立図書館本館１階平面図を参照）。また、サーバ

ーに関しては、同本館 2 階の既存サーバー室（31.8 m2）に設置される予定で、こちらは

改修の必要はない（図 3、国立図書館本館 2 階平面図を参照）。いずれも、室内に照明、

電源は設置されている。 
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出典：国立図書館資料 

図 2 国立図書館本館 1 階平面図 

 

出典：国立図書館資料 

図 3 国立図書館本館 2 階平面図 
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３－２－３ 調達計画 

（1）資機材等調達先 

本計画における資機材等の調達先は以下の通りである。 

表 9 資機材等調達先 

機材名 
調達国 備考 

（想定国/地域） 現地 日本 第三国 

デジタル化機材 
（各種スキャナー） 

－ ○ ○ 
日本、アメリカ、 
オーストリア、ドイツ、
ベルギー 

アーカイブ管理機材 
（サーバー等） 

－ ○ ○ 日本、アメリカ 

（2）輸送計画 

日本あるいは第三国から調達される機材はコンテナ積み海上輸送され、ウクライナ

のオデッサ港で陸揚げされる。通関後、キシナウ市内まで陸上輸送される。日数は海

上輸送 30 日、通関に 15 日、国内輸送に 15 日を要する。 

（3）E/N、G/A 

交換公文（E/N）の締結相手先は、教育文化研究省となる。 

贈与契約（G/A）の締結相手先は、教育文化研究省または国立図書館となる。 

（4）B/A、A/P 

国立図書館が教育文化研究省傘下の独立した機関であることから、E/N 及び G/A 締

結後、同国財務省への案件登録の際に国立図書館が実施機関として登録された場合に

は、国立図書館が日本側担当銀行と銀行取極（B/A）の締結及び支払授権書（A/P）の

開設を行い、A/P の通知手数料や支払い毎の手数料を負担する。 

（5）免税・通関手続き 

E/N 及び G/A 締結後、財務省を通して本事業が援助管理プラットフォーム（Aid 

Management Platform）に登録され、輸入関税、通関手数料、間接税等の支払いが免除さ

れる。輸入品に関しては、機材がモルドバ国内到着時にプロジェクトの政府登録番号、

船積書類等を税関当局に提示することにより輸入関税が免除される。また、現地調達

品でも、国内在庫がなく現地販売店が輸入手続きを行う場合は、上記同様に免税が可

能である。現地調達品で国内在庫がある場合でも、本邦受注業者は免税での購入が可

能であり、納付済みの間接税の還付は現地販売店により行われる。 

（6）機材据付および操作指導 
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計画されている全ての機材について据付工事及び初期操作指導を行う。各種スキャ

ナーは、設置や調整・試運転の難易度を考慮し、メーカー本社あるいはメーカー代理

店から技術者を派遣する。 

初期操作指導後、各種スキャナーについては運用指導を行う。先方のソフト面に対

する支援への強いニーズに応えると共に計画機材の使用効果を最大限に高めるため、

本邦の国立国会図書館などの大規模な図書館に対して機材の据付経験を有する日本人

技術者による運用指導を実施する。内容としては、国立図書館が所蔵する膨大な数量

の貴重な蔵書を効率的かつ破損事故を起こさないよう適切にデジタル化するための運

用方法やより長い期間機材を使い続けるための保守管理手法を日本での実例を紹介し

つつ指導を行う。 

（7）事業実施工程表 

本事業の実施工程は表 10 の通りである。



 

 

表 10 事業実施工程表 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

実
施
設
計 

交換公文（E/N）締結                  

贈与契約（G/A）締結                  

計画内容最終確認                  

仕様書等レビュー                  

入札図書作成                  

入札図書確認                  

業者契約締結                  

業者契約認証                  

調
達
監
理 

発注                  

機器制作                  

輸送                  

納入・開梱                  

業務完了の確認                  

 

  国内業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (国内)    想定時期 政府・JICA 実施 (国内) 

 現地業務    想定時期 施主・コンサルタント実施 (現地)    想定時期 政府・JICA 実施 (現地) 
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３－３ 相手国側負担事業の概要 

本事業の実施にあたり、想定されるモルドバ側の負担事項は以下の通りである。 

表 11 相手国側負担事項 

 項目 概算金額（百万円） 

(1) 機材設置場所の改修工事費 1.2 

(2) 銀行取極めに係る手数料 0.1 

 

３－４ プロジェクトの運営維持管理計画 

本事業により供与される機材の運営・維持管理の責任者は、情報技術部門を統括する

副館長である。また、本事業に係る国立図書館側の窓口担当は副館長（図書館情報科学

研究開発部門統括）である。新たに調達される機材の運用に当たっては、情報技術部門

傘下に再編される NDC の活動方針を決定する下記のワーキンググループが組織され、選

定されたメンバーがそれぞれの任に当たる。 

表 12 国立図書館デジタル化計画ワーキンググループ 

1. 管理・支援グループ 3. メタデータ・版権グループ

館長（グループ責任者） デジタル収集課長（グループ責任者）
副館長（図書館情報科学研究開発、プロジェクト全体調整） 副館長（情報提供サービス）

副館長（収集・公共関係） シニア専門家

副館長（情報技術） 4．技術グループ

副館長（情報提供サービス） 副館長（情報技術、グループ責任者）

制度開発課長 IT課長

デジタル収集課長 プログラムエンジニア

2. 収集グループ シニア専門家

副館長（収集・公共関係、グループ責任者） 技師

副館長（情報提供サービス） 5. 移動デジタルラボ・グループ

古書・貴重本課長 デジタル収集課長（グループ責任者）

芸術・地図収集課長 シニア専門家

蔵書整理保存課長 IT課長

定期刊行物課長 6.クリエイティブメーカースペース・グループ

シニア専門家 シニア専門家（グループ責任者）

シニア専門家

技師  

出典：国立図書館作成資料 

上記ワーキンググループのうち、収集グループ、メタデータ・版権グループ、技術グ

ループは、管理・支援グループによる承認・支援の下、下図に表す一連のデジタル化・

アーカイブ化業務を執り行う。 
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収蔵・保管資料の確認・整理

アーカイブ計画の策定

スキャニング

データ加⼯処理

検索システムの構築

データ公開

保存状態評価
資料選定・クリーニング

⽬録作成
機種別作業計画策定

スキャニング
⽣データ保存

画像処理・品質管理
メタデータ完成

データ保管・管理
アーカイブ化

 
出典：国立図書館からの聴き取り情報を基に調査団作成 

図 4 デジタル化・アーカイブ化作業工程 

調達されるデジタル化機材（各種スキャナー）の主な使用者は、情報技術部門のデジ

タル収集課職員で、主に「スキャニング」と「データ加工」の工程で機材を運用する。

アーカイブ管理機材（サーバー等）の主な使用者は同部門の IT 課職員で、主に「検索シ

ステムの構築」、「データ公開」の工程で機材を運用する。 

機材の維持管理は、「2-1-3 技術水準」の項に記載の技術スタッフが担当する。本事業に

より新たな機材が設置された場合、これらの要員がそれぞれ機材の維持管理を担当する

ことになるが、これまで国立図書館が保有したことのない新しい機種、特に自動化機能

のあるスキャナーに関しては、機材納入時に初期操作指導に加えて運用指導を行うこと

で、技術力の更新を図る必要があるため、機材供給業者による初期操作指導・運用指導

で適宜技術移転を図ることとする。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４－１ 事業実施のための前提条件 

本事業の実施機関となる国立図書館は、日本の無償資金協力支援を今回初めて受ける

ため、関連する業務や手続等には不慣れである。贈与契約（G/A）や銀行取極（B/A）等

無償資金協力の開始段階での手続き、コンサルタント契約および業者契約の締結やそれ

ぞれの契約に係る支払授権書（A/P）の発行手続き等がタイムリーに実施されることは、

事業の進捗には不可欠である。また、計画機材の調達に係る輸入関税と付加価値税（VAT）

は所定の手続きで免税となることが確認されているが、手続きの遅れ等により通関が遅

れることのないよう留意が必要である。事業実施の各段階においては、経験のあるコン

サルタントが必要に応じて実施機関に対する支援を行う必要がある。 

４－２ 機材納入のために必要となる工事等 

本計画が実現する場合、国立図書館では計画機材受入れのため 2020 年度にスキャナー

等を設置する部屋の簡易な改修工事が必要であり、そのための予算措置、工事入札・施

工等、モルドバの国内規定に従った一連の業務が実施されることになる。想定されてい

る改修工事の所要期間は 2 か月程度と見込まれている。なお、万が一改修工事が機材の

納入に間に合わない場合でも、本館１階の技術室か地下倉庫の空きスペースを仮置き場

所として確保可能である。 

４－３ プロジェクトの評価 

４－３－１ 妥当性 

モルドバ政府は、EU 加盟を目標に民主化・市場経済化への歩みを進めており、持続的

な経済成長及び貧困削減を通じた同国の経済・社会面での安定の実現は欧州地域の安定

にとっても重要である。こうした中で、モルドバ政府は、ユネスコが主導する「Memory of 

the World（世界記憶遺産）」の一環として”Memory of Moldova”と呼ばれる事業を計画し実

行している。同国は欧州東部の地政学的に重要な位置を占めているため、旧ソ連邦時代

を挟み、それ以前の歴史的・文化的価値を伝える書籍や芸術作品等は豊富で、また独立

以降の新たな価値観を伝える書籍等も多数出版されている。これらの歴史的・文化的資

料等は、国立図書館を初め地方図書館やその他の公共施設にも所蔵されているが、紙媒

体の資料の経年劣化は避けられず、デジタル化による保存が喫緊の課題となっている。

このため、モルドバで図書等のデジタルアーカイブ化を専門的に行う国立図書館に対し、

デジタル化機材及びアーカイブ管理機材を整備する本事業は、同国の開発課題・開発政

策並びに日本政府及び JICA の協力方針に合致し、SDGs ゴール 4（包摂的で衡平な質の

高い教育の確保、生涯学習の機会の促進）にも貢献するものである。 

本事業は、日本政府の対モルドバ国別援助方針（2014 年 10 月）における重点分野（中

目標）である「保健医療・教育等の分野における公共サービス向上」に関連し、同国公

共サービスの質と量の改善による国民の生活水準向上と公共財の効率的活用を目指す取
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り組みへの貢献が期待されるため、同方針に合致する。また、2018 年 7 月の両国外務大

臣会談において本邦外務大臣は欧州への統合に向けたモルドバの改革努力を引き続き支

持していくことを表明しているが、本事業では、都市部のみならず地方住民にも資料へ

のアクセスを広めることから、EU 加盟に向け、地方も含めた同国国民の間に民主化の意

識が醸成されることが期待されるため、我が国の無償資金協力により本事業の実施を支

援する妥当性は高い。 

４－３－２ 有効性 

（１） 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2019 年実績値） 
目標値（2024 年） 
【事業完成 3 年後】 

自動スキャンされた資料等の数 
（ページ/年） 

‐ 1,800,000 

手動スキャンされた資料等の数 
（ページ/年） 

84,000 168,000 

スキャンされたマイクロフィルム数 
（ロール/年） 

‐ 1,260 

注 1）基準値は 2018 年 7 月から 2019 年 6 月までの実績値。 
注 2）目標値は機材の性能と、既存スキャナーの運用実績を参考に国立図書館が作成した作

業計画を基に算出（自動式スキャナーの機械性能を 1,500 ページ/時、手動式スキャナ

ーの機械性能を 70 ページ/時、それぞれ一日の作業時間を 6 時間、月 20 日、年間 10
ヶ月稼働と想定。マイクロフィルムスキャナーは機械性能を 3 ロール/時、一日の作業

時間を 6 時間、月 10 日、年間 7 ヶ月稼働と想定）。 

（２） 定性的効果 

① 国立図書館をはじめとした、中央・地方の図書館・博物館・公文書館等が所蔵す

る図書等のデジタル化により、図書等の劣化を防ぎ、その文化的価値を保護し、

長期保存することができる。 

② デジタルコンテンツの増加により、歴史的・文化的価値の高い文献及び国民の関

心の高い図書・雑誌等に対する、地方住民を含む幅広い国民のアクセスが可能と

なる環境が整備され、公共サービスの質が向上する。 

４－４ その他（広報、人材交流等） 

４－４－１ 相手国側による広報計画 

国立図書館では、本事業が、これまでの同図書館に対する他のドナー等からの支援の

中では比較的規模が大きなものであり、その実現に大いに期待を寄せている。署名され

たミニッツ（資料 4 参照）では、機材引き渡し式の開催に加えて、国立図書館が運営、

発行する WEB サイトや雑誌等で本事業の広報を行うことが確認された。国立図書館のホ

ームページ、あるいはデジタル図書館”MOLDAVICA”のポータルサイトに JICA のバナー

を設けることも検討の対象となっている。機材引き渡し式では文化省担当者、パートナ
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ー機関・地方図書館担当者等の関係者を呼び寄せ、本事業の内容や中央と地方との連携

促進の必要性についてのセミナー、供与機材の演示を行う予定である。 

国立図書館には、様々な角度から多様な言語で日本を紹介する図書が 800 点ほど所蔵

されている。2018 年 6 月には、現地日本大使館と国立図書館の共催で、日本の文化を紹

介するイベントが開かれ、同図書館に「現代日本を理解する図書 100 冊」が寄贈された。

国立図書館では、供与機材が設置された後、こうした日本関連の蔵書の展示会を開くな

どの広報活動も検討している。 

４－４－２ その他 

特になし。 
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【資料】 

1. 調査団員・氏名 

河野 高明 総括         JICA ウクライナフィールドオフィス首席駐在員 

志賀 渉 調査主任/機材計画   インテムコンサルティング株式会社 

原 弘幸 調達計画・積算/    インテムコンサルティング株式会社 

2. 調査行程 

No. 日付 
河野 高明 志賀 渉 原 弘幸 

滞在 
総括 調査主任/機材計画 調達計画・積算 

1 6/29 土  成田 13:35（OS0052）- ウィーン 18:35 ウィーン 

2 6/30 日  ウィーン 12:50（OS0655）- キシナウ 15:20 キシナウ 

3 7/1 月  
大使館表敬 

国立図書館とのキックオフミーティング 
キシナウ 

4 7/2 火  既存機材調査 キシナウ 

5 7/3 水  
既存機材調査 

教育文化研究省との協議 
キシナウ 

6 7/4 木  パートナー機関訪問 キシナウ 

7 7/5 金  パートナー機関訪問 キシナウ 

8 7/6 土  資料整理、団内ミーティング キシナウ 

9 7/7 日  資料整理、団内ミーティング キシナウ 

10 7/8 月  国立図書館との協議 キシナウ 

11 7/9 火  
調達事情調査 

国立図書館との協議 
キシナウ 

12 7/10 水  国立図書館との協議 調達事情調査 キシナウ 

13 7/11 木  国立図書館との協議 キシナウ 

14 7/12 金  ミニッツ協議 キシナウ 

15 7/13 土  資料整理、団内ミーティング キシナウ 

16 7/14 日 
キエフ 19:40（PS897） 
- キシナウ 20:50 

資料整理、団内ミーティング キシナウ 

17 7/15 月 国立図書館との協議 キシナウ 

18 7/16 火 ニーズ調査 ミニッツ協議 キシナウ 

19 7/17 水 ミニッツ協議 キシナウ 

20 7/18 木 ミニッツ協議 キシナウ 

21 7/19 金 
ミニッツ署名 
大使館報告 

キシナウ 

22 7/20 土 
キシナウ 7:10（PS898） 
- キエフ 8:20 キシナウ 15:55（OS0656）- ウィーン 16:40 

ウィーン 20 日 17:45（OS0051）- 成田 21 日 11:55 

- 

23 7/21 日  - 
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3. 関係者(面会者)リスト 

教育文化研究省（MoECR） Ministry of Education, Culture and Research 

Liliana Nicolaescu-Onofrei Minister 大臣 

Andrei Chistol State Secretary 次官 

Ludmila Pavlov Head of International Department 国際部部長 

Rudakov Ecaterina Superior Consultant 上級コンサルタント  
 

 

モルドバ共和国国立図書館

（NLRM） 

National Library of the Republic of Moldova 

Elena Pintilei Director General 館長 

Vera Osoianu Deputy Director, Project Coordinator 副館長、案件担当 

Veronica Bors Deputy Director 副館長 

Aliona Muntean Deputy Director 副館長 

Aliona Tostogan Deputy Director 副館長 

Diana Silvestru Head of Digitization Department デジタル収集課課長 

Svetlana Barbei Head of Institutional Development Department 制度開発課課長 

Veronica Cosovan Head of Old and Rare Book Department 古書・貴重本課課長 

Sergiu Elasco Head of IT Department IT 課課長 

   

モルドバ国立考古歴史博物館 National Museum of History of Moldova 

Evdochimova Maria Museum expert 学芸員 

   

モルドバ共和国国立公文書館 National Archives of Moldova 

Veaceslav Lupan Director 館長 

Vera Iovu Main Custodian 管理人    

モルドバ科学アカデミー付属中

央科学図書館 “Andrei Lupan” 

Scientific Library (Institute), Academy of Sciences 

Maria Popescu Deputy Director 副館長 

Fiodor Dontu Deputy Director 副館長 

Maria Postarencu Head of Department 課長 

   

ストラシェニ県庁 Straseni Rayon Council 

Vera Schirliu Head of Culuture Department 文化部部長 

   

ストラシェニ県立図書館 Straseni Rayon Library 

Nadejda Padure Director 館長 

   

在モルドバ日本国大使館   

好井 正信  大使 

林 和俊  参事官 

萩野 敦年  一等書記官 

   

JICA ウクライナフィールドオ

フィス 

  

Olesia Markovic  プロジェクトスペシャリスト 
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4. 討議議事録および当初要請からの変更点 

国立図書館と合意した討議議事録は別添のとおりである。 

（1）要請内容 

要請内容について、以下の通り変更となった。 

表 13 要請機材変更表 

機材名 
当初

数量 
変更後

数量 
理由 

液晶モニター 10 0 ワークステーションに統合 

ワークステーション 10 3 必要数量の精査、見直し 

その他機材セット 1 0 ワークステーションに統合 

大型ブックスキャナー 1 0 
使用機会および効果が限定的であるため削

除 

非接触型大判スキャナー 1 0 使用機会が限定的であるため削除 

デジタルカメラ 2 0 既存機材用の交換部品のため削除 

エアコン 1 0 設備機材のため削除 

サーバー 2 1 構成内容を整理し、1 つに取り纏め 

UPS 2 0 サーバーに統合 

エアコン（サーバー室用） 1 0 設備機材のため削除 

バン型車両 1 0 妥当性が確認できないため削除 

3D スキャナー 1 0 使用機会が限定的であるため 

デジタルミキサー 1 0 優先度が低いため削除 

デジタルレコーダー 1 0 同上 

マイクロフィルムリーダー 1 0 同上 

スキャンカメラ 1 0 同上 

USB ターンテーブル 2 0 同上 

ノートブックコンピューター 1 0 同上 

ラップトップコンピューター 1 0 同上 

S-VHS エディター 1 0 同上 

カラーレーザープリンター 2 0 同上 

ビデオキャプチャーユニット 1 0 同上 

（2）案件名 

案件名について、以下の通り変更となった。 

＜和文＞ 

変更前：モルドバ国立図書館デジタル化機材整備計画 

変更後：国立図書館デジタル化機材整備計画 

＜英文＞ 

変更前：Project for Improvement of Digitization Equipment of the National Library of the 

Republic of Moldova and Creation on This Base of the National Digitization 

Center 

変更後：The Project for the Improvement of Digitization Equipment of the National Library 
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5. 参考資料 

特になし。 

 

6. その他の資料・情報 

特になし。 
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